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資源管理方針に関する検討会 

（ブリ） 

第２回 

 

 

                        日時：令和６年３月１９日（火） 

                            １０：００～１６：５１ 

                        場所：ＡＰ市ヶ谷 ルームＣ 

 

 

議事次第 

 

１．開 会 

 

２．主催者あいさつ 

 

３．議 事 

  （１）第１回検討会でとりまとめられた検討事項について      ≪水産庁≫ 

  （２）資源評価結果について         ≪（国研）水産研究・教育機構≫ 

  （３）漁獲シナリオ等の検討について               ≪水産庁≫ 

  （４）今後の予定について                    ≪水産庁≫ 

 

４．閉 会 
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午前１０時００分 開会 

○番浦課長補佐 それでは、定刻になりましたので、ただいまから第２回資源管理方針に

関する検討会（ブリ）を開催いたします。 

 私は本検討会の司会を務めます、水産庁管理調整課資源管理推進室の番浦と申します。

どうぞよろしくお願いいたします。 

 本日は多くの方に会場にお越しいただいておりますが、Ｗｅｂｅｘを通じたウェブ参加

の出席者の方も多数いらっしゃいます。技術的なトラブルが生じるかもしれませんが、精

いっぱい対応しますので、スムーズな議事進行に御理解、御協力を頂ければと思います。 

 また、この関係で会場の皆様にお願いですが、御発言がウェブ参加者にも伝わるように、

必ずマイクを通じての御発言をお願いいたします。 

 ウェブで参加されている皆様には事前にメールで留意事項をお知らせしているところで

すが、発言を希望される場合には、Ｗｅｂｅｘの手を挙げる機能又はチャット機能を使っ

て、発言を希望することをお知らせください。順番にお名前をお呼びしますので、その後

御発言をお願いいたします。 

 また、発言されていない方は音声をミュートにしていただくよう、お願いいたします。 

 また、会場を利用する上で、３点お願いがございます。 

 まず、会場内での飲食は可能ですが、ごみはお持ち帰りをお願いいたします。 

 ２点目に、会議室内は禁煙となっております。喫煙スペースは５階又は７階にございま

すので、そちらを御利用ください。 

 ３点目に、当施設はほかにも会議室がございます。共有部での立ち話や携帯電話の御利

用など、ほかのお客様の御迷惑になる行為は御遠慮ください。 

 それでは、皆様のお手元の資料の確認を行います。 

 会場の皆様には、資料１の議事次第から資料６の漁獲シナリオ等の検討について、また

参考資料について１から６までの計12種類の資料をお配りしております。 

 また、ウェブで参加の皆様におかれましては、本日、資料の差し替えがございます。水

産機構の資源評価の資料について差し替えを行いまして、また出席者名簿に関しても最新

版としております。そのほか、参考資料６、資源管理のロードマップを掲載しております。 

 なので、ウェブで参加の方におかれましては、ホームページの更新ボタンを押していた

だきまして、最新版の資料を御覧ください。 

 資料に不足などがございましたら、お近くのスタッフにお申し付けください。 
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 次に、本検討会の会議の配付資料及び議事録は、後日、水産庁のホームページ上に掲載

させていただくこととしておりますので、御承知おきください。 

 なお、報道関係者の皆様におかれましては、カメラ撮影は冒頭の水産庁挨拶までとさせ

ていただきますので、あらかじめ御了承ください。 

 続きまして、主催者側の出席者を紹介させていただきます。 

 最初に、水産庁資源管理部長の魚谷でございます。 

○魚谷資源管理部長 魚谷です。よろしくお願いいたします。 

○番浦課長補佐 資源管理推進室長の永田でございます。 

○永田資源管理推進室長 皆様おはようございます。永田です。よろしくお願いいたしま

す。 

○番浦課長補佐 水産庁管理調整課許可漁業第１班の課長補佐、佐藤でございます。 

○佐藤課長補佐 よろしくお願いします。 

○番浦課長補佐 同じく管理調整課沿岸・遊漁室沿岸調整班課長補佐の木村でございます。 

○木村課長補佐 木村です。よろしくお願いします。 

○番浦課長補佐 続きまして、漁場資源課沿岸資源斑課長補佐の加賀でございます。 

○加賀課長補佐 加賀です。よろしくお願いいたします。 

○番浦課長補佐 続きまして、水産研究・教育機構水産資源研究所水産資源研究センター

から、福若浮魚資源部長でございます。 

○福若部長 福若です。よろしくお願いします。 

○番浦課長補佐 大島浮魚資源部副部長でございます。 

○大島副部長 大島です。よろしくお願いします。 

○番浦課長補佐 同じく浮魚資源部、倉島研究員でございます。 

○倉島研究員 倉島です。よろしくお願いします。 

○番浦課長補佐 また、水産研究・教育機構水産資源研究センター、船本浮魚資源部副部

長を始め、専門とする方々にもウェブで多数御出席を頂いております。 

 それでは、開会に当たりまして魚谷から一言御挨拶を申し上げます。 

○魚谷資源管理部長 皆さん、おはようございます。改めまして、水産庁資源管理部長の

魚谷でございます。 

 それでは、本日のブリに係る第２回のステークホルダー会合の開会に当たりまして、御

挨拶を申し上げます。 
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 初めに、本年１月に発生しました能登半島地震で犠牲となられた方々に心よりお悔やみ

を申し上げますとともに、被災された方々に心からお見舞いを申し上げます。 

 本日の会議ですけれども、御多忙の中、360名を超える関係者の皆様にお集まりいただ

いたことに対し、感謝を申し上げます。 

 また、日頃から水産政策の実施に関して、多くの御意見、御理解、御協力を賜り、誠に

ありがとうございます。 

 特に震災を受けた厳しい状況の中、石川県を始めとする被災地の関係者の方々も御参加

を頂いているということでございまして、このブリの資源管理に関する議論の進展への御

理解、御協力に対し、重ねて御礼を申し上げます。 

 御承知のとおり、水産政策の改革の一環として漁業法が約70年ぶりに大幅改正され、令

和２年12月に施行されております。この法改正の最も大きな柱となったのが資源管理とい

うことでございます。この中で科学的な資源評価に基づき、持続的に生産可能な最大の漁

獲量、ＭＳＹの達成を資源管理の目標として定め、その目標の達成に向け、ＴＡＣ管理を

基本とする資源管理を行うということとされているということでございます。 

 その一環としてＴＡＣ魚種の拡大に向けた取組を水産庁として進めているところでござ

います。 

 本日の議題でありますブリに関しましては、昨年８月から９月にかけて北海道、太平洋、

日本海、九州、沖縄と四つのブロック説明会を開催し、10月には第１回のステークホルダ

ー会合を開催して、ＴＡＣ管理の内容、あるいは資源評価などについて御意見を頂戴しま

した。 

 本日の会合では、第１回のステークホルダー会合においてとりまとめられた検討事項等

について、その検討結果を説明させていただき、ブリの今後の資源管理について共通の認

識が得られるよう議論を進めてまいりたいと考えております。 

 本会合は皆さんと一緒に議論をし、一人でも多くの方に理解を深めていただくというこ

とが重要でございます。是非積極的な御発言をお願いします。 

 締めくくりとなりますが、本日の機会が有意義なものとなり、資源が将来にわたって持

続的に利用できる体制づくりの一助となるよう、また、関係漁業者の皆様の操業の安全を

祈念いたしまして、私の冒頭の挨拶とさせていただきます。本日はどうぞよろしくお願い

いたします。 

○番浦課長補佐 それでは、報道関係者の皆様におかれましては、ここまででカメラ撮影
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を終了していただくよう、お願いいたします。 

 ここからの議論については進行役を設けることとし、魚谷部長にその役をお願いしたい

と思います。 

 それでは、魚谷部長、よろしくお願いいたします。 

○魚谷資源管理部長 改めまして、よろしくお願いいたします。 

 では、最初に、今日の検討会の進め方について御説明をいたします。 

 本日は、議事次第の３の（１）から（４）までの議題としておりますが、そのうち（１）

と（２）について、まず水産庁から資料４を用いて、「第１回資源管理方針に関する検討

会（ブリ）」でとりまとめられた検討事項について、これを説明した後、水産研究・教育

機構から資料５を用いて、ブリの資源評価結果について、こちらの二つまとめて説明を行

い、質疑応答、意見交換を行います。 

 次に、資料６を用いて、漁獲シナリオ等の検討と今後の予定についての説明を水産庁の

方から行うこととし、途中、お昼休憩を挟みながら質疑応答、意見交換を行うということ

にいたします。 

 それでは、早速、議事に入りたいと思います。 

 最初に、水産庁から、資料４の第１回のステークホルダー会合でとりまとめられた第２

回の今回の会合に向けた検討事項について、説明をいたします。 

○番浦課長補佐 水産庁管理調整課の番浦でございます。 

 それでは、資料４に沿って説明をさせていただきます。 

 資料４、「第２回資源管理方針に関する検討会（ブリ）に向けた検討事項」を御覧くだ

さい。 

 本資料についてですが、これは令和５年10月11日に開催された第１回資源管理方針に関

する検討会においてとりまとめられた検討事項でございまして、次回ステークホルダー会

合に向けた検討事項という位置付けとしております。 

 この検討事項に関しましては（１）から（５）までございまして、昨年10月31日に都道

府県及び団体向けにお知らせしているものをそのまま資料としております。 

 では、（１）から順に説明をさせていただきます。 

 まず、（１）若齢魚の漁獲を減らした場合の試算について。 

 ここで、若齢魚の獲り控えが目標の達成に有効ということであれば、試算して漁業者に

示してほしいという御要望がありまして、これに対して若齢魚の漁獲を減らした場合の将
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来予測の試算を行うとしたものです。 

 この試算の条件については、この条件の検討への参加希望を表明した日本定置漁業協会、

全国まき網漁業協会、石川県、北海道及び水産庁、水産機構で検討するということとして

おります。ここの参加者に関しては、参加したい方ということで募集しまして、この結果

となったものでございます。 

 この若齢魚の獲り控えの条件に関しては、昨年12月14日に関係道県及び団体で集まって

議論した結果を基に試算しております。 

 この試算値については、資料５の資源評価で説明をさせていただきます。 

 続きまして、（２）目標管理基準値でございます。 

 これについて、ＭＳＹが得られる親魚量22万2,000トンは過去に経験したことがなく、

大き過ぎるのではないかという意見がございました。また、これに代わる具体的な案とし

て、加入量が最大となる親魚量としてはどうかとの御意見がございました。 

 これを受けまして水産庁としては、漁業法の条文の解釈の範疇でどのような検討ができ

るのかということに関して検討を行いまして、次回のステークホルダー会合で示すという

こととしました。 

 この具体的な検討の中身としては、この括弧書きの中にございますリッカー型の再生産

曲線の特徴を踏まえて、加入量が最大となる親魚量を目標として目指す場合の試算などと

なっております。この試算値についても、資料５の資源評価の資料にて説明をさせていた

だきます。 

 続きまして、（３）漁獲シナリオでございます。 

 新たに試算を行うシナリオについて、２年固定の複数年管理として、前借り・繰越しを

可能とした場合の将来予測の試算（リスク評価を含む。）の要望がございました。 

 これを受けまして、これについては必ずしも次回ステークホルダー会合までにというも

のではないが、当該試算を要望した北海道と水産庁及び水産機構でどのようなものが示せ

るか検討するという整理としたものです。 

 これはステークホルダー会合までという期限の試算ではございませんで、現在、ほかの

資源の事例も参考に検討を進めているところでございます。これに関してはステップ１以

降にお示しする予定でございます。 

 （４）資源評価でございます。研究機関会議で精度向上に向けて進めていくことが示さ

れております。特にＶＰＡのチューニングに資源量指標値を用いた評価を近い将来導入す
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るための作業を進めているという回答がございました。この資源評価のステップアップの

方向性については、次回ステークホルダー会合で示すとされたものです。 

 この資源評価の方向性については、今回、資料５の資源評価の部で説明をさせていただ

きます。 

 続きまして、（５）管理期間でございます。 

 水産庁が示した２パターンを設定する管理期間（案）について、各道府県において確認、

検討を依頼したところです。案の基となったデータとともに、別途、検討依頼を各道府県

の担当者宛てに発出することとしました。 

 このツーパターンに関しては、皆様既に御存じのとおり、４月から３月まで、また７月

から６月までという、この二パターンとなっております。これについて、各道府県向けの

管理期間のアンケートについては、10月31日に本資料の検討事項をお伝えすると同時に、

このアンケートを行っております。 

 資料６、漁獲シナリオなどの検討の部でその結果について御説明をいたします。 

 では、簡単ではございますが、資料４の説明を終わらせていただきます。 

○魚谷資源管理部長 それでは、続いて水産研究・教育機構から資料５、ブリの資源評価

結果について御説明をお願いします。 

○大島副部長 水産研究・教育機構の大島と申します。 

 お手元にございます資料５に基づいて、本日の資源評価の説明をさせていただきます。

よろしくお願いします。座って説明をさせていただきます。 

 資料５、ブリの資源評価結果でございます。２枚目のスライドに進みまして、本日の発

表内容について説明させていただきます。 

 この資料なんですけれども、今年度の最新の資源評価の結果に加えて、昨年の10月の第

１回ステークホルダー会議において議論されて、そちらで出てきた内容に関して含めたも

のも資料として含んでおります。 

 そのステークホルダー会議の議論を踏まえて追加で依頼された事項に関しては、目次の

中で赤字で示しております。 

 本資料の内容ですけれども、大きく分けて四つのセクションに分かれておりまして、ま

ず初めが令和５年度の資源評価の結果、２番目が管理基準値案でございます。この②リッ

カー型再生産曲線で加入量が最大になる親魚量、こちらが先ほど番浦さんに御説明いただ

いた資料４の（２）の部分に相当いたします。 
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 そして、３番の将来予測に移りまして、②の赤字の異なるシナリオの下での将来予測、

こちらが資料４の（２）に相当いたします。 

 参考とありますけれども、若齢魚を獲り控えた場合の将来予測、こちらが先ほどの資料

４の（１）に相当いたします。 

 そして、最後、資源評価のステップアップとして、今後の資源評価の方向性について簡

単に話をいたしますけれども、こちらは資料４の（４）に相当いたします。 

 それではページが変わりまして、スライドの３番目でございます。こちらはいつも示さ

せていただいておりますブリの分布と生物学的特性でございます。 

 ブリに関しては毎回いつもと説明が変わりませんけれども、日本の沿岸域、日本をぐる

っと広く、沿岸域に広く分布しているという魚種でございまして、一部は韓国、朝鮮半島

の方に渡っていくというものでございます。 

 産卵域は、この左側の地図の黄色い部分で示しましたとおり、黄色の部分が産卵域でご

ざいまして、東シナ海から西日本の日本海側、太平洋側に広く産卵場が分布しております。 

 生物学的特性ですけれども、寿命は７歳前後、成熟開始年齢は２歳で50％で、３歳で

100％。 

 産卵期と産卵場でございますけれども、太平洋側で産卵が１月から５月、日本海側で１

月から７月、東シナ海の陸棚縁辺部を中心として、太平洋側では九州沿岸から伊豆諸島以

西、日本海側では九州沿岸から能登半島周辺以西まで広く産卵期・産卵場が分布しており

ます。 

 食性なんですけれども、成長段階で変わりまして、まず最初の段階、稚魚では動物プラ

ンクトンを食べまして、その後は魚食性に変わってまいります。 

 捕食の情報なんですけれども、過去にハクジラ類などでの捕食というのが確認されてお

りますし、幼魚期においては共食いが発生するという特徴を持っております。 

 それでは、資源評価の具体的な内容に入ってまいります。 

 まずは漁獲量、資料５のスライドの４でございます。 

 この漁獲量なんですけれども、1994年から2022年、こちらが今回の資源評価を行った期

間でございます。漁獲量に関しては日本はもちろんのこと、韓国の漁獲量も含んでおりま

す。 

 全体的な特徴なんですけれども、2010年に漁獲量が急増いたします。その後、12万トン

ぐらいのレベルで移行、推移しております。 
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 最後の年、2022年の漁獲量はトータルで11.4万トン、内訳ですけれども、日本が9.3万

トン、韓国が2.1万トン。韓国の全体の漁獲量における割合なんですけれども、大体１割

前後。特に最後の年はちょっと１割を超えるようなものが多いんですけれども、大体それ

ぐらいの韓国の割合であるという形で認識しております。 

 それでは、ページが変わりまして、スライドの５番でございます。 

 まず、ブリの資源評価のデータと流れについて図式化したもので説明させていただきま

す。 

 まずデータでございますけれども、このスライドの左側のオレンジ色の部分でございま

す。まず重要な情報としては、漁業養殖生産統計年報、いわゆる農林統計、こちらを年の

トータルの漁獲量として使っていると。この中のうちのブリ類の漁獲量を使っております。

さらに、大中まきの方から漁獲成績報告書を使って水域別の漁獲量というのも求めており

ます。 

 さらに、韓国なんですけれども、韓国海洋水産部が発行しております水産統計を用いて、

ブリの漁獲量を得ております。 

 このような形で全体の漁獲量を把握いたしますのと、さらに資源評価において重要な情

報となります年齢別漁獲尾数を求めるために、このデータの左側のオレンジ色の部分の真

ん中の部分でございます。非常に重要なデータになりますけれども、資源評価を行う、い

わゆるＪＶ、道府県さんの御協力の下、月別主要港別銘柄別水揚量、あるいは体長組成と

いうのを得ております。 

 このような情報と、さらに年齢と銘柄の関係というのを使って最終的に年別の年齢別漁

獲尾数というのを求めます。 

 左下の絵というのは、こちらは新潟県の例でございます。それぞれの水揚げ地で左下の

グラフの右側に大ブリ、中ブリ、小ブリ、イナダと、このような形で市場では銘柄が分け

られておりまして、それぞれの体重銘柄です。体重で分けられておりまして、それぞれの

銘柄に対して半年ごとに年齢というのを当てております。 

 こちらの情報を使って最終的に、右側の解析の部分の一番上にあります年別年齢別漁獲

尾数、あるいは年別年齢別平均体重というのを求めます。 

 この情報を使いまして、コホート解析によって年別年齢別資源尾数あるいは資源量、資

源重量というのを求めてまいります。 

 その計算のプロセスの中では、自然死亡の係数として0.3、モジャコに関しては0.6とい
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うのを採用しております。 

 それでは、もう一つデータに関しての話をいたします。スライドの６を御覧ください。 

 こちらは年齢別の漁獲尾数、漁獲量を示しております。左上の図が年別の年齢別漁獲尾

数の積み上げ、左下が年別の漁獲重量の積み上げとなっております。 

 まず左上を御覧になっていただきまして、漁獲尾数で見ますと、０歳のモジャコ期から

１歳が全体の漁獲尾数のうちの全体の８割、９割を占めているというのが大きな特徴であ

ります。 

 さらに、左下の重量ベースで見た場合、こちらについても０歳、１歳の割合が大きく、

全体の半分くらいを０歳（後期）から１歳が占めていると。その残りが２歳以上というこ

とになっております。 

 以上、漁獲量を尾数ベース、あるいは重量ベースで見た場合の大きな特徴としては、若

齢魚も多く利用されているというのが見てとることができます。 

 それでは、ページが変わりまして、スライドの７番に入ります。こちらは、資源評価の

結果のパートに入ってまいります。資源量と年齢別漁獲尾数について説明させていただき

ます。 

 左側のグラフでございますけれども、まず黒い太線が1994年から2022年までの資源量の

推移を示しております。このグラフの左側の軸が資源量の軸となっております。 

 さらに、色分けされた棒が積み上げられておりますが、こちらは年齢別資源尾数の積み

上げ、毎年ごとの積み上げというのを示しております。 

 まず、黒太線の資源量の推移を御覧ください。まず94年から2008年までは大きな変化は

なく、14万トンから22.3万トンの間で推移をしているんですけれども、まずこの期間で御

注目いただきたいのは、2005年から2008年にかけて、ちょっと短い期間ですけれども、そ

れ以前に比べて資源量が上がっているというところについて、まず御着目ください。 

 さらに、その後、2009、2010年に資源量が増えまして、その後、2010年以降、資源量は

高い水準で推移をしてまいります。最後の年、2022年の資源量は32.6万トンでございまし

た。 

 資源尾数の内訳というのを見てまいりますと、青で示した０歳（後期）、そしてオレン

ジ色で示しました１歳というのが資源の大部分を占めているというのが分かるかと思いま

す。こちらも先ほどの漁獲量と同じく尾数ベースで示しておりますけれども、尾数ベース

で見た場合というのは資源の大部分というのが０歳（後期）と１歳ということが分かるか
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と思います。 

 それでは、スライドは変わりまして、スライドの８番、加入量と親魚量でございます。

加入量というのは０歳、モジャコとして漁業に入ってきた、加入した時点での資源尾数と

いうこととなります。さらに、親魚量というのは２歳の半分、そして３歳以上の資源重量

ということとなります。 

 左側の図を御覧いただきまして、まず加入量というのは青色の棒グラフでその推移を

1994年から2022年まで示しております。さらに、親魚量に関しては黒い太線でその推移を

示しております。 

 まず加入量に関してですけれども、2009年、グラフのちょうど真ん中の部分です。非常

に高い大きな棒が御覧になれます。この年に非常に多くの加入がありました。そして、

2009年以降、高水準の加入が続いております。 

 さらに、2019年、2020年には高い加入、２年連続して高い加入がありました。その一方、

最後の２年、2021年、2022年では加入が減少しております。 

 黒い太線の親魚量について見てみますと、2012年、2013年に親魚量というのが顕著に増

加いたします。その後、2012年以降高水準を維持いたしまして、2018年以降、若干の減少

傾向が見られます。 

 2022年では、再び親魚量は増加いたしまして、資源評価期間中で最高の18.7万トン。こ

の大きさは2017年の親魚量と同じ大きさでありました。 

 以上が加入量と親魚量についての説明となります。 

 ページが変わりまして、スライドの９、ＭＳＹと管理基準値案でございます。 

 ブリの目標管理基準値案として最大持続生産量（ＭＳＹ）が得られる親魚量を、限界管

理基準値案としてはＭＳＹの60％が得られる親魚量を提案しております。 

 このＭＳＹ水準の管理基準値を求める上で非常に重要になりますのが、左上に示してお

りますリッカー型再生産曲線でございます。 

 まずブリの親魚量と、その親魚から出てくる加入量の関係というのを1994年から2022年

まで、それぞれの間の関係を見ますと、まずさっと見て分かるのが、親が増えれば子が増

えるという関係が見られます。ただし、ある程度親が増えると、その増え方というのが頭

打ちになります。さらに、リッカー型の再生産曲線の特徴としては、ある親魚量の量を過

ぎる、すなわちそれよりも大きくなりますと加入が若干減ってくる傾向という特徴がござ

います。 
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 このリッカー型再生産曲線を用いて、資源評価結果を用いて推定した、シミュレーショ

ンによって推定した漁獲量曲線というのが右上に示した図でございまして、横軸に将来の

平均親魚量と、それに対応する平均漁獲量というものを示しております。 

 将来において、シミュレーションにおいて漁獲量が最大になるときというのが13万トン

で、そのときの親魚量というのが22.2万トンということで、目標管理基準値案としてはＳ

Ｂｍｓｙ、すなわち22.2万トン、そしてそのときの漁獲量、期待できる漁獲量としては13

万トンということを提案しております。 

 さらに、限界管理基準値案、禁漁水準案として、それぞれ6.9万トン、0.9万トンという

のを提案しております。 

 それでは、スライドが変わりまして、こちらは前回のステークホルダー会議での議論を

受けまして、今回新たに示しておりますリッカー型再生産曲線で加入量が最大になる親魚

量というものでございます。 

 タイトル、「加入量が最大となる親魚量（ＳＢＲｍａｘ）」と。今回、こんなような名

前を付けさせていただきました。これ、すなわち意味は、左側に書いてあるとおり、加入

量が最大になるときの親魚量というものでございます。 

 昨年10月のステークホルダー会議で目標管理基準値案22.2万トンというのは、リッカー

型再生産曲線で加入量が最大となる親魚量よりも上だというのは、これまでの資源管理手

法検討会、あるいはステークホルダー会議、あるいはいろいろな地域、業界さんと話した

説明会などで指摘されております。 

 そのようなことから、前回のステークホルダー会議で指摘されたこととしては、このリ

ッカー型再生産曲線の特徴を用いて加入量が最大となる親魚量を目標とした場合どうなる

のかというところが要望、あるいは依頼として上がってきました。 

 まず、リッカー型再生産曲線で加入量が最大になるポイントなんですけれども、左上の

図を御覧ください。先ほど９枚目と同じリッカー型再生産曲線でございますけれども、ち

ょうど17.9万トンです。横軸が親魚量なんですけれども、17.9万トン。この青い枠で示し

ておるＳＢＲｍａｘというのが17.9万トン。そのときに加入量が最大になるというもので

ございます。 

 右側というのは漁獲量曲線上における親魚量を最大にするときの漁獲量の大きさをＭＳ

Ｙというのを比較したものでございます。 

 今回新たに示しております目標としては下の表でまとめておりまして、まず目標の部分
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ですけれども、目標管理基準値案としては、まずはベーシックなものとしてＳＢｍｓｙ

22.2万トン、そして加入量が最大となるＳＢＲｍａｘとしては17.9万トン、そしてそれぞ

れの親魚量の際に期待される漁獲量としては、まずはＭＳＹ基準では13.0万トン、ＳＢＲ

ｍａｘに対応する漁獲量としては12.6万トンということになります。こちらが今回検討し

て新たに示しております目標というものになります。 

 それでは、次に11枚目、神戸プロットに入ります。 

 毎回神戸プロットに関しては説明させておりまして、まず基本的な神戸プロットの構造

としては、ＭＳＹ基準で見るというもので示しております。横軸に親魚量の比、縦軸に漁

獲圧の比。 

 まず親魚量の比なんですけれども、ＭＳＹ水準で見ますことから、それぞれの資源評価

を行った年の親魚量がＭＳＹを達成する親魚量に対してどれぐらいの大きさなのかという

基準で見ます。さらに縦軸は、ＭＳＹを達成する漁獲圧に対して、それぞれの年の漁獲圧

がどれくらいなのかというものを同時に示します。 

 それぞれの関係上、右下に関しては親魚量がＭＳＹ水準を超える、あるいは漁獲圧がＭ

ＳＹ水準を下回るということで緑色、その全く反対側というのが赤色で示す。その中間部

分というのが黄色で示すというものでございます。 

 まず、このＭＳＹ基準で見た場合というのは、これは毎回毎回示しておりますけれども、

資源評価を行った期間、ずっと赤色の部分にあると。これはいつもと変わらない結果でご

ざいます。 

 ただし、ここの中をよく見ますと、もうちょっと違う傾向というのが見えてきます。資

源評価を始めた1994年から2004年というののポイントの点は、全体的な点があります左側、

左上部分にあるんです。2004年、2005年以降、漁獲圧がぐちゃぐちゃっとしたところを下

に下がって、そのまま点が右に伸びていくかと思うんですけれども、ちょうど2005年以降

です。2004年以前に比べて、全体の漁獲圧が低下した。それに伴って、2005年以降、親魚

量が右の方に行く。これは何を意味するかというと、親魚量が増加しているということを

意味しております。 

 最終的には、全体としてはＭＳＹ水準で見た場合は赤い部分には入るんですけれども、

資源評価を行う期間の中で漁獲圧の大きなシフトがありまして、そのシフトの後に親魚量

の増加が起こるという結果がこの結果から見てとれます。 

 もう一つ、先ほど示しました加入量を最大にする親魚量基準で見るとどうなるのかと。
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ちょっと見にくいんですけれども、オレンジ色の縦線、横線で示した部分というのがそれ

に対応する基準だということになります。 

 この基準で見ますと、資源評価を行っている期間中に、まず親魚量は加入量最大にする

親魚量を２回上回っていますし、親魚量を最大にする漁獲圧というのを２回下回っている

という結果となっております。具体的に全体の結果をまとめますと、左下に書いてありま

すとおり、まず漁獲圧に関しては1994年以降、ＭＳＹ水準で見た場合はＭＳＹを実現する

漁獲圧を上回っていたと。しかし、ＳＢＲｍａｘ、加入量を最大にする親魚量という視点

で見ますと、2016年、2021年は加入量を最大にする親魚量を実現する漁獲圧を下回ったと

いうこととなっております。 

 一方、親魚量です。ＭＳＹ水準で見ますと、94年以降、ＭＳＹを実現する親魚量を下回

っていたと。しかし、加入量を最大にする親魚量の基準で見ますと、2017年、2020年は加

入量を最大にする親魚量を上回っていたという結果となっております。 

 それでは、この後は将来予測のパートに入ります。12枚目のスライドとなります。 

 漁獲管理規則案でございます。将来の漁獲に関して、親魚量に対して提案する漁獲の強

さというのを決めます。ＭＳＹを実現する漁獲圧、それを「Ｆｍｓｙ」と呼びますけれど

も、Ｆｍｓｙに調整係数、１以下の数字を掛けて全体の漁獲圧というのを調整していきま

す。 

 さらに、親魚量に関しては、どの親魚量でも漁獲圧が一定かということではなくて、親

魚量が限界管理基準値案、下回るのが望ましくないという水準を下回った場合というのは、

速やかに親魚量を増加させるという意味合いで親魚量の減少の度合いに応じて漁獲圧を引

き下げるという措置を取ります。 

 今の説明を図式化したものがちょうど真ん中に示した図でございまして、横軸が親魚量、

縦軸が漁獲圧の比です。ＭＳＹに対する漁獲圧の比ということになります。この例では、

Ｆｍｓｙ、ＭＳＹを達成する漁獲圧の0.8掛けと。0.8を掛けたものを例として示しており

ます。 

 この漁獲管理規則案に基づいて将来予測を行いますけれども、では将来どのような魚、

年齢群を利用するかということに関しては、下の表でまとめました年齢別選択率というも

のを使って全体の漁獲圧をそれぞれの年齢の漁獲圧に変換いたします。これが年齢別選択

率です。０歳（モジャコ期）から３＋歳までの年齢別漁獲圧ですけれども、１歳が最も選

択率が高くなると。こちらは資源評価の結果に基づいて、このような年齢別選択率、すな
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わち同じような獲り方で将来も獲るということを想定して将来予測を行います。 

 それではページが変わりまして、13枚目のスライドとなります。 

 「異なる調整係数βによる将来予測の結果の例」でございまして、左上真ん中にちょう

ど上下にグラフがございまして、左側が調整係数が0.8の場合、真ん中が調整係数が0.95

の場合で、上が親魚量、下が将来の漁獲量の推移というものを示しております。 

 この0.95というのは、これまでの議論の中で調整係数が0.95という話がもう結構出てき

ておりますので、このように0.95の場合というものを示しております。 

 まず左側の調整係数が0.8の場合なんですけれども、ＭＳＹを実現する漁獲圧の80％で

の漁獲を継続した場合、平均値としては親魚量は目標管理基準値案を大きく上回る。この

左上の図の赤色部分です。大きく上回る水準で推移して、下側の漁獲量に関してはＭＳＹ

を少し下回る水準で推移するというものでございます。 

 ＭＳＹに基づく漁獲圧で漁獲すると、その後親魚量が増加していくというものでござい

ますし、一方、現状の漁獲圧で漁獲した場合というのは将来的にも増えず、現状のままで

横ばいになるというものでございます。 

 一方、0.95のＭＳＹを実現する漁獲圧の95％での漁獲を継続した場合、平均値としては

親魚量は目標管理基準値案を少し上回る。ちょうど真ん中の上の図です。将来的にはこの

点線のちょっと上のところで安定するというものでございます。 

 そして、漁獲量に関しては、ほぼＭＳＹの水準で推移するというものでございます。こ

ちらが将来期待される結果でございます。 

 毎回ちょっと説明するんですけれども、太線で示しているのは、2,000回のシミュレー

ションの平均値をつないだもので、ちょっと見にくいんですけれども、それぞれの赤の太

線の周囲、あるいは青の太線の周囲に細かい線が見えますけれども、それぞれの線という

のは、一回一回のシミュレーションの結果というのをつないだもの、例として示したもの

であります。例で見ますとおり、実際の結果というのは非常に大きく変動するというもの

でございます。 

 それでは、将来予測の結果を具体的に表にまとめたものというのが次のスライド、14枚

目になります。 

 まず上の表というのは、将来の平均親魚量を表で示しておりまして、下の表というのは

将来の平均漁獲量を示しております。まず上の将来の平均親魚量を御覧になっていただき

まして、ＭＳＹに基づくＭＳＹ水準での漁獲圧、そして左側にβ=1.0から0.70を0.05刻み
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で示していますけれども、それに対応する将来の親魚量というものを示しております。 

 この中で大事な情報としては、上の表のオレンジ色の部分です。管理を始めて10年後に

目標管理基準値案、ＳＢｍｓｙ22.2万トンを上回る確率。βが1.0の場合というのは、10

年後に上回る確率というのが50％をちょっと切ると。48％。しかし、0.05下がった0.95の

ときには75％以上の確率で目標管理基準値案を上回ると。その後、βがどんどん下がれば、

その確率はどんどん上がっていくと。しかし、現状のままでは絶対に上回ることがないと

いう結果となっております。 

 下側の将来の漁獲量について見ますと、将来予測は2024年から始まります。それぞれの

βに対応して2024年、それ以降の漁獲量の推移というのも違うんですけれども、ここで見

るとすれば、2024年の漁獲量というところになりますけれども、例えばβが0.95のときに

は8.3万トンになると。10年後に目標管理基準値案を75％以上で上回るβが0.95のとき、

2024年の平均漁獲量というのは8.3万トンになるという結果でございます。 

 それでは、ページをめくってください。こちらは今回、依頼を頂きましたものに対して

の対応となります。 

 「３.将来予測 ②異なるシナリオの下での将来予測」というものでございまして、今

回検討した将来予測のシナリオというのを表でまとめております。 

 先ほど説明いたしました将来予測というのは、左上にありますベースケース、「Ｓ０」

と呼びます。今回新たに検討したものというのがシナリオ１、２、３、表の中ではＳ１、

Ｓ２、Ｓ３と示しております。 

 それぞれのシナリオについて説明いたしますと、このシナリオ１、Ｓ１というのは目標

はベースケースと同じ、目標ＳＢｍｓｙ22.2万トンといたしますけれども、今回検討した

シナリオというのは、すなわち漁獲量の削減幅に上限を設ける。平たく言いますと、漁獲

量変動緩和の漁獲シナリオというものでございます。それというのは、管理を始めて最初

の５年間、前年からの漁獲量の減少─減少だけです。減少するときに10％以内に収める

というルールで、シナリオでございます。コメントに書いてありますとおり、前年からの

漁獲量の削減が10％以内。それも管理開始の５年間以内です。というものでございます。 

 次に色を換えたＳ２、シナリオ２、Ｓ３、シナリオ３でございます。両方に共通するも

のとしては、Ｓ０、Ｓ１とは違う目標、すなわちリッカー型再生産曲線で加入量が最大に

なる親魚量を目標に置きます。その中で漁獲量の削減幅に上限を設けるか、あるいは上限

を設けないかというところで、Ｓ２、Ｓ３ということで分けております。 
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 それでは、この後のスライド３枚で、Ｓ１、シナリオ１、Ｓ２、Ｓ３についてのそれぞ

れの結果について説明いたします。 

 16枚目を御覧ください。 

 シナリオ１、将来の親魚量と漁獲量を青い表、緑の表でまとめております。見方として

は、先ほど示しました表と同じでございます。目標は目標管理基準値案、ＳＢｍｓｙ、そ

して漁獲量の削減幅を10％以内といたします。つまり、10％以上下がらないということで

ございます。管理を始めて10年後、2034年に目標、ＳＢｍｓｙ22.2万トンを上回る確率と

いうのは、ＭＳＹを達成する漁獲圧のまま、すなわち1.00のときというのは50％を切る

48％なんですけれども、0.05を引き下げますと、その確率というものが76％以上になると。

すなわち、調整係数βが0.95以下であれば、親魚量は10年後にＳＢｍｓｙ、目標管理基準

値案を76％以上の確率で上回ります。 

 さらに、将来の漁獲量、特に2024年の漁獲量、下の緑色の表ですけれども、2024年の平

均漁獲量を見ますと、例えば調整係数が0.95の場合、2024年の平均漁獲量というのは9.5

万トンになるというものでございます。これを見て分かりますとおり、β=1.0から0.70ま

で同じ9.5でそろっていますけれども、これはすなわち何を意味するかといいますと、前

年、2023年から2024年にかけては漁獲量が10％以上起こるので、今回の設定した幅、10％

のところで下げ止まっているというものでございます。 

 それでは、スライドが変わりまして、簡単に加入量が最大となる親魚量を目標とした場

合の代替管理基準値案について説明いたします。全体的なコンセプトとしては、先ほど示

しましたベーシックな管理基準値案と同じでありまして、何が違うのかといいますと、目

標を変えるので、それに伴ってそれを達成するための漁獲圧が変わると。 

 ここで二つ目のポツです。リッカー型再生産曲線で加入量が最大になる親魚量、ＳＢＲ

ｍａｘを実現する漁獲圧。ちょっと長くなります。ＦＳＢＲｍａｘに調整係数βを乗じた

漁獲圧、βＦＳＢＲｍａｘを基準とすると。それは何を意味するかといいますと、下の図

で示しました、今回この例は0.8でありますけれども、横棒になっている部分です。太い

横棒の部分というのがこちらに対応すると。さらに、コンセプトは先ほどの基本的な漁獲

管理規則と一緒ですので、限界管理基準値案。限界管理基準値案を下回ると、漁獲圧を引

き下げるというルールとなっております。 

 では、この結果を見てまいります。次のスライド、18枚目を御覧ください。 

 まずはシナリオ２の異なる調整係数βによる将来予測の結果を示します。先ほどと同じ
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ように、調整係数が0.8の場合を左、調整係数が0.95の図を真ん中に示しております。こ

れに関しては簡単に説明いたします。 

 まず0.8ＦＳＢＲｍａｘでの漁獲を継続した場合、平均値としては親魚量はＳＢＲｍａ

ｘ、すなわち加入量が最大となる親魚量を大きく上回る水準で推移いたしまして、漁獲量

はＳＢＲｍａｘに対応する漁獲量を少し下回る水準で推移すると。 

 一方、95％のＦＳＢＲｍａｘ、加入量を最大にする親魚量を達成する漁獲圧での漁獲を

継続した場合、平均値としては親魚量はＳＢＲｍａｘを少し上回る水準で推移いたして、

漁獲量としてはＳＢＲｍａｘに対応する漁獲量を少し下回る水準で推移すると。0.8でも、

0.95でもあまり変わらない。ここら辺に関しては、この目標の特徴であるのかなと思いま

す。 

 それでは、具体的な結果に移ります。19枚目を御覧ください。 

 まずシナリオ２でございます。目標は加入量を最大にする親魚量、ＳＢＲｍａｘ、漁獲

量の削減幅に関しては上限は設けておりません。 

 まず上側の将来の平均親魚量について見てまいりますと、二つの色で分けております。

薄い緑色とオレンジ色。緑色に関しては、10年後に加入量が最大となる親魚量17.9万トン

を上回る確率、オレンジ色は先ほどと同じ目標管理基準値案22.2万トンを上回る確率でご

ざいます。 

 この結果について簡単にまとめますと、βが0.95以上であれば親魚量は10年後に加入量

を最大にする親魚量ＳＢＲｍａｘを82％以上の確率で上回ります。0.95のところです。さ

らに、βを引き下げて、βが0.85以下にしますと、10年後には67％以上の確率で目標管理

基準値、すなわちＳＢｍｓｙを上回るということとなります。 

 このシナリオの下での2024年の漁獲については、このようになります。すなわち、βが

0.95のときに2024年の平均漁獲量は9.1万トン、0.85ですと8.4万トンになります。 

 こちらがシナリオ２の結果となります。 

 それでは、スライドが変わりまして、シナリオ３、Ｓ３について。目標は同じＳＢＲｍ

ａｘ、加入量を最大にする親魚量。漁獲量の削減幅に関しては10％以内という制限を設け

ます。 

 まず親魚量に関してですけれども、管理を開始して10年後です。βが0.95以下であれば、

管理を開始して10年後に加入量を最大にする親魚量を82％以上の確率で上回りますし、β

が、調整係数が0.85以下になりますと67％以上の確率で10年後に目標管理基準値案、ＳＢ



－19－ 

ｍｓｙを上回ります。 

 そして、2024年の平均漁獲量について見ますと、βを0.95以下に設定いたしますと、平

均漁獲量は9.5万トンということになります。 

 以上がシナリオ２、シナリオ３の結果となります。 

 最後に、この将来予測に関連する最後の結果なんですけれども、リスク評価について示

します。何がリスクかといいますと、管理を始めて10年間に１度でも限界管理基準値案、

あるいは禁漁水準案、そしてもう一個のリスクとしては漁獲量が半減してしまうというこ

とが起こるかということについて見た結果がこれでございまして、これは細かく見てもあ

れなんで、何を言いたいかといいますと、管理を始めて10年間で１度も限界管理基準値案

を下回ることはございません。さらに、漁獲量が半減してしまうということも起きなかっ

たという結果でございます。 

 それでは、次に参考情報についての説明に入ります。22枚目のスライドを御覧ください。 

 こちらは若齢魚を獲り控えた場合の将来予測でございます。我々水研機構が受けました

オーダーとしては、調整係数が0.95の場合だけ検討してくださいということで、①、調整

係数が0.95の漁獲管理規則案で将来の漁獲圧を決定いたします。 

 さらに、では将来的にどういうことをするのかといいますと、若齢魚の漁獲圧を控える。

すなわち、漁獲圧を引き下げる。一方、③です。この②で若齢魚の漁獲を控えた分を高齢

魚で補塡する、漁獲するということとなります。すなわち、高齢魚に関しては漁獲圧を引

き上げるということでございます。 

 では、具体的にどんなシナリオを検討したかというのを、この22ページの表でまとめて

おりまして、左側にシナリオです。シナリオＳ０、Ｓ４から始まって、Ｓ９、シナリオ９

まであります。Ｓ０というのは先ほどから説明しております、いわゆるベースケースです。

ベーシックに普通にやった将来予測であります。 

 まずＳ４からＳ６に関しては、０歳（後期）だけ獲り控えたパターンでございます。ど

ういうふうな獲り控えをするかというと、漁獲圧を10％引き下げる、あるいは30％引き下

げる。これが５です。６番目は50％を半分にした場合です。それに伴って、それぞれのＳ

４、Ｓ５、Ｓ６の右側を見ていただきたいんですけれども、それに伴って高齢部分、獲り

控えなかった部分の漁獲圧を引き上げるんですけれども、右側で示した、例えばＳ４から

Ｓ６の１歳で見ますと、２％、６％、10％と増えていくと。若齢で獲り控えた分、高齢で

これだけ増やしましたというシナリオでございます。 
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 Ｓ７、Ｓ８、Ｓ９というのは獲り控える年齢群を０歳（後期）と１歳の方に拡大します。

パターンは同じ10％、30％、50％を獲り控える、漁獲圧を引き下げる。それに伴って、右

側で示したように、７％、21％、35％、高齢部分の漁獲圧を引き上げて、減った分を補塡

するわけです。このような形のシナリオを検討いたしております。 

 結果を次のページの23枚目のスライドに示しております。将来の親魚量と漁獲量の推移

でございます。若齢魚を獲り控えるシナリオ、すなわち先ほどの表で示しましたＳ４から

Ｓ９と、獲り控えない場合、ベーシックな将来予測のシナリオ、Ｓ０と比較してどんなこ

とが言えるかといいますと……、その前に図の説明をいたします。 

 左側に将来の親魚量、上に親魚量、下に将来の漁獲量をシナリオ別に示しております。

ちょっと頑張って色分けしたんですけれども、なかなか紙面上見分けにくいかもしれませ

んが、右側の方でどんな特徴があるのかというのをまとめておりまして、親魚量に関して

は、まず若齢を獲り控えますと、より早く目標管理基準値案を上回ることができるという

ことが言えます。さらに、親魚量に関しては、より多い水準で安定すると。つまり、黒で

示したＳ０よりも、Ｓ４からＳ９の将来安定したときの親魚量が多いと。さらに、目標を

達成するタイミングも早くなるということでございますし、では漁獲量ベースで見るとど

うなるかというところをまとめますと、若齢魚を獲り控えると漁獲量の増加ペースが獲り

控えない場合よりも早い。さらに、漁獲量は最終的には獲り控えない場合よりもより大き

くなるという結果が、今回依頼を頂きました若齢魚を獲り控えた場合の将来予測の結果と

なりまして、次のページ、24枚目にそれぞれ表でまとめております。 

 一番上の表が、将来の親魚量が目標管理基準値案、ＳＢｍｓｙを上回る確率、真ん中の

表、青い表は親魚量の平均値の推移、一番下が漁獲量の平均値の推移でございます。 

 まず一番上の表に関しての重要な情報というのは管理を始めて10年後の目標を上回る確

率を示しておりまして、これはどのシナリオにおいても確実に上回るということが分かり

ますけれども、若齢魚を獲り控えることによって、それは、その確率はどんどん上回って

いくということとなります。 

 親魚量の平均の推移というのを見ました。例えば10年後、2034年に関して見ますと、ち

ょっと見にくいですけれども、若齢魚を獲り控えた場合というのは獲り控えない場合より

も大きくなるというものでございます。 

 最後に漁獲量の平均値の推移というのを見ますと、管理を始めた2024年では差が出ませ

んが、その後シナリオによって差が出ていくんですけれども、最終的に落ち着いた部分、
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例えば2034年について見ますと、若齢魚を獲り控えないＳ０よりも獲り控えた場合の平均

的な漁獲量が大きくなると。こちらは、先ほどのグラフで示した結果を数値で示したもの

でありますけれども、そのような結果ということでございました。 

 最後、リスク評価の方も行っておりまして、リスクというのは先ほど説明いたしました

とおり、管理を始めて10年以内に限界管理基準値案、あるいは漁獲量が半減するというリ

スクでございますけれども、どのリスクもありませんでしたという結果でございます。 

 すみません、長くなりました。最後、資源評価のステップアップでございます。26ペー

ジを御覧ください。 

 将来の資源評価に向けた取組ということで、ステップアップについて示しております。

ここには書いていないんですけれども、我々水研機構としては今後３年間の間で取り組ん

で導入を目指していくというところに関して三つ紹介させていただきます。 

 まず一つ目が資源量指標値の探索、そして導入でございます。こちら赤字にしているん

ですけれども、この資源量指標値を使った資源評価というのはこれまでいろいろな会議、

ブリの会議の中で指摘されております。現在は資源量指標値を使っていません。ただし、

今後漁獲量が制限を受けた中での漁獲が始まったときというのは資源量指標値というのが

重要ですので、こちらをまず我々がいろいろ探しまして、実際もう得ている情報もありま

す。でありまして、それを導入を目指していくというものでございますので、とても大事

なもの。よく言いますけれども、一丁目一番地の項目ですので、赤字で示させていただき

ました。 

 次、こちらもよく指摘されております年齢別漁獲尾数の高度化。現在、資源評価では３

歳以上を「３＋歳」としてまとめていますけれども、こちらを少なくとも我々としてはも

うちょっとこれを細かく分けようという話でございます。そして、最後三つ目としては自

然死亡係数、自然要因でどれぐらい死ぬかという割合というのをもっと検討していこうと

いうことでございます。 

 この後の３枚でそれぞれの１、２、３について具体的に説明をしております。まず27枚

目、資源量指標値の探索でございます。まず漁業としては、まずブリ漁業としては大きく

二つの漁業になりまして、まき網漁業と定置網漁業がございます。特に大中まき網に関し

ては漁績がございますので、こちらをフルに活用して資源を代表するような指標値が得ら

れるのかというのを今後検討してまいりますし、同じく定置網です。定置網に関しても現

在、データを集めておりますところもございます。こちらに関しては道府県の研究機関の
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方の御協力の下進めてまいりまして、指標値というのを作っていこうと思います。 

 さらに、漁業だけではなくて調査による資源量指標値というのも探索してまいります。

まず、モジャコ来遊量指数でございますけれども、こちらは昨年10月のステークホルダー

会議の方で報告しております。現状においてはまだ使うのが難しいということで報告いた

しておりますけれども、こちらも今後それを使わないかというわけではなくて、ではそれ

を使うためにどのような改善が必要なのか。データに立ち返って見ていくということを今

後行ってまいります。 

 さらにもう一つ、ブリ仔魚の平均個体密度という情報は、こちらは水研機構が東シナ海

で調査を行ったものでございまして、ブリ仔魚の平均個体密度の経年変化というのを指標

値で使えないかということで現在検討しております。 

 下に三つのグラフ、絵を示しておりますけれども、左側の図というのが東シナ海におけ

る調査、ブリ仔魚を獲る調査の調査地点図を示しております。さらに、この右の図という

のはちょっと数字が小さくて見えないんですけれども、非常に長い期間のブリ仔魚の平均

個体密度の推移というのが実際の情報として得られております。この情報というのは加入

量、０歳の加入量というよりも、仔魚、この後、非常にたくさん死にますので、どちらか

というと親の指標値にならないかということで、今年の資源評価のこれは参考資料として

公表しておりますけれども、これを親魚量の指標値として、いわゆる資源計算を試行した

というのをやっております。その結果というのは右に示したものでございまして、その試

行した結果を青色の線、チューニングＶＰＡ、そして従来の結果というのをオレンジ色で

示しております。 

 結果としては、近年チューニングした場合、このブリ仔魚の密度というのを使うと、青

い結果、現状の結果よりか少し上がるという結果になっております。ただし、こちらに関

しては、道府県の研究者の方々と検討いたしまして、まずは結果を示しまして、まず結果

としてはいいんですけれども、指標値として今後より高度化していく必要があるだろうと。

例えば、この指標値に関して標準化を行って、よりよい指標値にしていく。あるいはこれ

を親の密度とすることに関しての理論的な背景もちゃんと説明しなければならないという

ところに関して、今後検討していくというものでございます。 

 それでは28枚目に移りまして、年齢別漁獲尾数の高度化でございます。このブリの絵で

示したのが、いわゆるブリが生まれて成長していく様を追っていったものでございます。

資源評価は、これを全部の年齢段階を含んでおりまして、例えば０歳に関しても半分に分



－23－ 

けて、最初の半年がモジャコ期、残りの半年が後期といたしておりまして、１歳、２歳、

３歳、４、５、６と続いていくわけですけれども、現在においてはこの３歳以上というの

を一つの年齢グループに分けて３＋歳としております。これを、まずは我々としては一つ

分けようと。この赤色で示した部分です。将来的には３歳を一つのグループにして、４歳

をもう一つのまとめたグループにしていこうと。一つ精度が上がるわけです。まずはこれ

に取り組んでいこうと思っております。必要な取組としては、ブリ銘柄の水揚げ情報の収

集を強化していかなきゃならないと。これから先もそうですし、過去についてもデータを

探索して、利用可能な情報というのを探っていかなきゃいけないというものでございます

し、当然これをするためには成長の情報、生物的な情報というものも重要ですので、これ

らの情報を整備していくというのもありますし、さらに情報を得ていくと、更新するとい

うことを今後やってまいります。 

 最後、長くなりまして申し訳ありません。29枚目です。自然死亡係数の再検討でござい

ます。一般的には経験式などを使って、成長の情報を使って、成長のパラメータを使って

自然死亡係数を推定するというのが一般的な方法でございますけれども、殊ブリに関して

は、過去に非常に多くの標識放流・再捕の情報があります。これを活用すると、これはも

う非常に有名な解析方法なんですパラメータ識放流・再捕の情報を使って自然死亡係数を

推定するというのがございまして、ではブリでせっかくこれまでたくさんの情報がありま

すので、これを使って自然死亡の推定に取り組んでいこうというのがこの項目に関しての

これからの我々の目標であるという説明となります。 

 すみません、以上長くなりました。30枚目は前回と同じ用語集を付けております。こち

らに関しては説明はいたしません。 

 すみません、長くなりました。以上で説明を終了させていただきます。ありがとうござ

いました。 

○魚谷資源管理部長 大島副部長、御説明ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの御説明に対しまして御意見、御質問がありましたら挙手していた

だければと思います。こちらから当てさせていただいてマイクをお渡ししますので、御所

属、お名前を述べていただいた上で御発言をお願いします。 

 また、ウェブで参加されている皆さんにおかれましてはＷｅｂｅｘの手を挙げる機能又

はチャット機能で発言の御希望をお知らせください。こちらから指名させていただきます

ので、同様に、最初に御所属、お名前を述べていただいた上で御発言をお願いします。 
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 それでは、御質問、御意見ある方。 

○参加者 どうも説明ありがとうございました。 

 御存じだと思うんですけれども、全国の定置漁業の漁獲実績を見ますと、イワシ、マサ

バ、次いでブリという、漁獲量では３番目という形になるんですけれども、漁獲金額で見

ますと、ブリが断トツに多いということで思っております。単価が違うということでござ

います。 

 そういう中で全国の漁業種類、全部ブリの漁獲実績を見ましても、定置漁業が半分を占

めるということですから、定置が御存じのように、待ちの漁法ということですから、追っ

掛けて獲るということではございません。資源が良好でなければ成り立っていかないとい

う漁法でございます。 

 そういう中で、将来にわたって定置漁業をどうやっていくかというのが私ども定置漁業

関係者の重要な責務だということで考えております。漁業者の自らが漁獲資源を管理して

いく、資源を増やしていくということがこれからの後継者を育てていく、育成していく上

でも、その前提になるということで考えておりまして、そういう意味で一日も早くＴＡＣ

管理といいますか、漁業管理について進めていきたいと思っております。そういうことを

前提として、これから３点ぐらい質問させていただきます。 

 １点は将来予測のところで、前回の第１回のステークホルダー会議で資料を示されたと

ころで将来の平均漁獲量でございます。例えばβが0.95としますと、基本ベースで話をし

ますけれども、最初の年が9.4万トンだったと思うんですけれども、今回が初年度といい

ますか、１年ずれるわけですけれども、それが8.3万トンということで、10％程度落ちて

いると。順次減っているという形になるんですけれども、2022年の漁獲実績、それから水

研が示されました資源量を見ますと、資源量も過去と比べて、一番新しい年度が32.6万ト

ンということで、資源量は非常に増えたよと。漁獲実績は逆に我が国は減っています。韓

国が２万1,000トンですから、韓国はたくさん獲ったという実績でございます。 

 そういう中で、資源量に対する漁獲割合を見ますと、35％ぐらいだと思います。従来が

40％近くあるわけですから、漁獲圧力というんですか、それもそんなに高くないと思って

いるんですけれども、１年データを加えることによって、何で10％も将来の漁獲量が減る

んだろうかということ、この資料で見ますと資源は増えたけれども、加入量が減ったよと。

減っているよということで、いろいろな構図、手法で将来展望やられる、シミュレーショ

ンされると思うんですけれども、そういう中で１年加えることによって、何でこんなに違
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うのかなと。逆に増えるんじゃないかなと思ったんですけれども、減ったということでご

ざいます。そこら辺をちょっと説明をお願いしたいと思います。 

 それから２点目は、先ほど言いましたように、定置漁業は全国で1,600ぐらいの漁業権、

大型定置漁業権ですけれども、1,600件の定置でのデータがあるわけです。そういうデー

タを漁獲実績、年齢も分かりますし、日々のデータがあるわけです。それに気象、海況を

加えて、どういう形でデータを生かせるかというのが定置漁業者としても非常に関心があ

ります。 

 そういう中で、今日示されました、これからのデータのところですけれども、ちょっと

順番が逆じゃないかなと思っているんですけれども、スライドの27ページですか、資源量

指標の中で漁業に関する資源量数値。最初に大中まきが来て、定置網と。半分が定置網の

漁獲実績があるわけです。全国、北海道から沖縄まで1,600の大型定置の……大型定置だ

けですよ。1,600の定点観測ができるというデータがあるわけですから、そういうのをこ

れから十分生かしていただきたいと思います。 

 それと３点目が、ちょっといろいろあるんで申し訳ないんですけれども、小型魚を獲り

控えるという中で、私が前に話をしたのは、小型魚をなるべく獲らないようにしていこう

ということで話をさせてもらったんですけれども、この結果が小型魚を獲り控えることに

よって大型魚を、今度は漁獲圧を高めるよという試算になっていますよね。これはどこで

こんな話になったのかなと思います。 

 定置はそんなに選択的に漁獲はできないものですから、やはり小型魚はなるべく獲らな

いようにしていこうと。そのことによって資源が今後増えていくんじゃないのという発想

だったんです。その代わりに大きいのを獲っていくよということが、何でこんな話になっ

たのかなと思っています。 

 以上、３点です。ちょっと長くなりましたけれども。 

○大島副部長 ありがとうございます。今、３点質問を頂きまして、１点目が将来予測で

管理初年の漁獲量が前回よりも減ったと。それはなぜかというところ。二つ目が全国

1,600の定置があって、その情報を生かしたらどうかという話。三つ目が小型魚獲り控え

においての、いわゆる小型魚を獲り控えた分、高齢魚を漁獲を増やしてという部分です。

それぞれについて説明いたします。 

 まず１点目です。将来予測における管理の最初の年の漁獲量が減ったというところです。

前回示した将来予測というのは、将来予測の開始年、管理初年というのは2023年でした。
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今回、2024年となっております。例えば、この2024年、管理初年に関して、先ほど今コメ

ントを頂いた中に、最後の２年加入が悪かったというのがあります。これが今回の結果に

大きくつながっているんだろうと。2021年級、2021年生まれ、2022年級、2022年生まれ、

それぞれ近年の中ではとても著しく低い加入で、それぞれが2024年では21年生まれが３歳、

22年生まれが２歳になっています。それが資源量の中で占める割合があるというところで、

全体的な資源量、あるいは親魚量も下がっていくというところで漁獲量も─まあ、資源

量ですね。資源量が下がってしまうという予測になりますので、漁獲圧が変わらなかった

としても、海の中にいる資源量が減ってしまうので、漁獲量も減ってしまうという結果に

なってくるということになるかと思います。 

 ですので、最後の２年の加入の低下というのが管理初年の漁獲量の低下に効いているん

ではないかという回答となります。 

 次に、27枚目に示しました今後の取組の中での部分でございます。27枚目の、すみませ

ん、これちょっと順番、もうちょっと配慮すればよかったのかもしれませんけれども、①、

②って番号は付けませんで、ポツで示させていただきました。 

 おっしゃるとおり、全国的にたくさんの定置がございまして、今我々の水研機構として

もデータを集めていると。さらに、日々の漁獲、さらに例えば一番重要な情報としてはど

れぐらいのサイズが獲れたのかと。獲れているのかというのが非常に重要なところなんで

す。こちらを、例えばそういう情報が得られれば、今後のいわゆる資源量指標値の中でそ

ういう情報も使っていくと。それはどういうことかといいますと、すなわち資源評価をし

ていく中で、いわゆるチューニング、どの年齢の資源量の情報でフィットさせるかという

ところになりまして、非常に多くの年齢群を獲った場合というものは、どの年齢群に合わ

せるのかって非常に難しい問題なんです。それを、では資源評価モデルの中で取り込もう

とすると、その情報がないとなかなか難しいと。今、実際に日本の中で行っている資源評

価。これは世界的にもそうですけれども、よくあるのが、例えば０歳魚、加入量の指標に

合わせる。あるいは親魚量、親の量に合わせる、あるいは本当にはっきり年齢が分かって

いるのであれば、その年齢に合わせるというのが一般的に行われている方法ですけれども、

それがいろいろな多種多様な年齢をいろいろな時期に合わさって、バラエティに富んだ情

報になったときに、ではどういうふうにしてフィットさせていくのかというのが非常に難

しい問題、課題になりますし、今後、それを取り組むには年齢の情報が必要になるという

ことです。 
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 あともう一つの情報としては、いろいろな各地に定置網がありまして、定置網の特徴と

いうのは回遊に大きく左右されると。それが資源全体を代表するものが必要だというもの

なんです。ある特定の地域を見たときに、それが実際の資源のある年齢、あるいはある年

齢群の情報をちゃんと代表しているのかと。それがフィットしていく上で重要なところに

なってきますので。今後、漁獲量の動向だとか、そういうところから代表性というのも当

然吟味していかなきゃいけないですし、もし仮に本当に日本全国の同じような質の定置の

情報があれば日本全国で一つにしてやるということもできるのかなって、今話を伺って思

ったんです。それは私の夢ですけれども、そういうこともちょっと考えました。 

 今後、定置網さんの方にはそういった形の、それは定置網協会の方、あるいは道府県の

研究機関の方の協力を得まして、そういったより良い定置の情報、ＣＰＵＥ、資源量指標

値を得るための情報が得られればなと考えております。 

 最後の小型魚の獲り控えのところですけれども、こちらに関してはなぜ親魚量の方で補

塡するのかと。高齢魚ですね。こちらに関しては、そういった形でのオーダーになってお

りまして、我々としてはそれに対応したものでございまして、資料４の（１）のところの

２段落目の「当該試算の条件については、条件の検討への参加希望を表明した……」とあ

りますけれども、ここら辺の議論を介して出てきたオーダーですので、すみません、もう

こうしてくださいと、こうしましたというところなので、すみませんけれども、何でそう

したのかというのはオーダーを頂いた水産庁の方にお答えいただければなと思います。す

みません。 

○番浦課長補佐 水産庁でございます。この検討の場には定置協会さんもいらっしゃって、

議論の中に加わっていたと思うんですけれども、その際に小型魚を獲り控えた上でそれに

相当する、より大きな魚を漁獲圧を高めた上での計算をどのようにやるのかというところ

もちょっと触れられていたと思います。その時条件を一定にしないと計算が複雑になると

いうようなお話があったように記憶しているんですけれども。なので、そういう議論に基

づいてこの計算が行われているものと思います。 

 この結果に基づいた試算によれば、いずれにしても親に関する漁獲圧を高めたとしても、

若齢魚の獲り控えというのは資源回復上の効果が得られているというところがありますの

で、ここの若齢魚に関する計算というのは所定の目的の下に行って、効果があるというと

ころは示されているというふうには認識しております。 

○永田資源管理推進室長 すみません、ちょっと補足しますと、条件設定どうするかとい
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う議論の細かいところまでここでは触れませんが、小型魚、若齢魚を獲り控えた場合とい

うのをベースケースのシナリオと比較するに当たって、同じ漁獲量であるけれども、若齢

魚の割合を少なくしたという条件での計算をしたということではないかと思います。単純

に、若齢魚の分だけ漁獲量全体を減らすということではなくて、同じ漁獲量だけれども、

若齢魚の割合を減らしたらどうなるかという試算になっているのではないかなと思います

が、そういう理解で合っていますでしょうか。 

○大島副部長 はい、その理解でよいでございますし、一応我々の方も、私１回間違えて

彼にオーダーしたのがありまして、高齢魚を獲り増さなくていいよって。そのままで。獲

り控えただけのをやっちゃったことがあったんです。それはどういう結果かといいますと、

今の結果よりよりよくなるだけの話です。スピードが上がりますし、より高いところで安

定します。なので、そういった結果になりますよと。ちょっと口頭だけになりますけれど

も、もしそれをした場合というのはそうなりますということになります。 

○魚谷資源管理部長 よろしいでしょうか。 

○参加者 議論の中で全体の漁獲圧は変えないでという話は何かあったような感じはして

いるんですけれども、だけど、定置では当然、小さいのは逃がしていきましょうという話

はずっと最初もだったと思います。それを選択的に大きいのを獲るよというのは当然でき

ないわけですから、そういうのを、そういう大きさによって選択的な漁獲を推進するよう

な話はここで出してほしくないと思います。 

 それから、定置のデータを年級別に、僕は各県、いろいろデータを分析されていると思

います。そういうのを是非生かしていただきたいなと思います。ブリは全国１本のＴＡＣ

の魚種という形になるんで、少なくても太平洋と日本海はこういうのが違うよというのを、

将来的に向かっては、地域的といいますか、県別は難しいですけれども、太平洋と日本海

はシミュレーションすれば、こういうことになるよというぐらいのデータは今後何か作っ

ていただきたいなと思います。 

 以上です。 

○魚谷資源管理部長 この点については私からもコメントしたいと思いますけれども、こ

の試算自体、こういう獲り方を推奨するという観点でお示ししているものではなくて、第

１回のステークホルダー会合のときにも小型魚を獲り控えたときの話って出たと思うんで

すけれども、ただ、小型魚獲り控えるということについて、何か法的な担保というか、仕

組み上の担保がない限り、そういう獲り控えを前提としたシナリオを採択するというのは
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できませんよねという話があったと思います。 

 ですので、こういうものに基づいてシナリオを設定する、採択するんだという趣旨では

ないというのは、まず前提としてあると私は理解をしています。 

 その上で、この資料４の（１）にもありますように、小型魚は獲り控える方がいいんだ

よねというのを客観的に示す試算として、何がしか獲り控えを担保できるという仕組みが

今考えられないわけですから、ただ一般論として小型魚獲り控えが、どういう管理に、管

理上どういう効果が期待できるのかというのを試算しましょうという趣旨でこの計算とい

うのはやっていただいたと理解をしておりますので、繰り返しになりますけれども、こう

いう獲り方にしましょう、その上でシナリオを決めましょうという趣旨の計算ではないと

いうこと。その観点からすると、我々あるいは水産庁、あるいは水研機構、さらにはこの

条件設定に関わった皆さんの意向として、こういう獲り方を推奨しているものではないと

いうことは強調しておきたいと思います。 

 以上でございます。 

 ほかに御意見、御質問。 

  

○参加者 御説明を頂きまして、どうもありがとうございます。 

 私どもまき網業界といたしましても、このブリに関してきちんと管理をしていかなけれ

ばいけないと。そのための一つの手段としてＴＡＣという方法があるということで、それ

自体反対するものではないんですが、実施するに当たっては、皆様が納得した上で、全て

の漁業について公平に、また配分も公平にということを、当然のことながら考えていく必

要があるんではないかということを考えているところでございます。 

 その中で一番、前回の会議でも出ておりましたように、資源評価の精度向上というとこ

ろが一番重要になってくるんじゃないかなと思っております。その観点から、私、今回の、

この間の検討事項の中の一つに入っていた資源評価のステップアップのことについて大変

関心を持って御説明を聞かせていただきました。 

 この一つ、資源量指標値の探索、それからあとは年齢別漁獲尾数の高度化、それからあ

とは自然死亡係数の再検討、これいずれも大変重要なことで、最初の御説明のところで大

島副部長の方から、３年間でこれをやりますという御説明があったかと思うんですが、そ

こについての確認なんですけれども、例えば資源量指標値の探索について、ブリの仔魚の

平均個体密度のお話を中心に指標値として使えないかということの御説明がなされたと思
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うんですが、探索だけではなくて、３年後にはきちんと妥当な指標値を評価に導入して実

施するという理解でよろしいのか。 

 また、２番の年齢別漁獲尾数の高度化につきましても、３年後にはきちんと改めて必要

な取組をして、情報収集を強化して更新をするのかということ。 

 それから、自然死亡係数の再検討となっておりますが、再検討した結果として、新しい

自然死亡係数を使って資源評価を行うのかと、３年後までにはという、そのことについて

確認させていただきたいと思います。 

○大島副部長 ありがとうございます。私が資源評価のステップアップで示しました三つ

の項目についての再確認というところなのかなと思います。 

 まずタイトルで「資源量指標値の探索」で止めてしまった方があまりよくなくて、「と

導入」みたいな書けばよかったんですけれども、我々としてはこれは導入を目指してやっ

ていきます。ただ、その中でどれだけ利用可能なものの情報があるのかと。まず我々とし

ては、調査の情報というのは手元にある。だから、まずはそれを優先的にやっていく。次

に、漁業の情報というのもやっていきますし、これは当然、本当に今この状況においては

チューニングのない資源評価の方法でも今はいいと思うんですけれども、今後量的な制限

が入ったときには、量的な情報だけでは不足だというのを我々もしっかり認識しています

ので、これはもう入れなくてはいけないというふうに考えておりますので、そういう意気

込みを今伝えておきます。なので、そういう形で進めてまいります。 

 その後の年齢別の漁獲尾数の高度化、あるいは自然死亡係数の再検討です。今我々、水

研機構の中でブリの担当というのがいまして、実を言うとあまり多くないんです。なので、

その中で一生懸命取り組んで、あるいは協力先とも組んでいって、そこら辺はやっていか

なきゃならないと。特に②の漁獲尾数の高度化に関しては、道府県様の研究機関の協力が

すごく必要で、そういう情報を探しに出る、得ていかなきゃならないと。得さえすれば、

我々の方でそれを検討して、どこが代表性があって、それによって例えば引き伸ばすだと

か、そういう統計的な処理を行っていくんですけれども、まずはその基になる情報という

のは探しに出なければならないので、そこに関しては探しに出る努力にも出ますけれども、

道府県の研究機関の方の御協力をお願いしますと。それはできれば順次導入していくとい

うことはしていかなきゃならないと思っております。 

 さらに、自然死亡の、これも同じです。もう今既にデータは手元にあるというので、で

はそれぞれのデータを取捨選択してどれを使っていくかと。どういう形で解析をしていく
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かと。これも具体的に来年度からそういう具体的な解析というのがスタートしてまいりま

すので、これも併せて、まずは計算してどれぐらいの値になるのかというところをまず検

討していく。それをいわゆる道府県さん、あるいは水研機構が入った研究機関の中でより

検討を行いまして、どれが妥当だという形で研究機関の中で合意を得まして、それを実際

の資源評価の中に使っていくと。なので、いくつかそれをするためにはステップがあるん

ですけれども、そういったステップになるでしょうし、まずは我々としては、もう言って

みれば標識の情報を使って自然死亡係数を観測しようということを今後試みますし、まず

は結果が出てくれば、いろいろな関係道府県様と検討していかなきゃならない、検討して

いこうと思っております。ありがとうございます。 

○参加者 どうもありがとうございます。いずれにしましても、３年後には何らかの形で

資源評価に反映させる、導入していくという理解でよろしいということですね。ありがと

うございました。 

○魚谷資源管理部長 では、そちらの。 

○参加者 いろいろ御説明ありがとうございます。 

 資源評価に関連して、我々も精度向上に取り組んでいきたいとは思うんですけれども、

数量管理する上では今の資源評価では不十分だということは認識していただいているとこ

ろで、それを３年後に問題点が解決されたとして、では今それに基づいて計算すると、資

源状態とか、要はそれに基づいて計算される、導き出される再生産関係だとか、あとは目

標だとかが実はがらっと変わってしまう可能性があるということなんです。では、それど

うするのかというと、今の議論どうするのかというと、大島さんに聞いても「頑張ります」

としか多分言ってくれないと思うんで、水産庁の方々にお聞きしたいんですけれども、３

年後にフルアセスメントすればがらっと変わってしまう可能性がある目標とかについて、

今何を議論するのかというところ。３年後に全然、数万トンぐらいのずれを、再生産関係

と加入量マックスで考えるとしても、それが全然がらっと変わってしまう可能性のある目

標を今議論する必要があるのかというところです。それをちょっと聞きたいと思います。 

○永田資源管理推進室長 御質問ありがとうございます。おっしゃるとおり、この評価が

より精度向上していくというのは非常にいいことで、そうあるべきでありますが、今の状

況で示されている再生産関係、それに基づく目標というのが変わってくるというところは

当然あり得ると思っています。 

 今日お手元にお配りしている参考資料４を御覧いただきたいんですが、「ＴＡＣ管理の
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ステップアップの考え方」というものをお示ししております。これは今回、ブリはそうい

う大きく変わる可能性が今あるんではないかということ、参加者から御指摘がありました

けれども、特にブリに限らず、上のステップ３のところを見ていただきたいんですが、

「資源管理目標・漁獲シナリオの再設定とそれに基づくＴＡＣの設定・配分」ということ

で、このステップ３に入る段階において─入る前ですね、入るに当たっては、この目

標・シナリオの再設定ということを行うこととしております。ですので、当然ブリの場合

はそうした精度向上に取り組む中で、今、大島さんがおっしゃったようなところが実際反

映されたときに、評価がどのように変わってくるかというところも見た上で、目標・シナ

リオの設定というのは改めて行うということになります。今日またこの後、午後になるん

でしょうけれども、私から説明する目標ですとかシナリオというのは、まずはステップ

１・２の間のものだということで御議論いただければと思います。 

 以上です。 

○参加者 今日来られているステークホルダーの皆さん、せっかく管理に前向きになって

いると思いますんで、何か大きく変わるだとか、何かせっかく設定した目標が遠くなっち

ゃうとか、そういったことのないようにお願いしたいと思います。結果的になるのはいい

んですけれども、今日とか前回やった議論が無駄にならないような話にしていただきたい

なと思っています。 

 以上です。 

○魚谷資源管理部長 ほかに。 

 一番前の方。 

○参加者  

 26枚目のスライドですか、「資源評価のステップアップ」の中で三つほど取組について

書かれているんですが、研究者の間の中では成熟年齢についてもきちんともう少し精査を

してやった方が、やはり再生産に直接関係することなので大切ではないかというふうな議

論があったかと思うんですが、それについての何かコメントがあればお願いしたいと思い

ます。 

○大島副部長 ありがとうございます。この28枚目のところに、必要な取組として、二つ

目のチェックの部分で、「関係する生物パラメータ」とあるんですけれども、そこはちょ

っとそういう部分を読んでおりまして、すみません、そこら辺、まるっとそこら辺を含め

ていたんですけれども。まずは、ここで話すものとしては、３＋歳を４＋歳と３歳に分け
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るというところの話と……、大丈夫です、成熟に関しても、こちらに関してはいわゆる親

魚量を計算する上で重要なパラメータですので、それというのはちゃんと検討していかな

きゃならないと。実際今、これまでの研究結果、サンプルだとかそういうのに基づいて検

討を進めている部分もございますし、今後、今集めておりますので、そこも検討していく

と。資源を代表でき得る成熟率というのを今後再検討していくと。現状のものよりもより

よくしていくということは今後考えていかなければならないと考えております。ありがと

うございます。 

○参加者 あともう一点なんですが、リッカー型再生産曲線がありますけれども、この２

年、かなり曲線よりも下のところにポイントを下げたといいますか、若干新しくこれを計

算し直すと、リッカー型の曲線自体が変わってくるというふうなことがあるかと思うんで

す。将来的に最終的なフルアセスした後にやる場合には、この曲線についても再度きちん

と再計算して更新してやるというふうな、そういうふうな方向性でよろしいんでしょうか。 

○大島副部長 ありがとうございます。 

 資源評価の全体の見直しというのは、そういうのも含めて管理基準値を見直していくと。

今我々が大事だなと考えているのは、今確かに高水準期にありますので、そこの観測点を

増やしていくと。やはり毎年毎年資源評価して観測点が増えていきますので、それは今後

にとって重要な情報になっていきます。 

 今おっしゃられました最後の２点、親魚量としては高いのに低い加入が出てきていると

いうのがあります。一応これに関しても、我々ちゃんとチェックしていました。全部のデ

ータ使って、もう一回リッカー型再生産曲線を引き直したところ、現状ではそこまで大き

な影響というのはなかったです。ただし、今おっしゃったとおり、それは今後この後、資

源評価を更新、そして管理基準値を見直していくというプロセスの中で、それは再生産関

係も見直すというのは、そのプロセスの中の一つに入っています。ありがとうございます。 

○参加者 どうもありがとうございました。 

○魚谷資源管理部長 ほかに。 

 一番後ろの。 

○参加者 御説明ありがとうございました。 

 ちょっと確認なんですけれども、スライドの13番のグラフなんですけれども、左と右で

黒の実線の部分の形が違っているのは、これは間違いでよろしいでしょうか。多分、あと

青の線も現状の漁獲圧なので、左と右で一緒になるのが正しいんじゃないかなと思うんで
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すけれども。これ１年前の評価のグラフが、0.8の方が載っちゃっているということです

か。そこの確認。 

 あと解釈の仕方で、私がちょっと間違っているというか、今まで考え違いをしていたの

かなというところの確認をしたいんですけれども、将来予測のベースケースが一番厳しく

て、できるだけ早く親魚量を目標の水準に持っていってしまった方が安定的でいいという

ところ、ちょっと緩和というか、影響を緩和するために漁獲量削減のシナリオみたいなも

のを考えていただいているという理解でいたんですけれども、将来の達成確率がＳ１の方

が高いところが多いというところで、緩やかな管理をした方が達成確率が高くなっている

というところが、ちょっと今まで私が考えていたのと違う結果になっているのかなという

ふうに思っていて、ここのところ、緩やかな管理をした方が達成確率がよくなるというの

の解釈をどうしたらいいのかというところ、少し教えていただければうれしいです。よろ

しくお願いします。 

○大島副部長 ありがとうございます。まず13枚目のグラフです。ほかは間違いないんで

すけれども、すみません、これ私が貼り間違えてしまったかもしれません。申し訳ありま

せん。こちらに関しては、すみませんでした。 

 まずはベースケースとして示したのが一番厳しくて、厳しいというのをどの意味で厳し

いとするのかがまたちょっと考えるポイントなのかなと思うんで、それは多分漁獲量的に

厳しいということですよね。なので、それを緩和するようなものとして10％の削減、ある

いは目標を変えるというところになってくると思います。 

 目標を変えた場合のパフォーマンスの比較ってなかなか難しくて、それというのは結局

何で見たかといいますと、結局、将来資源の減少がないんですよというところがまず言え

るところなのかなと思いまして、今回示したものというのは、ベースケース以外は依頼を

頂いて、それに対して回答して、ただし、それがリスクがあるんだったら、ちゃんと示さ

なきゃいけないというところでリスク、限界管理基準値を割ってしまう確率、あるいは漁

獲量が半分に減ってしまうような確率というところでリスクを示させております。なので、

あとここら辺に関してはどのような形を考えていくというのが、このステークホルダー会

議の中の議論になっていくと思いますし、現状、例えば10％の上限を設けたところで、現

状では最後の２年、加入が悪かったですけれども、ただ、今現状においては高い水準の親

魚量がありますし、将来的には高い加入があるという期待の下で将来予測をしていきます

ので、それに基づいて、多少10％のそういう制限を設けたところで、あるいは制限外した
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ところで大きく変わらないというのが今の、だからある程度加入は堅調で、それに基づい

た将来予測をしているんで、こういうふうになっていくというのかなという。ちょっとす

みません、回答として合っているかどうか分かりませんが、そういう回答になります。 

○参加者 ありがとうございます。ということは、もっと目標達成までになだらかに資源

を増やしていくような、削減幅を更に５％とかに制限した上で試算をしていったとしても、

資源は徐々に増えていって、目標、10年後、20年後には、ＭＳＹ水準を達成して、それが

維持できるというような線も描ける可能性があって、多分、今の漁業者さんたち、資源、

良い状況にあって、漁獲量を減らしたくないというか、今の漁獲量を維持できていれば十

分だと思っている漁業者の方も多いと思っているんですけれども、そういったシナリオの

線も描くことができる可能性があるという理解でいいですか。 

○大島副部長 すみません、それは将来予測のシナリオといいますか、漁獲のシナリオの

話になってまいりまして、例えば今回は10％という形で話をしております。それはそうい

う形で依頼が来たのでそれを返していますし、前回のときには私も記憶があやふやなんで

す。例えば上限をもうちょっと広く取って20％にするだとか、そういうところもやりまし

たけれども、今回10％で示しておりますので、そこら辺に関しては、５％だったらどうな

るのかというところは、こちらは検討していないので、こうですというのは今なかなかお

答えしづらいかなと思います。 

○参加者 すみません。ありがとうございました。 

○魚谷資源管理部長 ほかにございますでしょうか。 

○参加者  

 あくまでも比較検討として若齢魚の獲り控えの説明があったと思うんですけれども、22

ページに結構緻密に０歳を10％だとかってされているんですけれども、沖合で獲り控えっ

て、管理手法として、要は現場レベルでどのような方法で獲り控えをしていくのかなとい

うところら辺、どういう想定なのかなと思って、ちょっとお伺いしたいなと思いまして。 

 沖では獲ると思うんですよね、一緒にいろいろなものを。そういう中でこういうパーセ

ントで獲り控えする手法ってどういう考えで獲り控えしていくのかなというのがちょっと

気になりまして。 

○魚谷資源管理部長 私、その点は先ほど御説明をしたつもりなんですけれども、これは

具体的にこういう獲り控えをするという前提─前提というか、こういうのは実現するん

だというものがあってこういう設定をしたわけではなくて、単に小型魚を獲り控えるとこ
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ういう効果が期待できますよという一般論的な効果を示すためにこういう条件設定をした

ということで理解をしていまして、ではこういう獲り控えを実際にする、何らかの形で担

保してやるという前提の試算ではないというふうに理解をしております。条件設定に関わ

った関係者も同じ理解かどうかはちょっとあれですけれども、私自身はその議論に加わっ

ていないので。ただ、１回目のステークホルダー会合でも、小型魚獲り控えというのは何

らかの形で現状担保できるという見込みがない中で獲り控えた形のシナリオというのは採

択できないという議論はあったと思います。そういう中で一般的な効果を示すための試算

として、架空のというか、そういう形での条件設定だというふうに理解をしています。 

○参加者 ありがとうございます。先ほど部長の説明でそのように説明があって、ちょっ

と安心したところがあるんですけれども、結果として、要は良い結果というんですか、大

きい魚が早く回復するというようなものが出されると、世間一般的には、そんな良い方法

があるんだったら、そういう手法取ればいいじゃないですかというような論調になったり

して、それを現場でやるという意味に置き換えると、すごく混乱が起きると思うので、そ

こら辺は少し留意しておいていただきたいなというのが、そういった希望を、そこを留意

していただきたいということで、ちょっとコメントさせていただきました。 

○永田資源管理推進室長 ありがとうございます。１回目のステークホルダー会合でも若

齢魚を獲り控えた場合という話が出たときに、私の方からも、日本全国大きく回遊するも

ので、それぞれ来遊する時期によって、そのサイズというのは地域によって違うというこ

ともあって、一律でどうやるかということをシナリオに反映していくとか、そういったＴ

ＡＣの設定にするというのは現実的に難しいだろうということは御説明しました。その中

で各地域においてどういうことができるか、各漁業にどういうことができるかというもの

はあるとは思うんですけれども、あくまでそういう中での試算というか、イメージを持っ

ていただくということで今回やったということですが、もしこの試算の条件、設定に関わ

った県、あるいは団体さんで、こういうことをイメージしてこの条件というのを計算でき

ないかという意見出しましたというところがあれば、おっしゃっていただくのがいいかな

と思いますけれども。 

○参加者  

 この若齢魚の試算に関して、正に参加者の方が言われたことは検討の中で議題に上って

いまして、最初、前提としてどう計算するかという話が出たときに、10％単位でちょっと

試算してみようかみたいな話すら出ていたぐらいだったんですけれども、沿岸の漁業とか、
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特に定置網とかという話になると、10％単位で区切って逃がすなんて、到底無理ですよね。

具体の話はできないよねということで、では感覚的に何％、試しにそういった数字を設定

してみて、これぐらい減らせばどれだけの効果がありますよというのを示すために大きく

区切るという話になったということはちょっと補足させていただきます。 

 なので、繰り返しになるんですけれども、具体にこういう方法で何％削減するという話

ではなかったと認識しております。 

 その上でなんですけれども、石川県としても、その会議の中で言わせてもらっていたの

は、若齢魚の獲り控えが効果があるといって、それを取り入れたルールには逆に、先にし

てほしくないですという話はさせていただいていたところです。これ獲り控えが効果があ

るということが前提とはなるんですけれども、それを全員のルールにしてしまうと、各漁

業種類、地域によって事情が違うところ、カバーできなくなるんじゃないかなという話は

あると思います。現に、石川県でも同じ定置網でも若齢魚、特に年齢で言うと０歳魚の後

期というものを主に獲る地域ももちろんありますし、それが価値のある魚種というふうに

なっている地域もございますので、それは地域によって効果がある取組を考えた上で、ど

のようにしていくかというのを考える参考というふうにさせていただければと思いますの

で、ちょっとまた、これ共通認識ですよねということで、改めて石川県からも言わせてい

ただきます。 

 認識として、そんな感じです。よろしくお願いします。 

○魚谷資源管理部長 ありがとうございます。ちょっと１点確認というか、あれなんです

けれども、小型魚獲り控えると、こういう効果がありますよというのが示されたのを見ら

れて、漁業者の皆さんが、実際に年齢別の漁獲の状況は変わっていくと。要は小型魚が獲

り控えられた漁獲実績にどんどんなっていくという、実際にそうなったときには、そうい

うのを受けて資源評価の方で将来予測なんかは変わっていくというような、変わり得ると

言った方がいいんですか、そういう理解でよろしいんでしょうか。 

○大島副部長 ありがとうございます。将来予測の説明の前に、年齢別選択率というとこ

ろの説明をさせていただきました。これは今の年齢ごとの利用度がどれぐらいなのかとい

うところ、指標として示したところで、１歳が一番高い、1.00なんです。だから、１歳が

一番利用度が高いですよと。今回の試算というのは、いわゆる年齢別選択率を変えた状況

なんですよね。獲り方を変えましたと。獲り方を変えると、いわゆるこれだけ早く上がり

ますよと。なので、今、部長からお話があった将来予測は変わりますかというところは変
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わりますというところの回答になりますし、もう一点、現在の獲り方から変えると、管理

基準値、つまり利用度の仕方が変わってきますので、それそのものも変わってくると。そ

れはもう過去にそういったシミュレーションもやっておりますし、それも影響し得るもの

なので、それは将来的にそういうふうになったときというのは、それは我々はあくまでも

資源評価の結果に基づいて年齢別選択率というのを設定して、将来予測、あるいは管理基

準値を計算しましたので、それはもうどういうふうなデータが我々のところに入ってくる

かというところによってそういうものが変わっていくというところの説明になるのかなと

思います。ありがとうございます。 

○魚谷資源管理部長 ありがとうございます。 

 では、どうぞ。 

○参加者  

 太平洋側の中部太平洋では、三重県もそうですけれども、ほぼ、今、石川の、日本海の

方では値段が付くとおっしゃっていましたけれども、私どものワカシなんかはほぼ売れな

いものですから、自主的にはこれからも放流したいと思うし、三重県では盛んにやってい

ると聞いております。静岡県でもこれは続けていきたいなと思うところですけれども。 

 以上になります。 

○魚谷資源管理部長 ありがとうございます。 

 ほかに。どうぞ。 

○参加者  

 定置網においても資源管理というのは実際やられていて、網揚げの期間というのを設け

て、それによって積立ぷらすの補助を受けると。その場合、両津湾の大型定置なんかでは、

大体９月から10月に網揚げを行います。この時期というのは、０歳魚とか１歳魚は結構入

る、そういう期間なんですけれども、いわゆる寒ブリはまだ入らない時期。要するに、若

齢魚を獲り控えて、それによって資源管理を行って、メリットを得ているというふうな形

になりますので、そういうふうな取組の仕方というのは可能かと思いますので、そういう

のはそれぞれの漁業者に応じて取り組んでいただければいいのかなというふうに考えます。 

○魚谷資源管理部長 ありがとうございます。ですので、この試算自体はそういう効果を

期待してお示ししているというものであって、こういうやり方しましょうという趣旨での

試算をお示ししているものではないということは御理解いただけるんじゃないかと思いま

す。 



－39－ 

 ほかにございますでしょうか。 

 では、ウェブの方から御質問、御意見。 

 よろしくお願いします。 

○参加者 すみません、聞こえておりますでしょうか。 

○魚谷資源管理部長 ちょっと声が聞こえづらいので、大きな声で、あるいはマイクとい

うか。 

○参加者 聞こえておりますか。聞こえていないですか。 

○魚谷資源管理部長 ちょっと会場の方で聞こえづらいので、こちらの方で調整を試みま

す。しばしお待ちください。 

 ちょっと話してみていただけますでしょうか。 

○参加者 こちら聞こえておりますでしょうか。聞こえないですか。 あれだったらチャ

ットに入れますけれども。 

○魚谷資源管理部長 すみません、かすかにしか聞こえないので、これは会場側の問題か

と思います。 

○参加者 では、チャットに入れますので。 

○魚谷資源管理部長 分かりました。チャットに入れていただいて。 

○参加者 はい、後ほどお願いします。すみません。 

○魚谷資源管理部長 それでは、会場の方でほかにあれば、待っている間にお受けしたい

と思いますが。 

 どうぞ。 

○参加者 大変詳しい御説明をありがとうございました。 

 それで、21ページのリスク評価についてであります。 

 それで、漁獲管理のルールを評価するときに、資源を痛めつけるリスクがどのぐらいあ

るのかということと、それから漁業経営へのリスクがどのぐらいあるのか。この二つがそ

れぞれ重要で、それを見比べながら、適切な管理ルールを選んでいくということだと思い

ます。 

 それで、今回、この資料で親魚量が限界管理基準値、あるいは禁漁水準を下回るリスク

とともに、漁獲量へのリスクを評価していただいて、こうやって皆さんに開示していただ

くということは検討を進める上で大変重要なことだと思いますので、こういうことをやっ

ていただいたこと、大変ありがたいと思います。 
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 一つ確認なんですが、ここで言う漁獲量が半減するリスクというのは、前年に比べて当

該年の漁獲量が半分になるというリスクでよろしいでしょうか。 

○大島副部長 ありがとうございます。はい、そのとおりの解釈でございまして、前年に

比べて当年がどうなるかと。当然、では10％以内どうなるかという話になるんですけれど

も、これ管理を始めて最初の５年だけ10％上限なので、その後はそれが外れますので、な

ので、一応６年から10年の間はそういうことが起こり得るというものでもあります。 

○参加者 それで、そうであるとすると、ブリについての評価について、これが適切かど

うかという話ではなくて、今後ともいろいろな資源の管理ルールについて、こういう基準

をスタンダードとして評価していくと仮になった場合、要は例えば前年50％以下にならな

いといっても、前年70％が２回続くと、２年かかったら半減しちゃうわけです。それって

漁業とか、あるいは地域の加工業にとってかなり壊滅的な影響になると思います。 

 何が言いたいかというと、前年に対して漁獲量半減するというリスク、これがゼロだか

ら、あるいはこの可能性が少ないから、漁業界なり、その地域の加工・流通業者が安心で

きるリスク評価かというと、私は必ずしもそうでもないと。ちょっと揚げ足取るような話

ですけれども、前年70％が２回続いたら49％になるわけなんで、そういうリスク、そうい

う漁業経営のリスクをこの標準では必ずしもすくい取っていないんじゃないかなと思いま

す。 

 それで、要はこういう、どういうリスクでもって管理の規則を評価するのかというのは、

正に今後ＴＡＣ管理を進めていく上で一番肝になる部分で、関係者が漁業者、それから研

究者、それから行政の皆さんがきちんと議論して、どういうクライテリアでこういうリス

クを評価していくのかということは１度きちんと議論しておかなければいけないのではな

いかというふうに思います。 

 今回のブリの話について、実際詳しい評価を見ると、こういう半減とか、そんなことは

全くないという、確か結果になっていたと思うので、ブリの話についてとやかく言うつも

りはないんですが、今後リスク評価の標準にするのをどういうふうにするのかというのは

きちんと考えていただきたいというふうに思います。 

 それが１点目であります。 

 それから、27ページを見ていただいて、下の三つの図がごく簡単に描いてありますが、

実はこの図を得るために、実は20年以上にわたって非常に困難な状況の中でたくさんの研

究者、それから調査員、それからお金、船が投入されてきて初めて─まあ、とっても簡



－41－ 

単な絵なんですけれども、これは本当に水研機構の皆さんの長年にわたる努力のたまもの

であるというふうに思っております。こういうことを是非とも今後とも、目立たない中で

はありますが、継続的に続けていただいて、評価を是非とも向上させていただきたいとい

うふうに思っております。 

 以上です。 

○大島副部長 ２点目に関してはお励ましも頂いたということで、ありがたく頂戴いたし

ました。ありがとうございました。 

 １点目です。１点目に関して、今回のリスク評価の表は、もともとこれに関しての文書

というのを公表しておりまして、それに関してもうちょっと踏み込んだ内容もあるんです。

そもそもこういったパフォーマンスだとか、リスクのいわゆる表の仕様というのは研究機

関の議論を通して、こういう項目を立てましょうというのがあります。今回に関しては、

例えば限界管理基準値を下回る確率、あるいは漁獲量が半減する確率、結構そういったシ

ンプルな内容をお示ししました。何でシンプルかというと、もう全部ゼロだったので。例

えば、ではもうちょっとそこで踏み込んだところを見ようとしたときにどういうのがある

のかといいますと、これはドキュメント、いわゆる文書の中に入っていますけれども、管

理期間10年の中で予測される、漁獲量の変動というところの項目あったりするわけです。

例えば平均年変動。どれぐらい平均的に変動するのか。あるいは減少する際にどれだけ減

ってしまうのか。最大でどれぐらい減ってしまうのか。最後は、最低どれぐらいになっち

ゃったのかと。四つの項目があったりするんです。例えば、だから、漁獲量が半減すると

ころがもうちょっとそこで違うような結果が出てきたときには、そこのもう一個の指標の

ところに突っ込んで多分説明することになるのかなと思うんです。 

 なので、一応どういう形の指標を立てるのかというところに関しては、一応研究機関の

中での吟味を通して今決定されているものです。おっしゃったとおり、もうちょっと違う

視点で見た場合の項目というのも、もしかして必要であれば、それは例えばステークホル

ダー会議、あるいは今後いろいろな関係者が集まった会議の中で、例えばではそういう項

目もあってほしいというのがあれば、例えば依頼を受けまして、そういう項目も、例えば

こういったものを出す、加えていくということができるのかなと思います。 

 これは１点目についての回答になります。ありがとうございます。 

○参加者 やはり漁業管理規則、特にステップ３みたいに強制規定が働く規則を策定する

際には、資源への影響の評価とともに、漁業経営への影響も、漁業者に、あるいは関係業
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界に分かりやすく示していただいて、その中でみんなで納得できるものを見いだしていく

ということが重要かなというふうに思いますので、よろしくお願いいたします。 

○永田資源管理推進室長 ありがとうございます。御指摘あった点は、管理側の方でいろ

いろ検討する中で研究サイドに、こういった試算とか、こういうところはどうなるかとい

うのを依頼していくということに、その追加的な部分はなってくるかと思います。そうい

ったことは目標、シナリオを検討する中でステークホルダー会合等で頂いた御意見も踏ま

えて、どういったことを試算していただくかというのは決めていきたいと、今後、ほかの

資源について検討する場合も含めて、考えていきたいと思っていますので、よろしくお願

いします。 

○魚谷資源管理部長 それでは、ウェブの準備できましたか。読み上げて。 

○事務局  

 資源評価の素人なので教えていただきたいのですが、ブリのコホートを４階層から５階

層に増やすとのことですが、マサバでは６階層、マイワシでは７階層で解析しています。

階層が少ないことで精度にどのくらい影響があるのか。それがＴＡＣ管理するに足る評価

となるのか、水研機構の方、ほかブリの資源評価の担当の方にお聞きしたいです、とのこ

とです。 

○大島副部長 御質問いただき、ありがとうございます。 

 ブリに関しては、今、３歳以上で一つのグループにまとめていますけれども、例えばマ

サバに関しては６歳以上という。こちらに関しては、まずはそれぞれの魚種に対して敷か

れている調査体制だとか、そういうところの差になってくるのかなと思います。例えば、

マサバ、マイワシに関しては日本の非常に重要な浮魚資源ですので、そういった形で歴史

的にそういった調査体制というのは構築されてきているというのがあります。 

 その中で殊ブリに関しては、今、３歳でまとめているので、例えばその中でどういう懸

念があるのかというところですよね。一応これは本当に試算の試算ですけれども、今年度

の資源評価の中で担当者が、何とか使えるデータを使って、３歳を、３＋を３歳以上、３

歳と４歳以上に分けて試算した例もあったりするんです。そうすると、３歳そのものの漁

獲圧というのがはっきり出てくるわけです。あるいは４歳以上の漁獲圧というのがはっき

り出てくる。そうすると、その中には差があって、親の中でもどれぐらいの差になってい

るのかというところははっきりしてきますので、そういった意味ではより良い現実を反映

した資源評価ができるようになるのだろうと。これはもうちょっと、例えば７歳まで１歳
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ずつ分けられれば、それは本当にすごいすばらしいことだと思うんですけれども、やっぱ

り我々が取得できるデータの限界というのがありますので、では少なくともそういった形

で４歳以上と３歳に分けるところは非常に重要なところでしょうし、ちょっと何を答えて

いるのか分からなくなっちゃったんですけれども、少なくともそういった、ブリに関して

は今後のそういうことをするメリットがあると。 

 先ほど他の魚種と比べたら、それはその魚種それぞれに敷かれている調査体制の違いに

よって、どういうデータが収集されているかというところの違いによって、ちょっとそう

いう差が出てきてしまうんですというところの回答になるのかなと思います。ありがとう

ございます。 

○魚谷資源管理部長 それでは、あとウェブの方から。 

○参加者 今チャットでも記載しようかと思っていたんですが、音声は聞こえていますで

しょうか。 

○魚谷資源管理部長 かすかに聞こえています。チャットで入れていただければと思いま

すが。 

○参加者 はい。 

○魚谷資源管理部長 大丈夫です。 

○参加者 音声でも大丈夫ですか。 

○魚谷資源管理部長 音声で大丈夫です。よろしくお願いします。 

○参加者  

当研究所は海洋環境の保全と持続可能な水産業の振興に向けて研究・提言を行っている団

体でして、環境団体の立場から今回発言させていただきたいと思います。 

 資源評価を見ても、ブリは資源量も漁獲量も、親魚量も過去と比べるとまだまだ高い水

準にあるということではありますが、先ほども出ていましたけれども、2021年と2022年の

加入量はかなり減ってきていますので、このまま放っておいても高水準が続くのかという

と、結構楽観視はできないような、これからはなるんではないかというようにも感じてい

ます。 

 そういうことを踏まえますと、どういうシナリオを選ぶのかというのは、この後の議論

だと思いますが、やはりできるだけ早くＴＡＣのステップに移って、全国でしっかり管理

を行うということが大事ではないかというのがあります。 

 この後、質問が二つあります。 
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 一つ目は資料の８ページ目ですけれども、一つは2009年に資源量が大幅に増えていると

いうところですが、もし過去の会合の中で説明があったら恐縮ですけれども、この2009年

に増えた理由というのは明らかになっているのでしょうかというのが一つです。これは卓

越によるものなのか、それともほかの理由によるものなのかということ。 

 あともう一つは、今回示されている漁獲シナリオは、やはりどうしても漁獲だけの影響

を考慮して、今後資源量、漁獲量がどうなるかというのを試算していると思いますが、今

温暖化などでブリの漁獲への影響というのもかなり大きく影響が生じていると思いますが、

そういった漁獲以外の影響をどのように今後加味していけるのかという、数量モデルに入

れるのは非常に難しいとは思いますけれども、何らかの定性的な説明でもよいと思います

ので、そういった海洋環境の変化がどのように今後資源に影響を与え得るのかといったよ

うなところも今後少し説明いただけると、更に説得力が増すのではないかと思いますが、

いかがでしょうかという２点になります。どうぞよろしくお願いいたします。 

○大島副部長 ありがとうございました。質問が２点ございまして、2009年の資源量とい

いますか、多分これは加入量ですよね。加入量がぼーんと、2009年のところの青い棒が突

出しています。それが何でなのかというところと、将来などを予測する上で、そういった

環境要因というのをどう考えていくのかというところなのかなと思います。 

 まず2009年の大きな加入ですけれども、まず私が今回説明していく中で、2005年から漁

獲圧の減少が起きた。それによって親魚が増えたんだと。親が増えれば子は増えるという

期待値が高まりますので、まずそれが一つあるだろうというところと、やはり再生産関係

です。再生産関係を見た際に、９ページの左上の図で10万トンの上ぐらいのところにぼー

んと一つ大きな点が、２億尾のところにありますけれども、これが2009年になると思うん

ですけれども、これというのは、この親から期待される加入量。これは青い太い線で示し

ているんですが、それよりも随分上に行っているので、では何でこういうふうになったの

かというところに関しては、今現在では、すみません、分かりません。ただ、よかったん

だと。期待されるよりかは大きく出てきたということは観測値として分かってきておりま

す。 

 この再生産関係を御覧になっていただいて分かるのが、ある親の量から期待される加入

量のこの青い太線の周りで、それぞれの点が散らばっていると。上にも下にも散らばって

いると。これというのがそれぞれの年の特徴。言ってみれば、そのときの環境なのかもし

れません。現在はこのぶれというのを将来予測の中に反映しています。実際に、例えばこ
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んな環境がこうでしたといった形の数値を入れるわけではなくて、こういった形のぶれが

あったので、これぐらいのぶれは将来的にも起こりますよというところで、ランダムに発

生させて将来予測を行っていますので、そういった形では過去に見られたそういった観測

値、ぶれでもって将来を予測していると。そこに関しては一応そういう意味で不確実性と

いうんですけれども、それを考慮した将来を予測していると。 

 さらに、では温暖化とか、そういったところです。それに関しては、まずは資源評価と

いうよりかは、過去の資源変動を見た際に、それがどういったものと関連していくのかと。

例えば産卵域でいいますと、まずは産卵期間も１月から５月ぐらい、非常に長いですし、

産卵場としても非常に広いと。なので、特定の何かのものというよりかは、いろいろな、

もうちょっと違うものなのかもしれませんよね。そこら辺は今後の検討によると思うんで

すけれども、そういったところに関しても、これは我々がやっております、まず資源的な

研究、それプラス、海洋の方たち、海洋を研究しているところとコラボ、協力するなどし

て、まずはどういう形の説明、いわゆる定性的な部分で説明できるようになっていくかと

いうところが今後の資源評価の結果を説明する上でのそれを強化するものになってくるん

だなと。それは我々としても今後必要なんだということは考えております。 

 ありがとうございました。 

○参加者 ありがとうございます。 

○魚谷資源管理部長 それでは、続きましてウェブから頂いております。よろしくお願い

します。 

○参加者 すみません、聞こえていますでしょうか。 

○魚谷資源管理部長 はい、聞こえています。 

○参加者 今、同じ端末から漁協さんと一緒に視聴しておりまして、こちらから質問があ

りますので、代わります。 

○参加者 よろしくお願いします。 

 水研さんには資源評価の詳しいデータを頂きまして、誠にありがとうございます。今日

はちょっと水産庁さんの方にお尋ねをしたいと思って、投稿しました。 

 水揚げ量の問題なんですけれども、日本では現在9.3万トン、韓国では２万1,000トンみ

たいな話があったんですけれども、私たちは国境の島でありまして、お隣り合わせなので、

韓国の水揚げが非常に気になるところであります。 

 そこで、いくら我々対馬の沿岸漁業者が資源管理して頑張っても、お隣の韓国の方が今
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後資源管理されるとか、されないとか、そこら辺の問題が非常に気になるところでありま

すので、水産庁さんにおかれまして、今後どういう計画があるか聞かせてもらえればと思

っております。 

○永田資源管理推進室長 御質問ありがとうございます。 

 現在、韓国でどのような資源管理、ブリに対して行われているかということについては、

詳細なところまでは承知できていないところでありますが、ＴＡＣというような形の数量

管理ではないというふうに認識しております。 

 同じ資源を利用するという中で、一番いいのは共通の評価に基づいて一緒にやっていく

ということなんでしょうけれども、今は残念ながら、そのような体制はできていないとい

うところです。 

 ただ、このブリについては産卵場、主要な産卵場ですとか、分布、主要な分布は、我が

国なので我が国が管理していくということで、その資源管理というのは効果が発揮できる

んではないかと思っていますが、韓国の漁獲についても引き続き、その動向というのは注

視してまいりたいと考えておりますし、その中で日本にも影響があるような、漁獲が急に

増えるとか、そういったことがあるような状況となってくれば、そこはしっかりと相手国

と資源管理の協議を行っていくということをしていきたいと思っております。 

 以上です。 

○参加者 それから、あと一問よろしいですか。 

○魚谷資源管理部長 どうぞ。 

○参加者 自然死亡係数の再検討というところで、モジャコ、ヒラマサの稚魚ですね。そ

んなのがクロマグロの補食により自然消滅というか、そんな格好になっているのではない

かと対馬海峡では疑われる事例が結構ありまして、６月、７月にそういうことが結構、シ

イラ漬なんかで100キロ、200キロのクロマグロが跳びはねている現状でありまして、そう

いう関係で、今後クロマグロが増えれば、増えるし、そういう若年魚が食べられる可能性

があるんではないかなと私たちは見ているんですけれども、そこら辺はどうなんでしょう

か。 

○大島副部長 どうもありがとうございます。 

 まず自然死亡係数の再検討のところに関してなんですけれども、こちらに関しては、ま

ずは標識を魚体に刺して実験を行いますので、モジャコみたいなサイズにはなかなかそう

いったものが使えないということで、実際のモジャコの自然死亡係数をそういった、いわ
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ゆる標識再捕の結果から推定するというのは、なかなか技術的には難しいのかなと思いま

す。 

 クロマグロが増えて、捕食が増えてというところでどうなのかというところに関しては、

我々としても、ではクロマグロがどれぐらいモジャコを食べるのかというところも情報と

しては分かりませんものですし、なかなか難しいのかなと。ただ、我々としてはとにかく

得られた情報、例えばモジャコ採捕尾数、これは水産庁さんから毎年もらっていますし、

それぞれの年齢での漁獲尾数というのも当然得まして、それによって資源量を推定してい

きます。 

 ですので、今後どういったような結果が出てくるのか。例えば明らかに加入量が減って

いった。それは何によって減っていったというのも、当然科学機関としては、研究機関と

しては考えていかなきゃならないところだと思うんですけれども、そういったところの中

に今情報を頂きました。 

 例えば、そういった捕食というところがあるのであれば、もしかして、我々がそれを検

討する中で、将来的に踏まえていく部分になってくるのかなと思います。ありがとうござ

いました。 

○参加者 ありがとうございました。 

○魚谷資源管理部長 それでは、お昼ももう30分回っておりますので、ここでお昼の休憩

を入れたいと思います。 

 それでは、１時半に再開をしたいと思いますので、１時半までに席の方にお戻りいただ

ければと思います。午前中の議論、お疲れさまでした。 

午後０時２８分 休憩 

午後１時３０分 再開 

○魚谷資源管理部長 それでは、時間となりましたので、検討会の方を再開したいと思い

ます。お席に着いていただければと思います。 

 それでは、午後については議題の（３）漁獲シナリオ等の検討について、あと（４）今

後の予定についてということでございます。 

 午前中は主に資源評価の内容でしたけれども、これについて午前中聞きそびれた、言い

そびれた、あるいは昼休みに新しい疑問などが出てきたということであれば、この後の質

疑応答、あるいは意見交換のところで資源評価に関するものも含めてコメントいただいて

結構ですので、まずは資料６の漁獲シナリオ等の検討についてということで、水産庁永田



－48－ 

室長より御説明をいたします。 

○永田資源管理推進室長 管理調整課資源管理推進室長、永田です。資料６を使って御説

明いたします。 

 「漁獲シナリオ等の検討について」と表題ありまして、次のスライド、紙の場合、１ペ

ージ目の下ですけれども、目次ございます。「検討すべき事項等」と「今後のスケジュー

ル（案）」と大きく二つございます。この順番で御説明していきます。 

 次のページ、右下に２と書いてあるスライドを御覧ください。 

 まず午前中、水産機構の大島副部長から御説明いただきました資源評価の結果のまとめ

ということで、簡単におさらいをしておきます。 

 資源管理手法検討部会での意見等を踏まえまして、漁業経営等に与える影響も考慮した

漁獲シナリオとして、「前年の漁獲量からの削減幅を10％以内に制限」するという変動緩

和措置を取り入れた将来予測も示されております。また、１回目のステークホルダー会合

での御意見を踏まえまして、「加入が最大になる親魚量（ＳＢＲｍａｘ）」を目標とした

将来予測も新たに示されたというところでした。 

 その場合の、資源管理の目標等と下に書いてございますが、最新の評価の結果だと、

2022年の親魚量は18.7万トン、ＭＳＹを達成するために維持・回復させるべき目標となる

親魚量、目標管理基準値（案）としては22.2万トン、また先ほど申し上げました加入が最

大になる親魚量としては17.9万トン、また限界管理基準値の案としては、下回ってはいけ

ない資源水準の値としてＭＳＹの60％の漁獲量が得られる親魚量として6.9万トン、禁漁

水準値の案としてはＭＳＹの10％の漁獲量が得られる親魚量として0.9万トンという数字

が示されております。 

 「変動緩和措置」のシナリオ及び「ＳＢＲｍａｘ」を目標とする場合のいずれも、「ベ

ースケースであるＭＳＹを達成する親魚量」を目標とする場合に比べますと、当面の平均

漁獲量─これがＡＢＣとなるわけですけれども、これは大きくなる。 

 また、限界管理基準値（案）を下回る確率といたしましては、10年間に１度でも起きる、

下回る確率０％ということで、これは特に新たに試算したシナリオで変わるというもので

はなかったということでございます。 

 ３ページ目のスライドを御覧ください。 

 こうしたことを踏まえまして、まず資源管理の目標の案ですが、以下のいずれかから選

択するということで、二つの案を候補としてここで提案させていただきます。 
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 まず一つ目、（１）とあるところですが、水産機構から示された、ＭＳＹを達成するた

めに維持・回復させるべき目標となる親魚量、ＳＢｍｓｙ、目標管理基準値の案を目標と

するというもの。 

 （２）の方が、限界管理基準値を下回る確率が、先ほど申し上げたとおり、（１）の場

合と変わらないこと、また今後、資源評価について更なる精度向上を進めることとしてい

ること、こうしたことを踏まえて、暫定的な目標管理基準値として、リッカー型再生産曲

線で加入量が最大となる親魚量、ＳＢＲｍａｘを暫定的な目標管理基準値とする案、具体

的に申し上げますと、（１）の場合22.2万トン、（２）の場合は17.9万トンとなるという、

この二つのいずれかということで、まず提案させていただきたいと思います。 

 この目標については午前中、参加者からの御質問があったときにも少し御説明しました

が、ステップ１・２の間での目標ということで、ステップ３に入る前には、最新の資源評

価結果等を基に、必要に応じて見直すこととするというものでございます。 

 また、限界管理基準値につきましては、これは「下回ってはいけない資源水準」という

ことで、ＭＳＹベースの目標管理基準値の60％、禁漁水準値については10％ということで、

これはＭＳＹベースの目標管理基準値に基づいて定めることとする案を提案させていただ

きます。 

 次のページをお願いします。 

 次のページは、漁獲シナリオ（案）と書いております。この４ページと５ページの２ペ

ージにわたって記載しております。これは先ほど申し上げた目標として、二つの案をお示

しいたしましたが、それぞれについて変動緩和措置を入れる場合、入れない場合というこ

とで、各目標について二つのシナリオ、計四つのシナリオをここではお示ししますので、

まず目標をどうするか、その後にシナリオをどうするかという御議論をしていただきたい

と思っております。 

 まず、４ページ目の（１）ＳＢｍｓｙを目標とする場合というものです。 

 まず、表の上の方が変動緩和措置を入れない場合でございます。いわゆるベースケース

となるものでございます。管理開始10年後に親魚量がＳＢｍｓｙを上回る確率が50％を超

えるシナリオとしまして、「β=0.95」を採用するというものになります。 

 下の段が変動緩和措置ということで、削減幅は前年度から10％以内とする場合の案でご

ざいます。こちらにつきましても、2034年に親魚量がＳＢｍｓｙを上回る確率50％を超え

るとしますと、「β=0.95」を採用するというものになります。 
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 この変動緩和措置ありとなしを比べますと、まず赤い囲みのあるところの2024年を見て

いただきたいのですが、変動緩和措置なしの場合は8.3万トンと予測される─平均漁獲

量ですね─がなっておりますが、変動緩和措置ありの場合は9.5万トンとなっておりま

す。ここで削減幅10％以内という制限が効いてくるということになります。 

 そして、その次の年、2025年を見ていただきますと、上の段の変動緩和措置なしの場合

には、2024年と比べると、この平均漁獲量は増加しておりまして、その後も少しずつ増加

しまして、2029年、30年ぐらいになりますと、ＭＳＹとほぼ同じレベル、ＭＳＹは13万ト

ンですので、ほぼ同じぐらいに増加するという予測となっているというものです。 

 変動緩和措置10％以内を入れた場合は、2025年も前の年からは減少して、9.1万トンと

なり、2026年以降増加に転じ、2030年以降は先ほどの変動緩和措置なしの場合と同様に、

ＭＳＹに近い水準で安定するというような将来予測となっているものです。 

 この表ですけれども、あくまで令和５年度の資源評価結果に基づく将来予測となります

ので、この表に入れてある数字が将来のＴＡＣとなるということをここで予断しているも

のではなくて、そこは毎年資源評価が更新されれば数字が変わってくるというもので、参

考として見ていただければと思います。具体的な数字は決まっているということではない

です。 

 ５ページを御覧ください。こちらがＳＢＲｍａｘを目標とする場合でございまして、先

ほどのページと同様に、上が変動緩和措置なしの場合、下が削減幅10％以内の場合という

表になっております。 

 まず、上の段を見ていただきますと、こちらも2034年に親魚量が目標とするＳＢＲｍａ

ｘを上回る確率50％を超えるという漁獲シナリオですと、「β=0.95」というものを採用

するという案とさせていただいております。 

 こちらも2024年においては前年から9.1万トンと、減少となりますが、2025年以降は増

加していって、2031年以降、大体12.8万、12.9万ということで、ＭＳＹに近いレベルで安

定していくというような将来予測となるものです。 

 先ほどのＳＢｍｓｙを目標とする場合と比べますと、2024年、2025年というところにお

いては、この平均漁獲量、ベースケースよりも大きい値となっておりますが、それ以降は

ベースケースの方が大きな値となるというようなところになっております。 

 ５ページ目の下の段、ＳＢＲｍａｘを目標とする場合で、削減幅を10％以内とする場合、

こちらも同様に「β=0.95」を採用するという案となっております。こちらも2024年にお
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いては、削減幅10％という制限が効くので、減少幅が小さくなって、9.5万トンという平

均漁獲量となり、その後増加に転じますが、削減幅の10％以内という、変動緩和措置なし

の場合と比べると、平均漁獲量は少ないというような状況が2031年ぐらいまで続きまして、

2032年以降はＭＳＹに近い水準で安定するというようなものとなっております。 

 細かい数字なので、この四つの表を比べるのがなかなか難しいかと思いますが、簡単に

整理しますと、ベースケースよりもＳＢＲｍａｘを目標とした方が2024年、2025年におい

ては漁獲量、平均漁獲量が大きい値となってくる、2026年ぐらいまでなってくるというと

ころですが、その後は逆転するということ。また、変動緩和措置を入れた場合、2024年の

削減幅が10％に抑えられるという効果がありますが、その後の増加というのは削減幅の変

動緩和措置を入れない場合と比べると、増加は遅れてくるというような感じになるかと思

います。 

 繰り返し申し上げますが、この表の数字は現時点での将来予測なので、今後のＡＢＣ、

ＴＡＣがこの表のとおりになるというものではございません。 

 次のページを御覧ください。６ページ、ＴＡＣ管理の対象の範囲でございます。こちら

は、１回目のステークホルダー会合でお示ししたものと同じ内容になっております。 

 まず（１）のところ、養殖用種苗、いわゆるモジャコの取扱いですが、モジャコにつき

ましてもブリのＴＡＣ管理の対象に含むということといたします。 

 なお、モジャコにつきましては、ぶり養殖関係県の担当者会議における合意に基づく採

捕計画の範囲内での採捕という管理は引き続き行うということといたします。 

 また、都道府県の範囲ですが、資源評価における分布域と同様に全都道府県を対象とす

るということで、また大臣許可漁業、大中型まき網漁業が該当しますが、こちらの管理対

象水域については、許可に係る操業区域として、太平洋中央海区及びインド洋海区、それ

から外国の領海及び排他的経済水域を除くという範囲とする案としております。 

 ７ページ目にまいります。こちらは管理期間の案でございます。前回のステークホルダ

ー会合においては、水産庁の手元にありました漁獲のデータを基に、４月から３月で管理

する地域、都道府県と、７月から６月で管理するという都道府県とに分けた、案を示して、

その後、各都道府県等において御検討いただいて、どちらで管理するのがよいかというこ

とを回答いただきました。それを反映したものが７ページの絵の色分けになります。オレ

ンジ色のところが①としております４月から３月まで、②の紫色が７月から６月というと

ころになります。この二つの期間を設定するということになります。 
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 また、大中型まき網漁業については７月から６月の管理期間とするというものでござい

ます。主に盛漁期がいつかということを反映した形になっているかと思いますので、この

盛漁期の違いで管理の期間をうまくずらすことによって管理、枠の融通等がしやすくなる

のではないかということで、このような提案をさせていただいております。 

 また、各都道府県において検討していただいたときに、こちらからは４月から３月とす

るか、７月から６月とするか、この二通り、どちらを選択しますかということで質問をし

たわけですけれども、その中でどちらかということではなくて、県における漁業の実態を

踏まえれば、できれば10月から９月を希望するけれども、どちらかの選択ということであ

れば７月から６月ということを長崎県からは回答として頂いておりますので、ここで御紹

介させていただきます。 

 次の８ページを御覧ください。ブリＴＡＣ管理の今後の進め方（案）と書いております。 

 このＴＡＣ管理につきましては、これまでも御説明しているとおり、ステップアップ管

理の方式を取っていくということを提案しておりますけれども、本日の議論、それからス

テークホルダー会合でステップ１に入るというとりまとめがなされた後、ステップ１以降

どういうことを進めていくかということを簡単な図に示したものでございます。 

 大きく、「ステークホルダー会合」までと、その後「ステップ１以降」ということと、

項目として「資源評価」、「管理方法」という形での整理をしております。 

 資源評価につきましては、今日の水産機構からの御説明にありましたが、評価に基づい

て漁獲管理規則をどうするか。具体的には下の管理方法の話にはなってまいりますが、御

説明いただきました。そして、また評価のステップアップについても今日御説明いただき

ました。午前中もやり取りございましたけれども、毎年資源評価を行い、結果を公表して

いくわけですけれども、資源評価の精度向上に向けたステップアップに取り組んでいただ

いて、ステップ３に入るまでに、そういった成果を踏まえた評価を行っていただいて、そ

れに基づいて、また目標管理基準値ですとかシナリオの検証、見直しというものを行って

いくということで考えております。 

 管理の方につきましては、本日この漁獲シナリオ、管理の対象範囲、管理期間について

御議論いただき、とりまとめられれば、その結果を資源管理基本方針として策定するとい

うことになります。ステップ１以降の漁獲シナリオですとか管理の対象範囲、期間という

ものは、今日もしとりまとめられれば、そのとりまとめに基づいて試行していくわけです

けれども、実際ステップ１・２の中で見直しが必要というところについては、当然見直し
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て、改善された形でのステップアップをしていくということをやってまいりたいと考えて

おります。ステップ１・２の結果を踏まえて、ステップ３に入る時点でまた見直すという

ことになります。 

 また、ステップ３以降、このＴＡＣを配分していくことになりますが、その配分方法で

すとか、留保をどう使うかとか、あるいは柔軟な運用をこれまでもいくつか提案させてい

ただいておりますし、前回のステークホルダー会合でも御意見いただきました。翌年度か

らの繰入れですとか、翌年度への繰越し、そういったことについてもこのステップ１以降、

実際に試行する中で検討して、ステップ３に向けて具体的にどうやっていくのかというと

ころを進めていきたいと思っております。 

 このステップ１以降の取組は、資源評価に関するところは水産機構を中心とする研究機

関において取組を進めていただくことになりますが、管理の方法については、ここにざっ

とまとめる形でいくつか書きましたけれども、課題の内容に応じて個別に議論していくと

いう場を設けたいと思っております。その内容については、管理する側のものであれば、

行政を中心としたものになると思いますし、内容によっては漁業関係者の方々─まあ、

なかなかステークホルダー会合という形ではないかもしれませんが、代表される方に入っ

ていただくようなこともあるかと思いますが、そういった議論を個別に進めていくという

ことを考えております。 

 ９ページを御覧ください。今後のスケジュールの案でございます。 

 仮に本日この場で目標ですとかシナリオ、それから管理期間等について皆さんに御理解

いただいて、ステップ１に入るということになった場合ということでのスケジュールにな

ります。 

 今年の４月から６月頃に、先ほど申し上げた目標、シナリオ等について定めた資源管理

基本方針の案を策定して、パブリックコメントを実施、その後、水産政策審議会資源管理

分科会の意見を聴いて決定ということを、４月から６月に行うというようなスケジュール

となります。 

 そして、今年の７月からステップ１の開始としたいと考えております。 

 先ほど管理期間のところで、４月から始まって３月に終わるグループと、７月から始ま

って６月に終わるグループ、二つの管理期間を設定すると申し上げました。通常というか、

普通に考えれば、一漁期のスタートから始めるということで考えれば、令和７年の４月か

ら、まず４月始まりのグループがスタートして、令和７年の７月から７月始まりのグルー
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プがスタートするということになり、それから令和７年の４月からのステップ１・２での

３年間で取組を進めて、進展が見られれば、その後ステップ３にという流れになってまい

りますが、来年４月とすると、まだかなり先のことになりますし、７月スタートのグルー

プに関しましては、１年丸々、それよりも先となるということでございます。一方で、ブ

リは、全国で非常に多くの方が漁獲されて関わっている資源でございますし、なかなかス

テップ１の取組というところも、なるべくそういう練習というか試行を、漁獲情報収集の

体制を確立する時間というのを少し多く見た方がいいんではないかというような考えもあ

りまして、今年の７月からステップ１を開始する案を今回提案させていただきます。ステ

ップ１・２の期間がその分前にずれて短くなるというイメージではなくて、７年の４月か

らスタートするんですが、このステップ１の期間をその前に、９か月前に長く取るという

イメージで、後ろのスケジュールも全部前にいくということではなくて、ステップ１の期

間を長く取る、早く始めるけれども長く取ると、そのような考えでおります。 

 そして、今年の７月からそういった形でステップ１をスタートすると、令和６管理年度

と令和７管理年度がステップ１の期間になると、そういうイメージでおります。 

 そして、令和７年の１月頃、来年の１月頃には令和７管理年度のＴＡＣ設定に係る意見

交換会を実施して、令和７管理年度のＴＡＣについての意見交換を行うというようなスケ

ジュールを考えております。 

 まず説明は以上でございます。 

○魚谷資源管理部長 以上、水産庁の方からのシナリオ等に関する説明でした。 

 まとめますと、シナリオについては、まず目標について二つが提示されていると。要は

通常ベースのＭＳＹを実現する親魚量、ＳＢｍｓｙを目標とするものと、暫定的な、要は

当面の目標として、加入が最大になる親魚量、ＳＢＲｍａｘを目標とすると。この二つの

案のいずれかから選択ということでした。 

 シナリオ自体については、この二つの目標の案それぞれについて削減幅10％以内という

変動緩和措置付きのものと、なしのもの、それぞれ二つということで、四つのシナリオの

案が示されているということです。それ以外にＴＡＣ管理の対象範囲、モジャコを含む、

あるいは都道府県の範囲、これは全都道府県ですという話と、あと管理期間について４月

－３月、７月－６月というツーパターンを組み合わせた管理年度にするということ。 

 あと、今後の進め方としては、いわゆるステップアップ管理を行いますということで、

その内容の説明があり、最後に、仮に今日のステークホルダー会合でのとりまとめがあっ
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て、今年の７月からステップ１開始ということになった場合の当面１年間ぐらいのスケジ

ュールの案が説明にあったということです。 

 それでは、ただいまの水産庁側からの説明につきまして、御質問、御意見がありました

ら、午前中と同じように挙手、あるいはＷｅｂｅｘの機能でその意思を示していただいて、

私の方から当てましたら、御所属、お名前を述べていただいた上で御発言をお願いできれ

ばと思います。 

 どうぞ。 

○参加者 御説明ありがとうございます。 

 ブリの沿岸漁業、ブリというのは沿岸漁業においては大変重要な魚種でありますけれど

も、ただいま御説明いただいたように、まず現状の資源評価を踏まえていろいろなシナリ

オが御説明あったと思うんですけれども、いずれにしても、そのシナリオに基づいて早急

にＴＡＣ管理が必要であるということが理解できました。 

 そもそも論で大変申し訳ないんですが、二つほど質問あるんですけれども、ＴＡＣ管理

の進め方に関連したことで、令和２年の「新たな資源管理の推進に向けたロードマップ」

というのがあったんですが、それが今回更新されているわけですが、それによると令和５

年度末までに資源評価の対象となる魚種を192種まで拡大すると。目標は200種程度と。漁

獲量ベースで８割の魚種をＴＡＣ管理するということが目標であったと思います。 

 当初の目標よりも取組が相当遅れていると思われるんですが、そのような中でＴＡＣ管

理の導入に当たって、ステップアップ方式が提案されているわけですけれども、計画が遅

れている中で、３年の猶予を確保するというような必要がどういうふうなところから、理

由なんでしょうか。というのがまず一つです。 

 それから、今後もＴＡＣ魚種が増えていくと思うんですが、このステップアップ方式と

いうのは他の魚種にも適用されるものなのかというのを、まずそもそも論で申し訳ないん

ですが、この二つを教えてください。 

○永田資源管理推進室長 御質問ありがとうございます。このＴＡＣ管理のステップアッ

プにつきましては、今回ＴＡＣ魚種拡大という取組を進めていくに当たって、これまでＴ

ＡＣの具体的な数量明示の中での管理とか、ＴＡＣ管理ということにあまりなじみのなか

った方も含めて、特に沿岸の魚種に拡大していくというところがございましたので、漁獲

量の情報収集、報告の体制を構築していくという、まずそういうところから取組を進めて

いく必要があるだろうというところがございまして、段階的に進めていくこととし、また、
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その中で実際に管理を試していく中で、改良が必要なというところも出てくるだろうとい

うこともございまして、段階的にということを提案させていただいております。 

 ですので、基本的には新たにＴＡＣを導入するものについてはこのようなやり方をして

いこうということで提案させていただいておりますが、逆にこのスケジュールというのは

３年たったら自動的にステップ３に行くというものでもないし、裏を返せば、すぐに行っ

ても問題ないんじゃないかということを皆さんがおっしゃるのであれば、短くするという

ことも否定するものではないですけれども、今日、評価の話も含めて課題がある中で、い

きなりブリについてステップを短縮してというのはなかなか難しいんではないかなという

ふうに思っているところでございます。 

 ほかの魚種も基本的には、先ほども言いましたが、新たにＴＡＣ管理導入していくもの

はステップアップの管理というものは提案させていただくということは考えていますが、

先ほど申し上げたとおり、議論の中で、いきなりでもやれるのではないか、というような

話が出てきたりすれば、そこを排除するということではないですけれども、基本的にはこ

の方式でということは考えております。 

○参加者 ありがとうございます。正にそういった意見もあると思うんですが、ブリにつ

いてはこのステークホルダー会議も数回やられていますし、ある程度の一定の合意がなさ

れている部分が多いように思うんです。個人的には躊躇することなく、来年からでも直ち

に実行していただきたいなというふうに思っております。 

 それからもう一つ、定置網としては少々気になることなんですが、このステップアップ

方式の期間中に、３年間ですけれども、漁獲実績は漁獲枠算出のデータとして使用される

んでしょうか。仮にステップアップ方式の期間中の漁獲データが直近３年の例えば漁獲枠

の算出データとして用いられるというふうなことになると、積極的にブリを標的として漁

獲可能な漁法では駆け込みで実績作りを行うことが可能となります。今からでもです。定

置網の場合は、先ほどから言われているように、単一魚種に的を絞って集中的に漁獲する

ことはできないわけで、意図的に漁獲実績を積み上げるということができない漁法です。

また、自主的な取組として、もう既にブリの若齢魚を放流しているという所も少なくない

と。これは当然漁獲量としてはカウントされていません。 

 それぞれの思惑がこの漁獲実績に反映されているものと、そうはできないものというの

があって、漁法ごとに状況が異なるため、やっぱりステップアップ方式期間中の漁獲実績

というのは通常の漁獲データとしては用いることはできないというふうに私は考えており
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ます。 

 このように、公平性が担保できないステップアップ期間中の漁獲データというのは、取

扱いについて、水産庁としてどのようにお考えなのか、最後にひとつ教えてください。 

○永田資源管理推進室長 御質問ありがとうございます。 

 今日の資料６の８ページにありますとおり、配分・運用の方法、具体的にステップ３で

どうするかということについては、今後、関係者で議論して検討して決めていく、ステッ

プ３に入る前に決めていくということになるわけですけれども、既存のＴＡＣ魚種につい

ての配分のルールとしては、基本ルールとしては、直近の３か年の漁獲実績を見て、それ

のシェアで配分していくという考えで、これまでやってきております。 

 これはなぜかといいますと、いろいろ海の状況が変わる中で、魚の来遊が、時期、タイ

ミングとか、量が年によって変わって、獲れる地域が変わってくるということもあるので、

最近の漁獲状況を反映しつつ、一定期間ある程度のどのくらいかと見込めるようにと、３

年ずつスライドさせていくという方式を取っておりますが、今日の参考資料４を御覧いた

だきたいんですけれども、「ステップアップの考え方」という資料の２ページ目というか、

今日の紙ですと下の段です。「ステップアップ管理の具体的内容」というところに、一番

下にアスタリスクの１番という、ちょっと文字が小さくて見にくいかもしれませんが、こ

のステップアップの考え方、お示ししたときから書いてあるものでございますが、ステッ

プアップの１・２の期間において、漁獲実績を積み上げるために明らかに漁獲努力量を増

やしている等、ＴＡＣ管理の趣旨に逆行するような操業が見られる場合には、ステップア

ップ管理の取組を適切に進める上で必要な助言・指導等を行うものとしております。漁場

の変化ということではなくて、この実績を積み上げるためにそのようなことをしていると

いうところは、当然、このＴＡＣ管理の趣旨に逆行するので、認めるというわけにはいか

ないので、漁獲状況を見ながら、必要があれば、そういう指導はしっかりしていきたいと

思いますし、このような指導を受けるような形で積み上げた実績を配分のときに見るとい

うのは、そこは適切ではないと考えております。そのような考えでございます。 

○参加者 ありがとうございます。具体的に申し上げまして、「明らかに漁獲努力量を増

やしている等」というのは、具体的にどういうふうなところからそれを推しはかるんでし

ょうか。 

○永田資源管理推進室長 この指標で、この基準でこうなった場合と、今ぱっと客観的な

数値とかでというのはなかなか難しいところだと思うんですが、当然これまでの操業、ど
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ういう時期にどういう漁場に行ってどういうものを獲っていたかというのは、これまでも

皆さん、大臣許可であれば私どももそうですし、知事が管理している漁業においては都道

府県において 、そういう状況というのはある程度当然分かっている中で、実際の漁獲状

況を見ながら、明らかにこれまでと違う操業をしているというところは、漁獲状況、操業

状況を注視していく中で感じ取ることはできると思っておりますので、そういったところ

を見ながら必要な指導というのはしていきたいと思っています。 

○参加者 ありがとうございます。 

 ちょっとしつこいようですけれども、ということは結論として、このステップアップ方

式の３年間というものの実績というのは、通常の漁獲枠を配分するデータとして用いると

いうことでよろしいんですか。 

○永田資源管理推進室長 具体的にはステップ３に入る前に関係者で議論して、配分とい

うのは決めていくことになるんですけれども、まず議論のベースとなる考え方としては、

漁獲実績というのが一つ考え方としては入ってくるというふうに考えています。 

○参加者 しつこいようですけれども、かなり変質されたデータだと思うんです。ＴＡＣ

をやるというふうに宣言して、３年前にＴＡＣをやると宣言して、３年間漁獲を積み上げ

るわけですから、当然漁法ごとの特徴というのは出ます。意図的に獲ることができる漁法、

そうではない漁法との差というのは表れると思うんですが、それを通常データとして用い

るということで問題ないですか。 

○魚谷資源管理部長 そこは、先ほどの繰り返しになるんだと思うんですけれども、この

ステップアップ期間の漁獲の状況を見て、本当にそういう駆け込みでシェアを取るために

実績を作っているんだろうと思われるようなもの、そういう状況が発生するのかどうかと

いうことです。自然体で獲っている中での多少のぶれというのはいろいろな漁業種類ある

と思うんですけれども、そういう実績も全て排除してというのは、逆に必ずしも適切では

ないと思います。なので、その３年間の─まあ、３年間、想定ですけれども、３年間の

状況、要は漁獲の状況をモニタリングしながら、本当に不適切なことが起こっているのか、

起こっていないのか。起こっているんであれば、そのデータをどう扱うべきかということ

について、水産庁としても、先ほど永田室長の方から申し上げたとおり、そういう駆け込

みでやるというのは、皆さんで一致して資源管理に取り組んでいきましょうという中にお

いてはあってはならないことだと思っていますので、まずはそういう状況を見た上でどう

するのかを判断するということであって、現時点で、実績は全く使いませんとか、いや、
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もう実績でやるんですとか、そういう白か黒かみたいな立場にはないということは御理解

いただければと思います。 

○参加者 時間もありますので、分かりました。とにかくデータとして変色というか、い

わゆる変質しているようなデータを用いらないような、そういった漁獲枠の設定というの

をお願いしたいというふうに思います。 

 以上です。 

○魚谷資源管理部長 そういった点で問題意識というのは我々水産庁も共有しているとこ

ろでございまして、これは全く別の事案というか、特殊な例ではありますけれども、ほか

の魚種について、これはＩＱの設定に関してですが、要は自主的なＩＱの取組をやりまし

ょうと言っている中で、やっていない方々がいた年があって、その年のデータを実績とし

てどう扱うべきかというのを真剣に検討し、水政審にも何回かお諮りをして、この年のデ

ータを使うのはやめましょうという結論を出した、という事例もございます。 

 ですので、今回、ブリで、そういう残念な事態を生じさせないということがまず大事だ

と思うんですけれども、仮にそういうことが生じたというような状況があるんであれば、

そこは、そこを無視することなくというか、ではこの実績についてどう扱うべきなんでし

ょうかというのは、水産庁としても真剣に検討しますし、その検討に当たっては関係する

漁業者の皆さんとも御議論しながらということになると思います。 

 以上でございます。 

 ほかに。 

 どうぞ。 

○参加者  

 前回のステークホルダー会合でも言ったと思いますけれども、北海道の定置につきまし

ては本当に、寒ブリに秋サケ付きますよね。その中で本州の定置網、ちょっと違うと思う

んです、実情が。それを踏まえた中でちょっとお話をさせていただきたいと思います。 

 北海道は秋サケを主体とする定置網が多く、９月から10月までの約３か月間という短い

期間で操業になっております。そういう中でサケと同じ時期に来遊するブリにつきまして

数量管理となれば、道内や全国の漁獲状況によって、その年のさけ定置網操業停止になっ

たり、操業規制がかかる可能性は十分あると思うんです。それを踏まえまして、何らかの

方策をしっかり考えていただきたいと思います。 

 そして、以前も経験がありますが、クロマグロの定置網については全道の約950カ統ぐ



－60－ 

らいあるんです。その中で約半分ぐらいの網にクロマグロ入りましたけれども、ブリにつ

きましては約９割が網に入ります。そういう中で、北海道定置網も、本州の定置も同じよ

うに待ち受けの漁法でございますので、ＴＡＣ管理になりますと、経験のない、クロマグ

ロ以上の難しい管理になるのではないかと考えております。 

 過去の漁獲超過を招いた反省の経験を踏まえまして、定置網の業界といたしまして何が

できるのか、何を解決しなきゃならないかということを明示しながら、みんなで共有しな

ければならないと思っております。 

 後ほどステップ期間中に解決すべき課題を整理したものを提案させていただきますが、

なお、提案する内容につきましては、当北海道定置漁業協会、道漁連、道庁の総意である

ことを申し添えたいと思います。 

 内容につきましては、事務方より報告をしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○参加者 説明、どうもありがとうございました。今お話ありましたけれども、北海道で

はほとんどの定置でサケを漁獲しております。御承知のとおり、サケにつきましては漁業

者自らが種苗を生産して、放流して、三、四年後に漁獲をしているという状況でございま

す。このため、ＴＡＣ管理によって操業が停止となるような事態だけは何としても避けた

いというふうに考えてございます。 

 そこで、何点か要望をさせていただきたいというふうに思います。 

 一つ目は、融通のルールでございます。融通が円滑に行われるという必要があります。

このため、異なる管理期間、管理区分のルールというのをしっかりと検討していただいて、

ルールを構築した後に強制規定が伴うステップ３に進んでもらいたいというふうに思って

ございます。 

 次に、配分方法についてです。過去の実績のシェアを基本とする配分方法というのでは、

当然沿岸漁業の方は先細りになるというふうになると考えております。例えば、都道府県

の比率に下限を設定するだとか、そういうような検討をお願いしたいというふうに考えて

ございます。 

 それから、先ほどもちょっとお話ありましたけれども、柔軟な管理について、融通のル

ールだけでなくて、繰越し、前借り、それから複数年管理のオプションというシナリオを

引き続き検討していただきたいというふうに思ってございます。 

 あと、留保枠の関係なんですけれども、これについては特にステップアップ期間につい

ては漁獲抑制をしないだとか、あるいは過剰な漁獲が助長されるというような漁獲努力量
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に偏りが出てくるというようなことも考えられますので、その結果、資源評価にも影響し

かねないということもありますので、ステップアップ期間の中では留保枠というのはあま

りしていただきたくないというふうに考えてございます。 

 これらのほかにもいろいろな検討項目、当然あると思いますけれども、先ほど水産庁の

方からもお話ありましたけれども、関係者の皆さんと共有しながら議論を進めていくとい

うことでございますので、そのようによろしくお願いをしたいと思います。 

 以上でございます。 

○参加者  

 ここ、温暖化に伴ってなんですが、北海道への暖水塊というか、暖かい水が強く入り込

むようになってから、ブリの漁獲が年々高まっております。その内訳としては、ほぼ定置

が全般的に漁獲しているという状況にあるところであります。 

 そのような中で、ブリの管理体制の今後の進め方について、柔軟な管理の下で、定置漁

業の操業の停止を招くようなことのないように、また配分方法についても、年々この後、

温暖化が続けば、北海道のブリというのはまだまだ増えてくる可能性があります。それら

を見据えて将来のシミュレーションというか、その中での配分を検討していただければと

思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

○参加者 定置協会の関係で一つ補足をさせていただければと思います。 

 目標設定についてなんですけれども、この目標設定についての課題については、ＴＡＣ

導入に当たってステークホルダーが納得する目標が必要であるということと考えてござい

ます。目標については、加入量が最大となる親魚量を目標としてはどうかという意見もあ

りましたけれども、どのような目標設定がいいのか、ステップ３に向けても引き続き議論

が必要な項目であると考えておりますので、国におかれては関係者で情報共有、それから

定期的に協議できる場を、これについても設定していただけるようにお願いしたいと思い

ます。よろしくお願いします。 

○永田資源管理推進室長 御意見ありがとうございます。柔軟な運用とかもそうですし、

例えば今回、ブリで言うと定置網による漁獲の割合が多くて、なかなか選択的な漁獲が難

しい時期というところもあって、避けられない混獲のために操業が止まることのないよう

にということが運用の仕方の中でポイントになってくるところだと認識しております。 

 どうしても定置でというと、クロマグロの管理をイメージされる方が多いかもしれない

ですけれども、目標にしても、シナリオにしても、柔軟な運用ということについても、国
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内の関係者と議論して水産庁でこういうやり方でという、外国との関係ではなくて決めて

いけるものなので、皆さんの御意見を頂きながら、獲ってもいい魚が目の前にいるのにス

トップがかかるとか、何か資源管理に悪影響のない中での柔軟な運用というのはいろいろ

と考えていきたいと思っております。 

 ただ、留保を多く取るのか、少ない方がいいのかとか、融通をどうするのか。それぞれ

の立場で、いろいろな地域によっても実情が違って、なかなかこれならというところを決

めていくには、関係者の皆さんとよく議論していく必要があると思っています。そういっ

たところは今後議論を深めてやっていきたいと思っておりますし、ステップ３に向けた目

標ですとかシナリオというところも、評価の精度向上の進捗を見ながら、どういった目標

が妥当なのかとか、どういうシナリオにしていくのかというところも、決してステップ１

に入ればもう終わりとか、自動的に何か進んでいくとか、そういうことではなくて、しっ

かりと議論する場を設けて取組を進めていきたいと思っております。 

○魚谷資源管理部長 ほかに。 

 では、どうぞ。 

○参加者  

 今回検討すべき事項の中に、ステップ１を１年９か月と、もう一つの管理期間２年とい

う期間を設けていただけるという話がありました。 

 それで、ステップ１というのは、さっきの参考資料４のところの下で、採捕停止命令は

行わない、全体で管理をする、配分しないというところあるんです。そのときに、今、今

回検討すべき事項のこの二種類─四種類になりますか、これを皆さんで検討するんでし

ょうけれども、そのときに今、ステップ１の期間中の、例えばＴＡＣが決まったときに、

それを採捕停止命令をしない。もちろん、明らかに漁獲努力量を増やしているわけではな

いという中で、ＴＡＣをオーバーするということも許容するのか。どういう考えでいるの

か。それが分からないと、四つのうちからどれを選ぶかというのは、ちょっと判断しにく

いかなというふうに、全体の話でそう思うんですけれども、ちょっと教えてください。 

○永田資源管理推進室長 ありがとうございます。確かに、このステップ１・２の間、採

捕停止命令は行わないということとしておりますので、先ほどあった漁獲実績を積み上げ

るためとか、そういう趣旨に反すること以外は、止めるということまでは考えておりませ

ん。あくまでステップ１は漁獲情報をしっかり集める、体制を構築するというところが主

眼ですし、ステップ２に入っても漁業者さんは引き続き報告はしっかりしていただくとい
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うところはありますけれども、むしろ管理する側として、先ほどの柔軟な運用としてどう

いうものが必要なのかとか、漁獲が積み上がったときに、どの時期にどういった指導が必

要なのかとか、この時期にどこか融通できる県なり区分なりを探してどうするかというと

ころをしっかり検討していくというのがこのステップの主眼です。 

 ですので、目的としてはそういうものなんですが、ではＴＡＣを超えてもいいのかと言

われると、はっきりそうとは立場上、なかなか言いづらいところはありますが、何という

のかな、採捕停止はかけないけれども─まあ、このシナリオの将来予測、不確実性はあ

るにしても、ここで少なくともＴＡＣとして示した数字を超えるような漁獲があれば、当

然将来の数字はこうはならないというところはあるので、そこに収めるように現場で漁獲

を抑えるとか、操業をやめるというところまで求めるものではないですが、操業状況を見

ながら、ステップ３以降になったときに、この時期であればこの程度ブレーキを踏む必要

があるのかなというところはちょっと考えながらはやっていただくのがいいのかなとは思

っております。 

○参加者 これは先ほどの人の、漁獲努力量を増やすみたいな話があったんですけれども、

自分たちのところはブリが価値が高いので、常に狙っているんですけれども、いないとき

は獲れないんです。ここ数年ずっと少ないというのは、同じ所、以前獲れた同じ所を回っ

ているけれども、いないときは獲れない。いるときは獲れる。というところで言うと、ブ

リを狙ってということではなくて、もう常に狙っているんだけれども、やっぱりいないと

いうところがあるので、漁獲努力量を増やしているという思いではなくて、実績を上げよ

うという思いではなくて、多ければ多いときは１日の漁を減らしたり、活かす量を増やし

たりして付加価値を高めながら金額に反映させているというやり方は今後も必要だと思っ

ていますので、そんな実績作りのために安くても獲るんやというような考え方はしていな

いというのは分かっていただきたいなという、一つ意見です。 

○魚谷資源管理部長 ほかに。 

 一番向こうの。 

○参加者 御説明ありがとうございました。 

 本県もＴＡＣの設定に当たって、どの年を算出根拠とするのかというところで、やはり

慎重に物事を運んでいかなければいけないのかなというふうに思っています。漁獲実績と

して今後積み上げていくのであれば、まき網であれば専獲して漁獲量を増やしていく方向

に働くと思いますし、例えば定置網に関しても、これまで本県は、参加者もおっしゃられ
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ていましたけれども、静岡県や三重県では小型を放流しています。でも、地域によっては

それを水揚げして流通されている県もあります。そうなると、どういうふうに漁業者の方

は考えられるのかなと思うと、少しでも枠を増やしたい。定置もそうですし、まき網も少

しでも枠を増やしたいというふうに感じられるかなと思います。できれば、そういったと

ころがせっかくの良い取組が後退しないように、漁業者の方が不安を払拭できるようなも

のをステップ１に入る前に是非何か示していただけたらと思っています。 

 以上になります。 

○永田資源管理推進室長 御意見ありがとうございます。 

 繰り返しになりますけれども、漁獲実績と申し上げたのは、実績作りのためとか、そう

いうことは当然認めないわけであって、最近特にいろいろ海の環境が変わっている中で、

多く獲れる時期や魚種が変わっているというところもあると思います。獲りに行こうとし

ていないけれども来遊があるというところ、それはどうするかというところと、狙って追

い掛けていって漁獲実績を増やそうとしているところが漁獲実績が増えたという事象を同

様に扱うのかというところはよく考える必要はあると思います。繰り返しですが、考えと

してはこのステップアップ管理の具体的内容のところに書いてあるとおりで、漁獲実績を

積み上げるための操業、努力量の増加というものを認めるということではないので、その

辺は御理解いただければと思います。 

○魚谷資源管理部長 ほか。 

  

○参加者  

 このシナリオで２点ありまして、一つ目は、資料７ページの管理期間の問題です。これ

については、12月15日ですか、私たちの県から回答しまして、アンケートがあったときに、

二択だったんです、４月から３月と７月から６月ということで。私たちの県の漁業者の経

営実態を考えると、10月スタートの９月終わりというのが一番経営の影響が少ないと思い

まして、10月－９月という選択肢を与えてほしいということで話を１回しましたけれども、

二つの中からどちらか選んでくださいということなんで、そういう10月－９月という選択

肢を進めていくに当たっては本県では一番いいということを付して、７から６に丸を付け

たというのが実情で、先ほど永田室長から、その背景を説明していただきました。 

 ＴＡＣを進めていくに当たって、特に私はこれを否定するわけではなくて、カタクチ・

ウルメイワシから始まり、３月５日にはマダイのステークホルダーで令和７年１月からス
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タートするというような意見がまとまり、水政審を通れば、令和７年１月からステップ１

に入るというような形になって、そこに関しては私の考えの中、県の考えの中で、何とか

スムーズにいくスケジュール感だなと思って納得したところもあります。 

 ただ、まず、そういう漁業実態だとか、我が県の中でどういうふうに進めていこうかと

考えたとき、10月から沿岸性の釣りだとか、はえ縄漁業者さんたちが漁期に入り、12月は

値が上がるので釣りたいと思うんですね。そういうときに十分釣らせてあげると。あまり

漁獲圧が高くない漁法で十分釣らせてあげる。その後に、年を明けてくると定置で獲り始

め、ヒガンブリに変わり、うち中型まき網も、混獲の域ではありますが獲るというような

形で。 

 そういうことを考えると、やっぱり10月から９がいいということで意見を出しています

ので、是非ステップ１、２、３というところでいろいろな課題を解決されるということで

あれば、そういったところもひとつ検討していただきたいなということを思っています。 

 やはり漁業者の理解を得ながら進めていきますということは、いろいろな場面で聞いて

いますし、新たなロードマップの中でもそういう考えはあると思いますので、是非この二

択ということはなく、そういった柔軟な対応という一つに、この期間というのも考えてい

ただきたいというふうに思っていますので、ここは是非要望というか、ということで申し

上げさせていただきました。 

 もう一点、令和６年の７月から、７月－６月の区分はステップ１に入るよという考え方

なんですけれども、今年の７月からステップ１開始となると、もう４月になったら３か月

ほどしかないということで、非常に私たちの行政側としては、混乱を起こすべきじゃない

と思っていますので、準備をしたいというふうに思っているんです。 

 ステップ１に入ってから準備すればいいじゃないかという考えもあるかと思いますけれ

ども、マダイは令和７年１月からというと、ちょうど１年近くあると思いますので、その

間、私たちの県は漁業者が多い状況でして、流通形態も様々です。 

 例えば、数量把握をしたいんですけれども、直売所に出すと。直売所に出す人たちは切

り身にして、その価格で漁協さんは価格を把握するということで、量を正確に把握できる

ような状況にないので、直売の流通形態で数量という形でどういうふうに押さえる必要が

あるのかとか、あと漁協の地元でセールスする場合は、大体大、中、小ということで分け

られていて、その量は基準があって、大であれば一箱何キロみたいなことを数量把握して

いる場合もあるかに聞いています。 
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 そういった場合、いろいろな数量把握の課題がありますので、マダイに関してはちょう

ど１年ほどありますので、そういう地元の数量把握とか、流通実態を抑えながら、正確な

数量報告ということを整理して、ステップ１に入っていければなというふうにして考えて

いて、１月から何とか間に合うかなというふうに思っているところです。 

 ブリも結局、流通経路が複雑ですので、この間、壱岐の方の直売所に行くと、直売所に

は切り身にしたブリがいっぱい売っていました。そういう形で、そういったものはどうい

うふうにして把握するのかという整理も必要ですので、７月からステップ１に入るという

ことは、私たちにとっては事務遂行上、非常に厳しいな。少なくとも１年間時間を与えて

いただくというようなこと。その中で事前に情報収集のルール化、いろいろな整理をしま

してステップ１に入っていきたいなというふうに勝手に思っていたところですので、７月

からというのは正直ちょっと混乱するんじゃないかなということを思いますし、漁業者側

の受け止めとしては、いきなり３か月後にというのはすごく影響が大きいのかなというふ

うに思いますので、ここは皆さん、推進の考えの方が結構いらっしゃって水を差すような

感じなんですけれども、決してＴＡＣを否定しているわけでもなく、進めたくないと思っ

ているわけでもなく、やるんであればスムーズにやりたいというふうに思っていますので、

御理解いただければと思いまして、ちょっと発言させていただきました。 

 後半の分は、何かコメント頂ければ非常にありがたいと思います。 

○永田資源管理推進室長 まず一つ目の管理期間につきましては、先ほどの説明の中で長

崎県さんの意見も紹介させていただきましたし、今日の資料６のスライド８の「今後の進

め方」の中にも、シナリオだけでなくて、管理期間についても試行して、必要に応じて見

直しを検討すると書いております。あまり何パターンもある複雑な管理にすると、かえっ

てややこしくなって、全体として融通だとか、留保の配分とか、必要な場合にうまくいく

かどうかというところの心配もありますけれども、実際ステップ１をこの２パターンでや

って、どうしてもうまくいかないとか、４月から始まって３月までがいいと言っていたけ

れども、実際回してみたら７－６の方がいいとか、そういうところでの見直しだとか変更

というのも排除しているわけではないです。おっしゃるとおり、あまり複雑にはしないよ

うにとの考えはありますけれども、３番目の期間が必要かどうかというところも、例えば

いくつかそういった県が出てくるようなこともあれば、考える必要はあるのかなとは思っ

ていますので、ここはしっかりステップ１の間でいろいろな情報を集めながら、状況を見

て、どうするかということはステップ３に向けて決めていきたいと思います。 
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 あと、令和６年７月からステップ１に入ることについてというところにつきましては、

確かに今すぐと言われてもというところが、地域によってはいろいろ、流通経路も複雑で

あるというところは御意見いただいて、そこは認識はいたしました。ただ、先ほども説明

のときに申し上げたとおり、であるからこそ、このステップ１でしっかり体制を構築する

期間というのは長めに取りましょうということで、早く始めましょうという提案をさせて

いただいております。当然、ステップ１に入った瞬間から、完璧なものができるというこ

とではなくて、足りていない部分とか工夫が必要な部分というのは、やっていく中で出て

くると思いますが、そういうところを実際やっていく中で構築できればいいんではないか。

最初から完璧なものを求めているというところではないので、そういったことも含めて取

組を進めていただきたいなと思っておりますし、確か第１回の終わりの方でも、ステップ

１、いつからを考えているんですかというときに、今年の４月というのはスケジュール的

に間に合わないけれども、必ずしも管理期間のスタートから丸々１年ということでステッ

プ１に入るということではなくてもいいんではないかという考えは、そのときもお話しさ

せていただいたつもりでおりますので、そういうことで実際やりながら、しっかりしたも

のを組み立てていくという考えで、今年の７月からということでどうでしょうかというこ

とを提案させていただいたということです。 

○参加者 現場の受け取り方の問題だと思うんですけれども、決まってから、決まったの

で、何とかの報告してくださいということと、あと数か月後にステップ１に入りますよと

いうことで、そういうラフな状態のときに説明して意識を促すということだと、私たちが

実際現場に回って、いろいろな説明をしながら理解を得るというのは前者、決まってから

というよりも、決まる前に回りたいなというふうな気持ちでいっぱいですので、何か押し

付けのようになると、非常に信頼関係が築けないので、そこは７月からというのは、手続

論的にもありますが、現場の受け取りというのが、私たちのことを本当に信用してくれる

のかなというところがとても心配ですので。うちの県だけかも分からないですけれども、

ただうちの県もこの間、ブロック会議で配られたシェアの中では４番目に入って、まあま

あ獲る県だと思いますので、ちょっと御配慮を頂ければ大変ありがたいというふうに思っ

ています。 

○魚谷資源管理部長 今、長崎県さんの方から、７月からのステップ１というのは準備

等々で厳しいというようなお話もありましたけれども、ほかの県、あるいは漁業種類も結

構ですけれども、この点について御意見なりありましたら、この場で御発言いただければ
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と思いますが。 

 どうぞ。 

○参加者  

 今の魚谷部長のお話なんですけれども、うちの県だと７月から入ってもおよそ問題はな

いと思います。それと、それぞれの県の御都合があると思いますし、先ほどからまき網の

方々も御発言されていますけれども、当然、定置もまき網も相対するものではなくて、共

存できる漁法だと思うんです。その中で「ＴＡＣを行います」という制限をした瞬間から

バイアスが働いてしまうということは確実にあることだと思うんです、漁獲枠に関して言

えば。 

 だから、まず一つ提案なんですけれども、このステップ１に入るときに、漁業区分ごと

の大枠を今の実績において配分するというのはどうなのかなというふうに思います。大臣

管理と県知事管理の漁業区分ごとの大枠を二つに、おおよその配分枠を示していただくと。

先ほどおっしゃった方がいましたけれども、採捕停止は出ないんだけれども、どのぐらい

獲っているのかと。あとどのぐらい獲ればハードルオーバーするのか、オーバーフローす

るのかというのが目安が分からないと、どうしたって積極的な漁獲活動はできないと思う

んです。だから、ステップ１である程度の目安を示していただくと非常に助かるのかなと

いうふうに思います。 

 以上です。 

○魚谷資源管理部長 ありがとうございます。宮城県では７月からでも漁獲報告、ＴＡＣ

報告という点では問題なかろうという御意見でした。 

 ２点目のステップ１に入ったときの配分というか、考え方なんですが、参考資料４の下

の段を見ていただければと思います。ここのステップ１の「ＴＡＣの配分」というところ

に、一つ目のポツとして「実質的に国一括の管理とし、具体的な配分数量は設定しない」

とあります。その下、２ポツ目ですけれども、こちらで「ただし、都道府県に対し、今後、

具体的な管理を行うために参考となる数量を提示」とございます。これ「都道府県に対し」

とありますが、当然、大臣管理分については水産庁の方から関係する漁業種類の方に目安

というか、今配分したら、通常ルールで配分したら、配分これぐらいですよと。それで止

めたりはしないんだけれども、ちゃんとそれを頭の片隅にというか、念頭に置いてやって

いきましょうねという意味で、こういった形での提示というのは行うこととなっていると

いうことです。 



－69－ 

 ほかの都道府県さん、あるいは漁業種類さん、ステップ１への準備についてですけれど

も、何かありますでしょうか。 

 すみません、ウェブでお三方ほど手が挙がっているようですが、こちら皆さん、今の７

月からのステップ１についてどうかということに対する御意見でしょうか。そこをちょっ

と。 

 では、千葉県さん、今の私からの質問に対する回答のようですので、千葉県さんお願い

します。 

○参加者 聞こえていますでしょうか。 

○魚谷資源管理部長 はい、聞こえています。 

○参加者 ステップ１に行くための条件というか、先ほども長崎県さんの方から御発言あ

ったんですけれども、管理期間の検討というのはステップの中でもされるということで理

解していまして、うちの県も４月から３月、あと７月から６月ということで二つで選べば、

千葉県も４月から３月ということで回答はしているんですけれども、複数の漁協さんの方

から、10月から９月というような案も出てきていまして、今後ステップ１とか２とかで、

そういった管理期間の議論もしていただきたいなというふうに思っています。 

○魚谷資源管理部長 すみません、今、質問したのは、７月からに準備が間に合うのかど

うかというところでございまして、先ほどの４月－３月、あるいは７月－６月以外の管理

期間ということについては先ほど永田の方から申し上げたとおり、ステップ１・２の間で

そういうものも出てくるんであれば、検討についてこの時点で排除しないというか、可能

性としてはあるということですが、まず始めるに当たっては、４月－３月、７月－６月と

いう二つの管理期間で進めたいということであります。 

 ７月からのステップ１ということに対する準備として間に合う、間に合わないというこ

とについては、特段千葉県さんとしてはコメントがないということでしょうか。 

○参加者 そこも含めてステップの方で検討していただければと思っています。 

（「ステップ１の中で」と呼ぶ者あり） 

○参加者 はい。 

○魚谷資源管理部長 今、御質問しているのはステップ１に入るタイミングとして７月が

現実的なのか、困るのかというのを御質問しているのであって、実際にステップ１・２の

間の状況を踏まえて、３に行くときにどうするかということとは別の質問をさせていただ

いたものです。 
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 あと熊本県さんも７月からのステップ１に入ることについての御意見だと理解をしてい

ますが、熊本県さんいかがでしょうか。 

○参加者 音声聞こえているでしょうか。 

○魚谷資源管理部長 はい、聞こえています。 

○参加者 熊本県も長崎県さんと同様なんですけれども、令和６年の７月からのステップ

１は、調整がなかなか難しいというふうに考えております。 

 理由としましては、マダイについては東シナ海系群は令和７年１月１日から、先日のス

テークホルダー会合でステップ１に移行することが決まっております。こちらについては、

本県の方でも漁業者さんの方に、今、説明をしているところではありますが、今、マダイ

の話ですけれども、漁業者さんの中にはいまだに納得されていない方がいらっしゃったり、

もちろん、それでも１月から始まる可能性がありますよということで、ずっと説明して回

っているところではあるんですけれども、今回のブリに関しては、更に短い期間でという

ことと、なかなかマダイほど本県の漁業者も、このブリのＴＡＣ管理について、まだ理解

が得られていないというところもありますので、年度明けてすぐにステップ１を開始しま

すというのは調整上、なかなか難しいのかなというふうに考えております。 

 以上です。 

○魚谷資源管理部長 ありがとうございました。 

 ほかにございますでしょうか。 

 では、先に手が挙がった方。 

○参加者 静岡県としては、７月からお願いしたいと思います。 

 あとちょっと危惧するところが、都道府県の免許の中でブリ類を混獲で揚げている県が

あると聞きますけれども、その辺も都道府県でちゃんと管理していただきたいなと。静岡

では、ほぼそういうことは起きていませんので。 

 以上です。 

○魚谷資源管理部長 では。 

○参加者  

 青森県としても、先ほどから御意見伺っていましたが、都道府県の担当者の方々の意見

だと考えております。私ども漁業者としては、７月１日からスタートしても何ら対応はで

きると考えております。現状、クロマグロの資源管理も並行してやっております。クロマ

グロの資源管理をやりながら、青森の場合は同時期にマグロを放流しながら、ブリを金庫
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網で獲っているという状況です。ですので、７月１日からスタートしても私どもとしては

対応できます。これは漁業者としての意見です。 

 私からは以上です。 

○魚谷資源管理部長 ありがとうございます。 

 誰かほかに。 

 では、お願いします。 

○参加者  

 京都府も７月１日からということで結構でございます。 

 それで、今、問題になっているのは、結局二つのパターン、プラス、10から９月という

のが出ているわけです。そのことと、７月１日には間に合いそうにないので、それをもう

少しずらしてもらえませんかという二つの問題が出ておると思うんです。それで、間に合

いそうにないんやったら、いつからだったら間に合うのか。そこら辺も聞かれたらどうで

すかね。 

○魚谷資源管理部長 ありがとうございます。 

 では、ウェブでいくつかコメントが来ているようですので、読み上げる形で御紹介した

いと思います。 

○事務局 すみません、代わりに読み上げをさせていただきます。 

 山口県からです。山口県も長崎県と同意見ですとのことです。 

 続いて鹿児島県です。本県においては、モジャコから成魚まで県内広域において幅広い

漁法にて漁獲している状況であり、多くの漁業者が利用している資源であることから、ス

テップ１に入る前にしっかり現場に理解を得るほか、浸透させる必要があるため、今年度

７月からの実施は難しいものと考えます。 

 福岡県です。福岡県も長崎県と同意見です。 

 最後、高知県から。高知県も漁業者に丁寧に説明する必要があると考えており、７月か

らの実施は困難と考えております。 

 以上がチャットで来ている７月からの開始についてのコメントでした。 

○魚谷資源管理部長 ありがとうございます。 

 西の方の県では７月からの実施……どうぞ。 

○参加者 すみません、高知県が出たんで。 

 定置漁業者は７月からで結構です。ちょっと怒られるんですけれども。 
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○魚谷資源管理部長 そこは、恐らく定置以外の漁業者のことを考えると、なかなか準備

が整わないということかと思います。 

 西の方の県は７月だと厳しいという意見が出ておりますが、先ほど参加者からもありま

したけれども、では何月ぐらいなら対応可能なのかということについて、要は７月より後

ろ倒し。７月というのは切れとして、②の７月－６月の管理期間の期首に当たっていると

いうことで、ちょうどよかろうということで水産庁としては御提案しているわけですけれ

ども、後ろ倒しにするということであれば、そこはもういずれにしても管理年度との関係

では途中から始まるということになりますので、切れのいいところってなると来年の４月

からみたいなということになります。さすがにこれは、趣旨は永田の方からも説明しまし

たけれども、ステップアップの考え方に基づけば、早めにいろいろな練習─まあ、練習

というと語弊あるかもしれませんけれども、そういうことを早めに始めた方がいいんでは

ないかということで、さすがに４月からというのは、丸１年ということは適切ではなかろ

うということで、その前の切れのいいところで７月ですけれども、７月と４月の間でどう

いうタイミング、仮に後ろ倒しさせるとすれば、どういうタイミングがあり得るのかとい

うことの議論、あるいは理解にも貢献すると思いますので、７月だと厳しいという御意見

言われた県の方におかれては、では何月というのが現実的なのかというのを御意見お聞か

せいただけると助かります。 

 どうぞ。 

○参加者 私が言いましたので。令和７年４月ですか、要は４のスタートからだったら十

分間に合うんじゃないか─十分とは言いませんけれども、時間は取れるんじゃないかな

というふうに思っています。 

○魚谷資源管理部長 ほか。チャットで御意見頂いた県については、チャットで入れてい

ただければ。 

 先ほど石川県さんの方から手が挙がっていたと思います。 

○参加者  

 すみません、発言のタイミングがちょっと遅れちゃったんですけれども、改めまして。

石川県としては、７月の管理始めてもいいのかなというふうには思っております。 

 その心はというところなんですけれども、先ほど魚谷部長もおっしゃっていたとおり、

お試しじゃないんですけれども、まずここのステップ１に乗る辺りでの一番大切なことと

いうのは、ＴＡＣ管理を始めるに当たって皆さん、それ自体に対して反対があるかどうか
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やと思っています。そこの合意というのは、何かこの会合では方向性は皆さん同じなのか

なというのは、こちらとしても感じていたところで。 

 「報告の義務化」とは結構ばしっと書いてあるんですけれども、その下に、一方で「確

認とか報告体制の確立」というふうなところも書いてあるので、そこに関してはステップ

１の中で正にしっかりとやっていくための体制を整える時間なのかなというのも思ってい

たところであります。実際に私らも「７月からできますよ」と言いつつ、細かい部分での

課題というのは出てくるものと思って言っています。なので、そういうふうに１回ステッ

プ１に乗ってから、中身をよりクオリティを上げていくということに進めばいいんじゃな

いかなというふうに思っております。 

 もう一つ言わせてもらうと、ステップ２までに検討する事項というのをステップ１に入

る前には明確にしておく、皆さんで共通認識しておくというのが大事なことなのかなとも

思っています。なので、そこに関しては、ちょっと今日各論になるので、あまり議論する

べきではないかなと思うんですけれども、先ほど北海道の定置協会さんからもあったよう

に、運用の面ですね。枠の融通とか、管理期間分かれている中で、それをどうやって融通

するのかという細かいルールとかが多分課題として出てくるだろうなというふうには思っ

ていますので、そこはステップ１に入る前に明確化した上で示していただいた方がいいか

なとは思っております。 

 ちょっと話がずれましたけれども、その上で７月からしてはどうかなと思います。よろ

しくお願いします。 

○魚谷資源管理部長 ありがとうございます。御意見の中でもありましたけれども、ステ

ップ１の趣旨というのはＴＡＣの報告体制をしっかり構築しましょうという趣旨でありま

して、漁業者さんに対しては漁法に基づくＴＡＣ報告の義務が生じるというのはそのとお

りなんですけれども、このステップ１の趣旨からすれば、周知というのがまずあって、７

月１日からステップ１入ったときに、なかなかうまく報告する体制が整っていない、周知

が行き届いていないというような状況で、ＴＡＣ報告義務違反ですねって。確かに形式上

は違反になるのかもしれませんけれども、そこはそういう状況を見ながら、本当にそうい

うのを違反として罰するという趣旨でのものではないというふうに理解をしています。そ

こは、まずはそういう報告漏れなり何なりがあれば、周知をしっかりする、指導するとい

うことから始めていくということからすれば、準備万全を期すということからすれば、時

間はいくらあっても心配だというのはあると思うんですけれども、３か月あれば、それな
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りにこういう趣旨ですよというのは行き渡って、それから漏れているものについてはステ

ップ１の中でも対応していくというのは可能だというふうに水産庁としては考えていると

いう前提で、７月からを御提案しているというものでございます。 

 なかなか、現場の漁業者の皆さんと、直接対応される県の担当者の皆さんの立場を考え

ると、時間を十分取りたいという気持ちはもちろん分かるんですけれども、そういうステ

ップ１というのは、法に基づく義務化と言いつつも、がちがちで厳しく処分も含めてやっ

ていくんだということでは必ずしもないと。しっかり足らざる部分については指導なり何

なりを行うことによって、そういう体制を構築するというフェーズなんだという前提で、

７月からというところについて御理解を、都道府県の担当者の皆さんにお願いするという

ことになるんだと思いますけれども、そこは御理解いただければと考えているところでご

ざいます。 

 では。 

○参加者  

 ちょっと今日、多分、流通側の話がそんなにないなと思っていたので、改めてなんです

けれども。市場側でも多分、都道府県の担当者で、自分も含めてなんですけれども、基本

的に全ての漁獲量情報が、全て漁業者が現実的に都度都度報告をして収集されている体制

に、あるところはあるんですけれども、多分なっていない県が結構あると、いまだに。当

然。それはいろいろな事情があってそうだと思うんですけれども、流通側サイドでも、こ

の情報の収集の構築を急いでやらないと、市場側もそうなんですけれども、多分、県の担

当者としても正確な情報が得にくいというのと、大島副部長も言われたように、非常に定

置の沿岸の情報だけじゃなくて、中まきも含めて、そもそもきちんとした、銘柄別であっ

たりで、漁獲量情報がないと、資源評価そのものがどうなのという話だと思うんです。こ

れは既存ＴＡＣ魚種でさえ既にそんな状況にあるので、今の資源評価の情報がどうこうと

いうわけではなく、今あるデータで多分最大でき得る資源評価をしていただいていると思

うんですけれども、その基礎となる部分というのが、そういった漁獲実績をしっかりと正

確に積み上げていくことがデータの補完にもなり、正しい資源評価につながり、管理にも

つながってくるということになるので、ステップ１に関しては、もちろん現場での説明と

いうのはあると思うんですけれども、市場側とか、そういった情報のシステムとか、あと

資源評価の精度を上げるという意味でも、これは早い方が間違いなくいいんじゃないかな

というふうに思っています。 
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 あとは流通サイドの市場の仲買であったりとか、そういった方とも来る前にいろいろと

話をしていたんですけれども、やはり早くそういった、突然、明日から獲れませんよとか

という議論ではなくて、そもそもそういった管理に入っていくということを市場側も慣れ

ておきたいというか、知っておきたいという声が結構あって、獲れるときにどーんと一気

に水揚げがあって、市場の相場が値崩れして、全くもってその資源が売れませんよとか、

値段しないんでぽいぽいされるみたいな揚げ方は市場としても非常に困ると。なので、こ

れはブリに限らないんですけれども、安定的に水揚げがあって、それをしっかり流通サイ

ドに乗せていく、回していくという揚げ方をしたいということなので、流通側ももちろん、

全部がそうじゃないですけれども、自分が聞いている流通のサイドの方は、このブリのス

テップ１の話については早く入った方がいいんじゃないかという声は聞いているところで

す。 

○魚谷資源管理部長 ありがとうございます。 

 では、ウェブでいくつか御意見頂いているそうなので、それについて。 

○事務局 鹿児島県さんからです。期間について。マダイについても並行して説明してお

り、県内のほぼ全漁協への説明が必要であることを考えると、短くとも１年は頂きたいで

すという御意見です。 

 もう一つ御意見頂いていまして、一消費者として発言させていただきますが、漁業法は

2018年に改正され、2020年に施行しました。ロードマップは令和２年に公表され、ブリの

ＴＡＣ導入の優先順位が高いことは、その頃から漁業者には伝わっていたと思います。

様々な水産資源が減少している中、将来も水産物を利用していくためにはＴＡＣ管理は必

須であり、先延ばしせずに導入を進めていただきたいと思いますとの御意見です。 

 鹿児島県さんから追加で、ステップ１に入った場合、漁獲量（重量）での報告になろう

かと思われますが、モジャコはどのような報告方法を検討されているのでしょうかとのこ

とです。 

○永田資源管理推進室長 今のモジャコの換算というか、報告についての御質問のところ

についてお答えいたします。 

 現状、モジャコの採捕計画とか採捕の実績というのは重量ベースではなくて尾数ベース

で管理されていると承知しております。なかなか１匹ずつ目方を量ってというのは難しい

ところあるとは思いますので、ここはそれぞれの現場において適切な、これは県庁なりで、

水産庁も必要に応じ相談乗りたいとは思いますが、換算、１尾当たり何グラムというよう
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なところで、まずは始めていただくということかなと思っています。 

 当然必ずしも全国で同じサイズを獲っているとは限らないので、一律の係数とするかど

うかというところも含めて、その関係の方々と詰めていきたいとは思いますが、今考えて

いるのはそのような方法です。 

○魚谷資源管理部長 どうぞ。 

○参加者 私も石川県なんで、ちょっと石川県続いて申し訳ありません。 

 今日の話聞いていた中で、まず午前中に若齢魚の放流の話がありましたけれども、これ

については全国獲れる所で求めている商品サイズというか、それぞれ違うものですから、

これについては小さいの揚げれば放流がいいというわけじゃなくて、大きくても値段の悪

いものは放流したらどうかということだろうと思うんですけれども、そういう形のものに

ついてはそれぞれの地区で、そんなにも商品にならないような、劣るものについては放流

するような方向でいってほしいなというのは、こちらの感想です。 

 それと、今の北海道さんも言っていましたけれども、一番ブリの定置でやっていて困る

のは、大量にどっと入ってしまったときに、しかも、僕らも寒ブリを獲るのが目的ですか

ら、寒ブリというのはまとまるときまとまるものですから、それを今年も─今年はたま

たま10年ぶりに北陸に寒ブリがやってきて、僕らの網で個人で行った場合に、12月に入っ

たものを２月に入ってまでまだ市場出していました。そのぐらい時間をかけて少しずつ出

荷しているんですけれども、そういうふうなことをやっている都道府県というのは北陸ぐ

らいかなと思っているんですけれども、そういうこともあって、大量に一度にどっと入っ

たときにどうするかというのは、本当に考えていただきたいなというのは思いです。 

 そのために、私どもとしたら、できるだけ商品サイズにならないようなものは、お金は

するんでしょうけれども、劣るものについては放流するように努めればどうかなと思って

おります。 

 以上です。 

○魚谷資源管理部長 御意見ありがとうございます。そういう大量に来たときとかにどう

対処するかということについては、繰り返しになりますけれども、融通ですとか留保、さ

らにはブリについては資料にも書かれておりますけれども、繰越し、あるいは繰入れとい

う形でどこまで対応できるのか。これはまだ試算の結果等出ておりませんので、ステップ

１・２の間にしっかり心配が減らせるような仕組みを構築していくということで御理解を

頂ければと思います。 
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 すみません、時間も午後に入ってからかなりたちましたので、この辺で20分ほど休憩を

したいと思います。これまで目標、あとシナリオについてどれを希望する、あるいはどれ

は駄目だというような具体的な議論がなかったので、再開後はそういったことも含めて、

御意見を頂戴できればと思っております。 

 それでは、今15分ぐらいですので、３時半に再開をいたします。よろしくお願いします。 

午後３時１２分 休憩 

午後３時３０分 再開 

○魚谷資源管理部長 それでは、時間となりましたので、議論を再開したいと思います。 

 それでは、先ほど手が挙がっていた、すみません、お待たせしました。 

○参加者  

 休憩時間に入ってしまったので。本当はちょっと違う質問をしようかなと思ったんです

けれども、少し変えまして、スライド番号で言うと４ページ目、５ページ目、漁獲シナリ

オ、どれにしようかというところで、これ上段も下段も最終的にはほぼ同じ数字が目標と

して並ぶというところで、ただ上はＳＢｍｓｙ、下がＳＢＲｍａｘというところで。すみ

ません、ちょっと午前中の話になってしまうかもしれないんですけれども、それぞれ何が

違うのかというか、どういう特徴があるのか。例えば上段、ＳＢｍｓｙだとブリの資源と

して何歳プラス……。午前中の資料５の例えばスライド９ですとか、ＭＳＹのところは３

歳以上のところが非常にボリュームが多くなると。ＳＢＲｍａｘのところですと、大体２

歳までのところがボリュームが多くなるというような状況にあるのかなということを実際

に漁獲に落とし込むと、最終的なＴＡＣは同じだけれども、例えば入網するような魚種、

ブリの体長組成がＳＢｍｓｙのところであれば大型の方が比較的割合が多くなる傾向が予

想されますとか、ＳＢＲｍａｘであればそれより小さい、比較的─まあ、中型サイズま

でが多くなる傾向にありますとかというような、この数字だけじゃなくて、その裏にある

意味というところを少し教えていただければと思うんですけれども。もしかしたら大島副

部長の方になるのかもしれませんが、すみません、お願いします。 

○大島副部長 ありがとうございます。まず漁獲シナリオの資料の４ページ、５ページの

ところで、それぞれ４ページの方がＳＢｍｓｙ、目標管理基準値案を目標とした場合、５

ページの方が加入量を最大にする親魚量を目指した場合というところで、まず両者で何が

違うのかというところです。一番違うのは、それを達成するための漁獲圧の大きさが違う

ということです。 
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 例えば目標管理基準値案、ＳＢｍｓｙ、これ22.2万トンですけれども、それを目指そう

とするのであれば、今よりも漁獲圧をより引き下げる。こっちの加入量を最大にする親魚

量、当然それを目指すためには下げるんですけれども、下げる度合いは目標管理基準値案

を目指すよりかは、それほど下げなくていいという、だからそこの違いです。そこの違い

が、最終的に到達する漁獲量というのは、例えば2030、同じ、13万トン弱というところな

んですけれども、何が違うのかと言えば、それはそこに至る過程です。目標管理基準値案

を目指す場合というのは下げる度合いの方が大きいので、初期の漁獲量の減り分が大きく

なるわけです。なので、例えば漁獲シナリオの４ページの2024年の0.95を見ますと、これ

は8.3トンになるわけです。もう一方の５ページの同じところ、位置です。目標を加入を

最大にするところにすると、9.1万トンと。つまり、初期の減りが違うわけです。ただ、

最終的に至るところはこれは一緒のようなところになっているわけですけれども。だから、

至るプロセスが違うということです。 

 もう一つの御質問にあったところですけれども、こちらに関しては資料５の10個目のス

ライドです。スライド10を御覧になっていただきまして、いわゆる、これはそうした場合

にどんな構成になるのが期待されるのかというところだと思うんですけれども、例えば現

状でいいますと、現状、大体漁獲の半分ぐらい、重量ベースで言うと半分ぐらいが０歳と

１歳ですって私の説明の中で申し上げて、今、例えばここにありますＳＢＲｍａｘを達成

するときの漁獲の構成って大体０・１歳が半分ぐらいですよね。なので、今とあまり変わ

らないと。目標管理基準値、この図で言いますと、ちょうど真ん中ら辺にある22.2万トン

と、この緑の縦の点線ですけれども、このときというのは２歳と３歳の割合が増えていく

と。つまり、この漁獲量曲線の横軸が平均親魚量になっていますけれども、これをそのま

ま、例えば漁獲圧に置き換えることができて、漁獲圧が小さくなると親魚量が大きくなる。

右側にいきますよね。漁獲圧を強くすれば、親魚量が減ってきますので、全体として左側

にいくわけで、まずだから漁獲圧をどうするかによって変わってくるというのと、そのと

きによって将来的に期待される資源の構成、あるいは漁獲の構成というのも変わってくる

というところになるのかなと思いますけれども、このような説明でよろしかったでしょう

か。 

○参加者 ありがとうございます。となると、単純に例えばたくさん放流を、ＴＡＣを守

るためにも放流をするとなったときに、ＳＢｍｓｙを目指していた方が、よりたくさん放

流をしなきゃいけないけれども、大型魚も当然たくさん入ってくる可能性は高くなる。合
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っていますか。 

○大島副部長 ありがとうございます。そこら辺、ちょっと獲り方の話になってくるので、

放流するかどうかというところは別として、結局さっき言いましたとおり、例えば、だか

ら近年のところで見た場合というのは、いわゆる置かれる、いわゆるＡＢＣ、生物学的な

許容される漁獲量というのが変わってくるわけです。目標を目標管理基準値案22.2万トン

にした場合というのは、今よりも随分漁獲圧を踏み込まなきゃいけないのは、当然いわゆ

るＡＢＣというのは下がってくるわけです。だから、そこら辺が結果として今おっしゃら

れた放流する分とか、そういったところになるのかもしれませんけれども、そこら辺、私

もなかなか深くは言及しませんけれども。そうでない場合、加入量を最大にするというの

を目指した場合というのは、ＡＢＣというのは今よりも、目標管理基準値案を目指すより

も上がってくるという話になるかなと思いますけれども。 

○参加者 すみません、分かったような、分からないようなという状況で申し訳ないんで

すけれども、ちょっと僕が分かるまでしようと思うと多分１時間ぐらい掛かりそうなので、

ひとまずこれで。そういう違いがあるというところは少し分かりました。ありがとうござ

います。 

○魚谷資源管理部長 ありがとうございます。 

 それでは、ほかに御意見、御質問。 

 どうぞ。 

○参加者 

 午前中の資料５の中で８ページの「加入量と親魚量」というところがあって、これを見

ると明らかで、加入量がよかった２年後とか３年後に親魚量がすごい増えているというふ

うに読み取れると思います。問題は加入量を増やすということが大事なのではないのかな

と。親魚量を増やす上でも加入量を増やして、その２年後、３年後に期待をするというと

ころが一番大事なのではないのかなということと、参加者の方からも発言あったように、

過去最高を超えるようなＭＳＹを目指すということよりも、過去最大ぐらいのところ、加

入量が最大になるシナリオを選択するのが私はいいのではないかなというふうに思ってい

るところです。漁獲シナリオのどれを選ぶかというところの話ですけれども、それをトー

タルしたところで言うと、加入量を増やすべきやというところで、ＳＢＲｍａｘがいいの

ではないのかなというふうに思います。 

○魚谷資源管理部長 ありがとうございます。変動緩和措置あり、なしが、ＳＢＲｍａｘ
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を目標とする場合にあるわけですけれども、そちらについては御意見何かございますでし

ょうか。 

○参加者 私は、ない方がいいのかなと思います。 

○魚谷資源管理部長 ありがとうございます。 

 では、どうぞ。 

○参加者 ちょっと理解を深めるために教えてください。 

 今、例えば資料６の変動緩和措置のある二つの見比べなんですが、例えば2024年で、ど

ちらも変動緩和を付けると9.5万トンという数字で、そのときの、特に５の方で2034年の

親魚量のＳＢｍｓｙがどうなるかが僅か11％という数字になっている。その違いは、25年

に片方は3,000トンを多く増やす、片方は９万1,000トンまで、4,000トン減らす、これが

これだけの76％と11％の差にほぼなるんだという意味でよろしいのかお聞きしたいこと。 

 もう一つは、すみません、この９万5,000や９万1,000トンというのは、ここから韓国の

漁獲分を減らすという理解でよろしいんでしょうか。もしそうならば、韓国のどの数字を

減らすのか、ちょっと教えていただきたいと思います。 

○魚谷資源管理部長 １点目は大島副部長、いかがでしょうか。 

○大島副部長 ありがとうございます。１件目はこちら側への質問かと思います。 

 すみません、私、キャッチをうまくできていなくて、もう一回、一つ目のことについて

御説明いただけますか。すみません。 

○参加者 すみません。2024年の0.95の緩和措置の４ページ目の方は９万5,000トン、そ

れから次の５ページ目も例えば９万5,000トンって同じ数字が出ていて、翌期が片方は

2025年が9.8、片方は9.1という数字が出されているけれども、例のオレンジ色になった部

分の22.2万トンのＳＢｍｓｙを達成する確率が片や上の方では76％、片方11％。違いがど

うも、この一、二年の部分しかないように見えるので、そこがもう決定的に加入量に影響

するんだというような見方をされているのか、ちょっと教えていただきたい。 

○大島副部長 ありがとうございます。４ページの下側の表と５ページの下側の表の比較

です。 

 まず４ページの方というのは、目指しているというのが22.2万トンを上回るような漁獲

圧で漁獲しましょうというので、当然今よりも下げ幅が大きい、漁獲圧の下げ幅は大きい。

もう一個、５ページの方の下の方は、いわゆる加入量を最大にする親魚量、すなわち17.9

万トン。だから、22.2万トンよりも小さいです。だから、低い目標に向かって、それを上
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回るような目標で、漁獲で、漁獲圧にしましょうということで、漁獲圧の減らし幅が22.2

万トンを目指すよりかは、そこまで下げなくて済むわけです。なので、10年後の達成確率

が異なってくると。そもそもの漁獲圧の掛け方が上の方は厳しくて、下の方はちょっと緩

くなるという見方になると。なので、2024年は同じなんですけれども、翌年は変わる。だ

から、2025年も、より踏み込んだ、10％の制限はありますけれども、ただし、より踏み込

んでいるわけです。 

 両方とも9.5万トンになるというのはどういうことかというと、普通にやっちゃうと

10％以上下がっちゃうわけです。なので、そこで歯止めが掛かって9.5万トンで止まるわ

けです。なので、それは10％の緩和策のメリットが効いたんですけれども、その後はそこ

まで下がらないから、そのまま正直な漁獲圧の結果によるわけです。ですので、上の方は

9.1万トン、下の方は9.8万トンになるというところ。 

 おっしゃられたとおり、よくちゃんと御覧になっておられてとても感謝するんですけれ

ども、特にそこ２年の差が大きいわけです。その後の３年目以降はそこまで差が出てこな

いんですけれども、特にそういうところの見方になるのかなと思います。すみません、よ

ろしいでしょうか。 

○永田資源管理推進室長 二つ目の方の点について私の方からお答えいたします。 

 韓国も同じ資源利用していて、近年で言うと全体の10％前後の漁獲があるというデータ

にはなっておりますが、これは１回目のステークホルダー会合のときにも少し申し上げま

したが、この資源の主要な産卵場、分布域は、我が国周辺海域ということもあり、全量を

我が国のＴＡＣとして設定するということを今考えております。例えば、どれでいいのか

分かりませんが、先ほどおっしゃった、例えばＳＢｍｓｙを目標とする変動緩和ありとし

た場合、2024年のＴＡＣを設定するとした場合には９万5,000トン、また2025年、評価更

新した結果、数字がどうなるかというのはありますけれども、この表のとおりだったとす

ると、2025年は９万1,000トンを我が国のＴＡＣとして設定するということを今考えてお

ります。 

○参加者 すみません、ちょっとこの界隈で韓国の分引くんだという話が出ていたので、

じゃ、それは勘違いということで。はい、分かりました。ありがとうございます。 

○魚谷資源管理部長 ほかにございますでしょうか。 

 どうぞ。 

○参加者  
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 ちょっと確認だったんですけれども、今回、ＰＧＹの一種としてのＳＢＲｍａｘという

新しいのが出てきて、要望に誠実に対応して水研さんの方では淡々と計算をされて、こう

いう結果になるなというのがよく分かるんですけれども、ステップ３の最終段階でのリビ

ジョンのときに、そのときにもこのＳＢＲｍａｘという管理目標が採用されることは、今

回みたいなＳＢｍｓｙと遜色のないパフォーマンスが得られるというような前提条件がも

ちろんですけれども、そういうところが担保されれば、ガチな目標値としてもＳＢＲｍａ

ｘが採用されることはありという整理で今回御提案いただいたのかどうか、そこをちょっ

と確認したいです。 

○魚谷資源管理部長 資料６のスライド３ですか、こちらにも書いていますが、このＳＢ

Ｒｍａｘというのは「暫定的な」と書いてございます。これについては漁業法に書いてあ

る資源管理の目標のところの定義に沿えば、これで未来永劫いくということにはならない

んだろうという認識は我々水産庁としてもあって、この「暫定的な」というのを入れてい

ます。 

 この「暫定的な」がいつまでかというところは、現時点ではいつまでだという想定があ

るわけではありません。それについては、当然、今回仮に決めるとすれば、ステップ１・

２の間はこの暫定的な目標を使い続けるということですが、午前中の大島副部長の御説明

があったように、３年の間にはチューニングですとか、そういったものに対して必ずや進

展を得るんだという意気込みでやられるということですので、ステップ３に入るときに資

源評価自体がどうなっているのかというところも踏まえて、引き続き暫定的な目標を当面

使うということにするのか、あるいは法の規定に従って、本来の─まあ、「ガチな」と

おっしゃいましたけれども、目標管理基準値であるＭＳＹを目指すことにするのかという

ところは、またステークホルダー会合等で資源評価の進展も含めてお示しした上で決める

ということになろうかと思います。ですので、現時点で、ステップ３に入ったとしても、

この暫定的な目標を使い続ける可能性が排除されているわけではない、というふうに御理

解いただければと思います。 

○参加者 分かりました。ありがとうございます。 

 ちょっと気になったのは、今回のこういうようなＳＢＲｍａｘって、言わばＰＧＹ的な

運用というのかな。再生産曲線にリッカーやっていないとできないですよね。ホッケー・

スティックやべバートン・ホルトではできない。となると、資源によってこういうことが

できる、できないというのが出てきちゃうのがどうなの。いいのかもしれないし、ブリだ
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けで考えればいいんだという話になるかもしれないし、でも実際、再生産曲線を我々現場

で当てはめるときには、かなりもう砂上の楼閣のようなフィッティングなので、ちょっと

間違えればホッケー・スティックになったり、ちょっと間違えればリッカーになったりみ

たいな状況でやっているので、あまり、たまたま当てはめられた再生産曲線の性状によっ

てＰＧＹの運用幅が一個増えたり、減ったりというのがあるのは、ちょっと……まあ、水

産庁的な立場でしゃべっちゃっていますけれども、全体を見たときの運用としてどうなの

かなというのがちょっと気になったので。ステップ３以降の管理目標をどういうふうに考

えるかというところには、ちょっとそこは考える必要があるんじゃないのかなというのが

思ったというところがありました。 

 今、魚谷さんがおっしゃられたように、実際に、先ほどうちの者からもいろいろ出まし

たけれども、恐らくステップ３の段階で、さっき午前中の水研さんの説明でもあった資料

を見る限りでは、チューニング入ってくると、かなり評価の雰囲気というか、特にこの近

年のモジャコの指数だとか、密度指数、稚仔魚の密度指数なんかは減少傾向にはあまりな

い中で、ＶＰＡベースの加入尾数が何となく減少傾向にあるみたいなところが、そのやり

方によってかなり変わってくると、再生産関係の絵柄も相当変わってきちゃいますし、さ

っき午前中、参加者も言いましたけれども、そういうような中で今回、目先、ＴＡＣをど

ういう数字でどういう仮目標を置いてやるかというのには、どこに議論のポイントがある

のかというのが、本当にこのままいくんであれば、将来的な目標の達成確率みたいなとこ

ろをごりごり見ていかなくちゃいけないんでしょうけれども、現状、ちょっと言葉が悪い

ですけれども、どうでもいいというか、それだったらもう本当に目先の減少幅が一番少な

いところを選ぶというのが漁業者さんとしては一番いいのかなというふうなのがあって、

さっき京都の方もおっしゃられていましたけれども、もしこの４シナリオの中にそういっ

たステップ３以降の大幅な改定も含めた中での、あくまで暫定的な二、三年という措置の

中での一長一短というのが４ステップの間にあるんであれば、言語化して、それをばーん

と示して、やっぱりこの数値見ていても、生産者の皆さんとか業界の皆さん、なかなか分

からないと思うので、こういう長所があるよ、短所があるよみたいなところの示し方で何

か選択をするというような形に持っていかないと、結局、何か、どれにしようかなと決め

るしかないかなというような気もちょっとするんですけれども。 

 ここは研究機関があまり関わる部分ではないと思うので、業界の皆さんの意向で考えて

いただければいいのかなというふうには思います。 
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 以上です。 

○魚谷資源管理部長 ありがとうございます。そこは正に、先ほど資料６の３ページでも、

今回、暫定的な目標を使う前提として、今後更なる資源評価精度の向上を進めることとし

ていることということで、今後、資源評価が更に改善し得るという前提で、まずはこの暫

定的な目標でやっていきましょうと。そのことについては、先ほど参加者からも話があり

ましたけれども、22.2万トンというのは、過去、資源評価の中で観察された値を超えてい

ると。現状が一番、18.7万トンですか、これが過去最大だということ、そういったところ

に対する漁業者の皆さんの考えというか、御意見というのもあるというふうに私としても

理解をしておりますので、そういう中で当面は加入のポテンシャルが最大になるところ、

これはリッカー型曲線に依存しているというのはそのとおりでございますけれども、そう

いう中で、まずはこの最大になるところ、22年の親魚量は超えているわけですから、そこ

の維持というのを当面は目標に管理を進めていって、それの一方で、管理のやり方、ある

いは評価の改善というのを進めて、その結果を見てその先、ステップ３にどういう形で進

むのかというのをまた議論しましょうという、そういう整理ということで御理解いただけ

ればと思います。 

 ほかにございますでしょうか。 

 どうぞ。 

○参加者  

 端的に申し上げまして、現段階では暫定的な目標として加入量が最大となる親魚量、ペ

ージで言いますと５ページの③、漁獲シナリオ（案）の「ＳＢＲｍａｘを目標とする場合」

というところの10％以内の削減幅がないというものを選択したいというふうに考えます。 

 以上です。 

○魚谷資源管理部長 ありがとうございます。 

 どうぞ。 

○参加者 前回のステークホルダー会合のときにも僕申したんです。そのときも言ったん

ですけれども、それこそＳＢｍｓｙの22万2,000トンというの、それこそ多いんじゃない

かと。過去に獲ったことない数量ですよね。そうじゃなくして、今、参加者が言ったよう

に、ＳＢＲｍａｘですか、17万9,000トンを目指した方がいいんじゃないかと、北海道と

して思います。 

○魚谷資源管理部長 ありがとうございます。10％の削減幅についてはいかがでしょうか。
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あり・なし、どちらがいいという御意見、特にない。 

○参加者 10％削減幅あり。 

○魚谷資源管理部長 削減幅ありの方がいいということ。はい、分かりました。 

 では、どうぞ。 

○参加者 

 岩手の参加者と全く同じ意見で、漁獲シナリオ案、ＳＢＲｍａｘの10％以内なし、こち

らの方をお願いしたいと思います。 

○魚谷資源管理部長 ありがとうございます。 

 では、どうぞ。 

○参加者 静岡県定置もＳＢＲｍａｘを目標とする場合ということでお願いします。 

 あと、なしの方でお願いしたいです。 

○魚谷資源管理部長 ありがとうございます。 

 ほかにございますでしょうか。ウェブの方は。 

 それでは、ウェブの方から御意見、御質問があるそうです。お願いします。 

○参加者 すみません、こちら聞こえておりますでしょうか。 

○魚谷資源管理部長 はい、聞こえております。 

○参加者 聞こえますか。 

 一つ、水産庁さんにちょっと文句といいますか、苦情といいますか、ありまして、ちょ

うど僕、今、両方入っているんですけれども、ちょうど今日、漁連さんが資源管理の講習

会をやっていますよね、19日。こちらの方が多分、先に決まっていたんですけれども、そ

れに何でこれのブリのやつをかぶせてきたのかなというのが正直ありまして。漁連さんの

話、講習会もかなり非常に良い話をしているので、資源管理ほかで重要なやつがあるとこ

ろに、こういう重要な会議をかぶせてほしくないなというのが正直なところありまして、

今後こういうのもちょっと御配慮いただけたらと思います。というのが１点です。 

 もう一つあるのが、意見というか、要望といいますか、ＴＡＣを今後進めていく中で、

ブリ、このままいくとＴＡＣになるだろうということで、漁業者の方も賛成しているので、

そうなることは避けられないなとは思ってはいるんですけれども、今のＴＡＣ管理でいく

と、正直、多分、漁業者さんが思っている漁獲量は獲れないんじゃないかなというのがあ

ります。今、サバとかアジとかで見ていても、国のＴＡＣの数量というのは大体漁獲７割

ぐらい獲れているかなという感じはするんですけれども。なので、実際、県ごとに分けて
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いくと、どうしても死に枠が出てきますし、融通とかも今もそんなすごいすんなりいって

いるわけではないと思います。「下さい」と言ってすぐ出てきているわけではないので。

実際、ＴＡＣ割当てされた100％が獲れるわけではないですね。なので、ただ、ＭＳＹの

考え方としては獲り過ぎてもいけないし、獲らなさ過ぎてもいけない。なので、持続的最

大生産量ということで、その数値が一番生産量が上がるという数値出しているのがＭＳＹ

なので、漁獲量としてはその100％消化するというのが理想なんだと思うので、水産庁さ

んには今ある、今のＴＡＣの運用では絶対100％いかないと思うので、ステップ１に行っ

て、これからステップ３に行くと思うんですけれども、ステップ３に行く前に、このブリ

なんか特にそうなんです。年変動が激しい資源なので、県によって全然違ってくるので、

年によって全然違ってくるので、必ず─必ずというか、100％消化できるような体制を

作ってからステップ３、規制かけるような形でしていただきたいと思いますので、よろし

くお願いしたいというのと、何か今の考えの中で、こうすれば消化率100％できるのかな

ということで考えている案とかありましたら、また教えていただけたらと思いますが、お

願いできますでしょうか。 

○永田資源管理推進室長 資源管理推進室長でございます。 

 すみません、今日、もう一つ会議が同じ日程、同じ時間で重なってしまっているという

ことについては、おわび申し上げます。どちらも資源管理推進室の関係する会議で日程調

整の中でどうしても同じ日になってしまったということ、申し訳ありません。そういうこ

とのないように調整をしていきたいと思っております。申し訳ありませんでしたというの

が一つ。 

 今、ＴＡＣで消化率をなかなか100％にするのは難しいんではないかということにつき

ましては、今日の資料の中でも、例えば大きい話としては参考資料６の「新たなロードマ

ップ」においても「ＴＡＣ管理の運用改善」というところで、「ＴＡＣ導入した資源につ

いて、各資源の特性や漁業の実態等を踏まえ、ＴＡＣ管理を円滑に進める上での課題につ

いて、関係漁業者等とも協力しながら解決を図る」ということを書いておりますし、三重

県さんも含めて、ほかの資源に関する会議でもいろいろと御紹介させていただいたりして

いるので、御存じのところはあるかもしれませんが、本日の資料、参考資料５という中で、

「ＴＡＣ管理の柔軟な運用について」ということで、いくつかこれまでも既存のＴＡＣ魚

種で取り入れてきた留保からの配分ですとか、そこからの迅速な配分、更には融通とか、

そういったことも書いてあります。それに加えて、新たに今後こういうことも検討してい



－87－ 

ますというところで、この参考５で言うと資料５、５ページ目以降ですけれども、翌年度

からの繰入れですとか、そういったことも考えていたりします。 

 具体的に今回、このブリについては管理期間を二つ設けて、ずらす中で、先に管理期間

が終わるところの未利用分をうまく後半で使えないかとか、そこでうまくそういったもの

を使えたところは翌年で、逆にあらかじめ何か調整するとかということができないかとい

うところもちょっと念頭に置きながら提案しているところではございますし、さらに、実

態を踏まえて関係の方々から、こういうことできないだろうか。既に翌年度からの繰入れ

だとか翌年度への繰越しというようなところについても御提案頂いておりますし、ここは

皆さんといろいろとできること、こういうのがあったらいいなというところについて、応

えられるかどうか、全てできるとは限りませんけれども、具体的な提案頂きながら議論を

進めてまいりたいと思っているし、それが正に今日の資料でも書きました、ステップ１入

った以降での重要な課題だというふうに認識しておりますので、いろいろ御意見頂き、具

体的な御提案頂きながら議論を進めてまいりたいと思いますので、各県の御担当におかれ

ましても、御協力をお願いいたします。 

○魚谷資源管理部長 ほかにございますでしょうか。 

 どうぞ。 

○参加者  

 今年の７月から始めるかどうかは、また後でコメントさせていただきたいんですけれど

も、資料６の最終ページの事務手続についてちょっと確認させてください。 

 ＴＡＣ意見交換会がこのスケジュールどおりにいくと、来年の１月頃ということなんで

すが、ごめんなさい、私が知らないだけかも。例えば、対馬系のカタクチ・ウルメはシナ

リオを決めてＴＡＣ意見交換会をやって、その後ステップ１に入ったかと思うんですが、

これはどういうふうに。要は、例えば９か月しか管理期間がないから、ＴＡＣ意見交換会

やらないのか、９か月でも一応ＴＡＣを設定するのか。その辺を、すみません、さっき説

明があったのかもしれませんけれども、ちょっと分からないので、教えてもらっていいで

すか。 

○永田資源管理推進室長 御質問ありがとうございます。今、御質問あった点については、

今日はまだ説明していなかった点でございます。 

 カタクチ・ウルメのときはステークホルダー会合のとりまとめ、目標、シナリオをとり

まとめたステークホルダー会合から次のＴＡＣの開始までの間に資源評価が更新されてい
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ました。新しい資源評価が出ましたので、シナリオとして、目標、シナリオは決まってお

りましたが、それに当てはめたときにどのようなＡＢＣ、ＴＡＣになるかという資源評価

の説明と、具体的なＴＡＣの数字を、数量を御説明する必要があったので、ＴＡＣ意見交

換会を改めて開きました。 

 今回、ブリに関しましては、例えば令和６管理年度を７月から始めるとした場合に、も

う今の評価が最新でして、それが更新されるということではないので、最新の評価に基づ

いて、このシナリオを当てはめて算出した、するＴＡＣはこうなりますということで、今

日お話ししているこのシナリオのところの「2024」と書いてあるところの数字がＴＡＣに

なりますということも併せて御説明するということで、改めてのＴＡＣ意見交換会の開催

はないと、そういう考えでございます。 

○参加者 分かりました。ありがとうございます。 

○魚谷資源管理部長 ほかにございますでしょうか。 

 ウェブからです。どうぞ。 

○参加者  

 御説明を聞いていた中でちょっと疑問に思った点なんですけれども、資源評価をするに

当たっては農林統計が基本になっているということですけれども、農林統計自体が統計法

の関係がありまして、統計以外の目的で使用するには、公表後でなかったらできないとい

うことから、実際の漁獲から１年以上たった数字しか用いられないんです。一方で、今日、

資源評価の中で資源量と年齢別資源尾数というところで出していただいていますけれども、

漁獲も含めて当歳魚の割合が非常に高いと。こういうような状況で、要は農林統計で正確

な漁獲情報が得るのが、当歳魚の漁獲が終わった後にしかならない。この点についてもう

ちょっと資源評価を正確にして、適正な漁獲量を示せるような方策というのはないものか。

これは水産庁さんを始め、公的機関が漁獲の水揚げを一元的に見ていないというのが原因

として考えられますので、そこらの対応を今後どうしていくのか教えていただければと思

います。 

 以上でございます。 

○魚谷資源管理部長 まずは、評価の面からの回答をお願いします。 

○大島副部長 ありがとうございます。現在は漁獲量の総量に関しては今御指摘のあった

とおり農林統計で、今回の令和５年度の資源評価に関しての最新年は、2022年というのが

最新になっております。ただ、今おっしゃられたとおり、もっと最近のところまで使えて
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いる状態ではないというのは、これは統計の性質上しようがないのかなと思います。 

 今後ですけれども、今いろいろお話がありました、次のステップに移ったときには漁獲

量というのが報告されてくると。つまり、リアルタイムで漁獲量が入ってくるというとこ

ろから、今後に関して、今後期待されるものとしては、より近いところまでの情報を含め

た形での評価というのもできるのかなというところは期待はしているところであります。 

 ありがとうございました。 

○永田資源管理推進室長 水産庁からも補足いたします。漁獲量等のデータ収集につきま

しては、今、スマート水産業の取組の中で市場のシステムとかと連携して、漁獲情報を早

く集計できるような体制整備進めているところですので、そういった意味で漁獲量が集計

できるタイミングというのは今よりも早くなってくるのではないかなというふうに考えて

おります。 

 そういったことも踏まえまして、何度も参考資料の話をして申し訳ないですが、参考資

料６の「新たなロードマップ」の中でも、例えば「資源調査・評価の高度化」という上の

方の薄いオレンジ色の一番下のところには、「最新（当該年）のデータを用いたタイムリ

ーな資源評価を可能なものから順次実施」ということで、こういう取組も進めていこうと

いうことで我々取り組んでいくつもりでおりますので、より新しいデータを使って、より

精度の高い評価というところにはしっかりと漁獲情報を集めていく、報告もしていただく

ということが基本になってきますので、その辺りも含めて皆さんと取り組んでいきたいと

思っております。 

○魚谷資源管理部長 ほかにございますでしょうか。 

 それでは、議論の方は出尽くしたようですので、最後に議論のとりまとめをしたいと思

います。水産庁の方で整理をしたいと思いますので、一旦休憩を挟みたいと思います。10

分、15分程度頂ければと思います。また再開、我々準備が整ったときにマイクでお知らせ

をしたいと思います。 

 それでは、休憩に入ります。 

午後４時１１分 休憩 

午後４時２５分 再開 

○魚谷資源管理部長 それでは、会議の方を再開したいと思いますので、席にお戻りいた

だければと思います。 

 議事進行上、私としては非常に不本意ですが、この時点で参加者から確認したいことが
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あるということですので、ウェブで参加の方からお願いします。 

○参加者  

 すみません、ちょっと質問のタイミングを逃してしまいまして申し訳ございません。 

 先ほど長崎県さんからも出ていたステップ１に移行する時期についてなんですけれども、

我々出先、県の出先として一般の漁業者の方に対して先般、昨年のステークホルダー会議

以降、いろいろな漁業者さんが集まる会議において、今のブリのＴＡＣ魚種指定に当たっ

てどんな議論がされているのか、どういう考えなのかというのを丁寧に寄り添って説明を

してきたところです。 

 その一方で、漁業者さんにとってはクロマグロで非常に苦労されてきたという経験から、

またそれに加えてブリもＴＡＣ化されるのかという不安の声であったりとか、反対意見と

いうのが多数あります。 

 そうした中で県の方からも、今回、水産庁さんからも示されましたけれども、より水産、

漁業者の方が負担の少ない形、どういった形であれば理解されるのかというところを現場

の方に伝えて不安を払拭している段階です。 

 そういった中で、今回７月から─まあ、年度明けて考えるしかないという中で、現場

の方々に対してスタートラインを決めてしまうと、我々の意見は無視して進められるのか

という感情的な話になってしまうのかなと。そうなってくると、都道府県担当者と現場の

漁業者の信頼関係というか、そういったところにもひびが入ってしまって、なかなか理解

してもらえるものも理解されなくなってくるというところで、ステップ１への導入時期と

いうのは─まあ、ちょっと具体的に、ではいつからなのかというところは今示せない部

分はございますけれども、ある程度の猶予を検討していただけたらなと思います。 

 以上でございます。 

○魚谷資源管理部長 大変貴重な御意見ありがとうございます。 

 それでは、本日の議論を私の方で総括をしたいと思います。 

 まず資源管理の目標ですけれども、こちらについては、お示ししたものは、水産機構の

方から御提示いただきました、ＭＳＹを達成するための、ＭＳＹを実現する親魚量、ＳＢ

ｍｓｙというものと、暫定的な目標ということで、この加入量が最大にある親魚量、ＳＢ

Ｒｍａｘという二つが示されました。これについては参加者の皆さんから数名、どちらが

いいという御意見ありましたけれども、いずれについてもＳＢＲｍａｘの方の目標を採択

すべきということが、御意見が述べられました。こちらについては、そういった御意見を
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踏まえて、水産庁としては、この暫定的な目標として、当面、このＳＢＲｍａｘを目標に

した形の資源管理を進めるということとしたいと思います。 

 続きましてシナリオですけれども、こちらについてはＳＢＲｍａｘを目標とする場合の

シナリオについて、変動緩和措置、要は削減幅10％以内というものがあるかないかという

ことで、いずれのシナリオでも採用するβは0.95ということになりますが、このいずれか

ということについても数名の方から御意見を頂戴しまして、一人の方を除いては変動緩和

措置なしというものを希望するという御意見でございました。このステークホルダー会合、

多数決で何かを決めるような場ではございませんが、水産庁としては、基本的には資源の

状況に応じて漁獲を変動させるというのが、より適切なやり方だという考え方でおります

ので、こちらについては変動緩和措置なしのシナリオ、これでβ=0.95ということを採択

したいと考えております。こちら、当面３年間を想定しておりますが、ステップ１・２の

間はこの設定するＴＡＣの数量に基づいて強制規定、要は採捕停止命令だとか、そういう

ことはないということを踏まえて、この変動緩和措置ありを御希望された北海道の方々に

は御理解を頂ければというふうに考えます。 

 続きまして、ＴＡＣ管理の対象範囲にこのモジャコを含めるということ、あと都道府県

の範囲等については特段の御意見がなかったということで、水産庁提案のとおりという方

向で準備を進めたいと思います。 

 続きまして、ステップ１に入るタイミング─すみません、その前に管理期間、これに

ついては４月から翌年３月まで、７月から翌年６月までのツーパターンを組み合わせた管

理期間で、まずはステップ１に入るということで、こちらについてはこのステップ１・２

の期間中の状況なんかを踏まえて、ステップ３に入る前にほかのパターンというのも検討

は排除しないということでございますので、そういった形で進めさせていただければと思

います。 

 次に、このステップ１に入るタイミングです。こちらについて、水産庁からはステップ

１の趣旨等を踏まえて、早めにこの資源、漁獲報告の練習というか、そういったものを、

体制の構築を進めるべきということで、本年７月１日からというのを御提案しましたけれ

ども、特に西の方の県の皆さんからは、漁業者に対する周知等々、準備がなかなか難しい、

あるいは漁業者の皆さんの理解を得るのは難しいという話がありました。一方で、各定置

漁業者の皆さんからは、７月１日からもう入るべきだという御意見も頂いたところです。

水産庁としては、そもそものステップ１の趣旨、あるいはそういう、もうやる気になって
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いただいている漁業者の皆さんが多数いらっしゃるということで、７月１日からとしたい

という気持ちはあるんですが、いろいろな地域によって漁獲の実態、あるいは流通の実態

が異なる中で、なかなか難しいというところを無視して強引に進めるというのは難しいか

と思います。 

 ということで、ステップ１に入る時期については来年の４月１日ということにさせてい

ただければと思います。 

 一方で、もう準備は整っている、やる気があるとおっしゃっている方々いらっしゃいま

す。そういう意味で、水産庁としては７月１日までにはブリをＴＡＣ報告するようなシス

テムを整えたいと思います。データ、報告を受ける側の体制は整備したいと思います。で

すので、準備が整い次第、皆さんにお知らせすることにして、来年の４月１日までの間は

そのシステムを使って、できるところから─まあ、自主的な形となりますけれども、順

次、漁獲報告の─まあ、ＴＡＣ報告の練習というか、そういったものをどんどんやって

いただくという形で進めるという形にさせていただければというふうに考えております。 

 具体的なステップ１に入るための内容については以上となるかと思います。 

 一方で、ステップ１・２の間に解決すべき課題というものについてもいくつか御意見を

頂戴いたしました。特に北海道の定置協会、あるいは道漁連、あと道庁としての御意見だ

とお伺いをしましたけれども、そちらについてはステップ１・２の間にしっかり議論して

いきたいと思います。具体的に申し上げますと、目標については今回、いわゆるＰＧＹ的

なものを採用するわけですけれども、これは３年間を想定するステップ１・２の間に資源

評価の方の改善というのも想定されるわけでございますので、そういう中でそういう資源

評価の結果なんかも受けて、引き続きステップ３以降どうあるべきかというのは検討して

いくということかと思います。 

 一方で、融通のルールについてもなるだけ円滑に進むような仕組みというものも検討し

ていきますし、あと留保の取り方についてもしっかり議論をしていきたいと思います。 

 また配分方法、これについては要はステップアップ期間の間に意図的な、シェアを拡大

するために意図的に努力量等を増やすなどして駆け込みで実績作りするようなものに対す

る懸念というのもございました。こちらについては、この正にステップアップ期間中の漁

獲の状況等を見ながら、適切でないような状況が見られるんであれば、そういったものを

指導して、そういう状況が起きないようにということもありますし、不幸にしてそういう

状況になった場合には、そういったものの実績の扱いについても皆さんと議論していくと
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いうことかと思います。 

 そういうことも含めて配分方法どうあるべきかについて、こちらもステップアップ期間

中にしっかり議論をしていきたいということでございます。 

 さらに、特に定置等で大量に来たときに操業が止まらないようにというような要望もあ

りました。これについては、通常の方法ですと融通ですとか留保からの配分というのはあ

るわけですけれども、これに加えて既に試算の方には着手はしておりますけれども、繰越

し、あるいは翌年度からの繰入れ、前借りのようなもの、そういったものをステップ３に

入る前までに、どういったものが可能かについて検討・議論を進めていきたいというふう

に考えております。 

 私からのとりまとめは以上となりますが、もし何か重要な点が抜けているよとか、そう

いったことがあれば、この場でおっしゃっていただければと思います。 

 どうぞ。 

○参加者  

 ブリのＴＡＣはもう避けられない中にありまして、そういう中でステップアップという

手法を導き、導入していこうという、そういう方向にあるわけですが、そのステップアッ

プを経験する中でいろいろと問題も出てくるんだろうと思っています。 

 したがって、いろいろと出てくる問題についてはステップアップの期間中に整理をされ

て、そして進みやすいような方向で進めていただきたいということは強く要望させていた

だくんですが、それで実際に本格的な取組に入った場合も、恐らく何らかの問題、大きい

小さいは別として問題は出てくるものだと思っています。したがって、もうここまで来た

わけですから、もう後戻りの議論をしていても仕方がないんではないかなと。こんなこと

を言いますとお叱りを受けるかもしれませんが、私はそんなことを思っております。した

がって、前向きの議論を皆さんで一緒にやっていくべきではないかなということを提案さ

せていただきます。 

 それからもう一つ、ステークホルダー会合、今回が２回目、ブリについては２回目とい

うことで、まだ３回目ですとか、そういったものは予定しておられるんですか。 

○魚谷資源管理部長 ステップ１に入る前ということであれば今回が、これで今、私がと

りまとめた内容で皆さんやるということであれば、３回目というのはございません。一方

で、ステップ３に移るとき等、その後については─まあ、それを３回目と呼ぶのか、違

うフェーズの１回目になるのかということはありますけれども、そういう意味では、今後
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もステークホルダー会合というのは続けていくということです。要はステップ３を超えた、

ステップ３に入った後は３年後に１回見直しをするということになっておりますし、通常

ベースのＴＡＣ管理になった後も、それは既存のＴＡＣ管理資源も同じですけれども、５

年ごとにシナリオ等の見直しは行っていくということになっておりまして、少なくとも５

年ごとにはステークホルダー会合は、ブリについても、将来的な意味でも続けていくとい

うことは、そこは今申し上げたとおりです。 

○参加者 分かりました。以上です。 

○魚谷資源管理部長 ありがとうございます。 

 どうぞ。 

○参加者 すみません、今のコメントにちょっと近いところはあるんですけれども、多分

これから７月に向けて、今のシステムの話もあると思うんですけれども、各県でいろいろ

な事情があって現場への説明と。結局、今日はいろいろマスコミの方もいますんで、明日

以降、記事に出て、それで知ったという方がいて、うちの県は置いておいても、いろいろ

な県でいろいろ現場への説明とかいろいろあると思うので、ステークホルダーという形じ

ゃなくてもいいのかもしれないですし、もしかしたら県担当者会議でもいいのかもしれな

いんですけれども、具体的に４月までこういった場がないということよりは、もう少し詰

めた内容と議論、管理に当たって、多分現場説明回ったときに、いろいろと課題ももしか

したら出てくる話もあると思うので、そういうのも含めて来年の４月に向けて何度かこう

いった場は設けていただけるといいのかな。ステークホルダーじゃなかったとしても大事

かなと。 

○永田資源管理推進室長 御意見ありがとうございます。おっしゃるとおりでして、この

ブリよりも前にステップ１に入ることが決まった、ほかの資源においても、ステップ１に

入るまでに実際どういう取組が必要かとか、ステップ１に入った後もこういう課題につい

てどう検討していくかということについては、行政間であったり、必要に応じて業界の方

も入ったり、また更には現場への落とし込みに当たっては県庁の方だけでなく、必要あれ

ば水産庁も一緒にということもやってきておりますので、そういったことはまた場を設け

ていきたいと思います。ステークホルダー会合という名前ではないかもしれないですけれ

ども、ステップ１に入ることが決まったら、あとは何かするっといくとか、そういうこと

ではないと。これからがますます重要なところだと思っておりますので、そこはしっかり

やっていきたいと思っています。 
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○参加者 ありがとうございます。よろしくお願いします。 

○魚谷資源管理部長 どうぞ。 

○参加者  

 僕も同じような意見なんですけれども、北海道も結構広いですから、その中でステーク

ホルダー会合じゃなくていいと思うんです。北海道ブロックで、今回決めた、含めた中で

いろいろ説明をして、北海道では問題はないかと１度確認してもらいたいです。是非とも

そっちも、ステークホルダー会合じゃなくても構いませんから、やはり１度ぐらいは４月

に入る前に、ステップ１に入る前にちょっと説明会みたいなものを開いてもらいたいです。 

○永田資源管理推進室長 御要望頂きました件について、また道庁等とも相談しながら、

どういうやり方がいいのかというのは考えていきたいと思っております。また、ブリ、非

常に広く全国に分布している資源でありますので、水産庁がというときも必ずしも東京か

らではなくて、管轄する漁調ということもあり得るとは思いますけれども、どういうやり

方がいいのかというのは関係の方々と相談して場を設けたいと思っております。 

○魚谷資源管理部長 どうぞ。 

○参加者  

 これは水研機構に対しての水産庁のお願いなんですけれども、午前中の説明の中で資源

評価のステップアップということで、指標の探索とか高度化、再検討とかいろいろ追加で。

定置の方からもデータはたくさんあるよということで、収集に歩かれるような話、都道府

県とも協力されるというような話を聞きました。是非、特に対馬系ですけれども、昨年の

１月のサバの混乱の件がありますから、本当に資源評価の方は研究されて、高度化して、

特に最新のデータが取れるように、１年半とか２年前のじゃなくて、できたら１年前のが

使えるように高度化、資源評価の高度化というのを是非進めていただきたいです。 

 それについては恐らく来年度は間に合わないと思うんですけれども、十分な予算を付け

てもらって、人材的にも確保して、本当漁業者が望むのは資源評価が正しければ誰も反対

はしないんです。だから、そういうのに向かうにはやはりどうしても予算とか必要になる

と思いますので、是非よろしくお願いしたいと思います。最後になりました。 

○魚谷資源管理部長 ありがとうございます。研究者の皆さんに頑張っていただくために

予算が必要というのはそのとおりでございますので、そちらについては水産庁の方で可能

な限り確保できるように、引き続き努力をしていきたいと思います。 

 ほかにございますでしょうか。よろしいでしょうか。 
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 どうぞ。 

○参加者 とりまとめ、ありがとうございます。 

 １点確認なんですけれども、７月１日から自主報告ができるようにするというのは、こ

れは、今のカタクチイワシの太平洋系群でやっているものと同じイメージということでよ

ろしいでしょうか。 

○永田資源管理推進室長 そのようなイメージで結構です。今現時点では、まだＴＡＣシ

ステムにブリを入力できるようにはなっていないですけれども、そういったところも整え

ていきたいと思っています。 

○参加者 分かりました。またＴＡＣ報告の魚種が増えるにもかかわらず、漁獲成績報告

書も同時に出さなけりゃいけないという状態が続いておりますので、一体化については、

毎回お願いしているところですが、引き続き御検討をお願いしたいというのが１点。 

 あと国際関係について、今回、対馬の組合長さん以外にあまりお話がなかったんですが、

やはり韓国のほかにも中国などが非常に漁獲を伸ばして、漁場の競合なども東シナ海で起

きているという状況がございますので、これについて改めて今回、新しくお出しになりま

した参考資料６の「新たなロードマップ」の中にもそういったような「外国漁船からのデ

ータの収集」とか、それからあるいは「関係国間での協議や協力を推進」という記述があ

りますので、是非目に見える推進をお願いしたいと思います。 

 以上です。 

○魚谷資源管理部長 国際的な資源管理の関係については、御指摘あったとおりでござい

ます。引き続き状況を注視しながら、必要に応じてそういった方面での対応というのも強

化してまいりたいと考えております。 

 ほかによろしいでしょうか。 

 ないようですので、それではブリについては先ほど私がとりまとめた内容で来年４月１

日からステップ１に入るということで準備を進めていきたいと思います。 

 本日御議論いただいて、多数の漁業者の皆さん、ＴＡＣ管理に積極的な皆さんが多数お

られて、私自身も非常に心強く感じたところです。 

 １点ちょっと気になった点ですけれども、ステップ１に入るタイミング、４月１日まで

ということに結論としてはしましたが、その議論の中で、消費者の立場から意見を言われ

た方から一つコメントがありました。要は、漁業法でＴＡＣ管理が基本だというのはもう

何年も前に決まっていて、令和２年にロードマップも出されている中で、ブリをＴＡＣ管
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理するって皆さん分かっていたんでしょうと。にもかかわらず準備できていないってどう

なんですか、というような厳しい御意見だったと思います。要は我々、水産業界の中で、

行政も業界の方々も内部での議論に終始したりしてしまうところはあるんですけれども、

外からそういう厳しい目で見られているんだというのは、我々行政も、漁業者もしっかり

認識をして対応していかなきゃいけないんだなというのが、先ほど頂いたコメントの中で

私が感じたところでございます。 

 今後もＴＡＣの議論については、ほかの魚種、資源についても順次進めていくというこ

とでございますけれども、漁業関係者の皆さん、今日せっかく出られて、消費者の方から

そういう厳しい意見もあったよ、というのは、地元帰られて共有して、そういうのも踏ま

えて、今後、ほかの資源についてどうやっていくのかということも考えていただければ、

非常に、私の立場ではありがたいなというふうに感じたところでございます。 

 それでは、先ほど頂いた御意見も含めて、本日の議論に関する議事録につきましては、

後日、準備ができた段階で水産庁のホームページにおいて掲載をすることとしたいと思い

ます。 

 本日は長時間にわたる御議論ありがとうございました。これをもちまして、ブリの第２

回資源管理方針に関する検討会はここまでとさせていただきます。ありがとうございまし

た。 

午後４時５１分 閉会 

 

 


